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議案第11号 令和６年度宮古市刈屋財産区特別会計予算 

議案第12号 令和６年度宮古市水道事業会計予算 
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令和５年度宮古市国民健康保険診療施設勘定特別会計補正予算（第４

号） 

議案第18号 令和５年度宮古市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

議案第19号 令和５年度宮古市介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

議案第20号 令和５年度宮古市浄化槽事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第21号 令和５年度宮古市山口財産区特別会計補正予算（第１号） 

議案第22号 令和５年度宮古市下水道事業会計補正予算（第３号） 

議案第23号 宮古市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第24号 
宮古市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する

条例 

議案第25号 
宮古市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部

を改正する条例 

議案第26号 
宮古市へき地保育所条例及び宮古市児童館条例の一部を改正する条

例 

議案第27号 宮古市介護保険条例の一部を改正する条例



議案第28号 宮古市国民健康保険川井診療所条例の一部を改正する条例 

議案第29号 
宮古市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準等を定める条例等の一部を改正する条例 

議案第30号 
宮古市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例 

議案第31号 
宮古市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

議案第32号 
宮古市漁港管理条例及び宮古市風致地区内における建築等の規制に

関する条例の一部を改正する条例 

議案第33号 宮古市手数料条例の一部を改正する条例 

議案第34号 
宮古市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例の一部を

改正する条例 

議案第35号 

宮古市水道事業給水条例及び宮古市水道の布設工事監督者の配置基

準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例の一

部を改正する条例 

議案第36号 財産の取得に関し議決を求めることについて 

議案第37号 公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

議案第38号 公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

議案第39号 公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

議案第40号 公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

議案第41号 公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

議案第42号 公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 



議案第43号 公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

議案第44号 
公の施設の指定管理者の指定に関する議決の変更に関し議決を求め

ることについて 

議案第45号 公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

議案第46号 公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

議案第47号 市道路線の認定について 





議案第１４号 

令和５年度宮古市一般会計補正予算（第１３号） 

令和５年度宮古市一般会計補正予算（第１３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７，０００千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ３７，８８１，３４３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德
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第１表　歳入歳出予算補正

3,412,938
3,412,938
34,461,405
37,874,343

7,390,624
6,568,541
30,483,719
37,874,343

基金繰入金

総務管理費

繰入金

総務費

（単位・千円）

3,419,938
3,419,938
34,461,405
37,881,343

（単位・千円）

7,397,624
6,575,541
30,483,719
37,881,343

7,000
7,000

7,000

7,000
7,000

7,000

１　　歳　入
　　会　計　　　一般会計

＊＊　　歳　入　合　計　　＊＊

２　　歳　出
　　会　計　　　一般会計

＊＊　　歳　出　合　計　　＊＊

款

款

項

項

補正されなかった款項にかかる額

補正されなかった款項にかかる額

 補正前の額 

 補正前の額 

 補  正  額 

 補  正  額 

計

計

19

2

1

1
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歳　入　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
１　歳　入

 会計  一般会計
　款　 19 繰入金
　項　  1 基金繰入金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 財政調整基金繰入金 1,317,842 7,000 1,324,842
＊＊  計  ＊＊ 3,412,938 7,000 3,419,938

歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
２　歳　出

 会計  一般会計
　款　  2 総務費
　項　  1 総務管理費

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特　 　定　 　財　 　源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 1 一般管理費 1,561,559 7,000 1,568,559

＊＊  計  ＊＊ 6,568,541 7,000 6,575,541
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節

区　  分 金   額
説　 　明

（単位・千円）

 1 財政調整基金繰入金 7,000 財政調整基金繰入金　  7,000

内　　訳
一　般
財　源

節

区　 　分 金　額
説　 　明

（単位・千円）

7,000 25 寄附金 7,000 災害見舞金　  7,000
7,000
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議案第１５号 

令和５年度宮古市一般会計補正予算（第１４号） 

令和５年度宮古市一般会計補正予算（第１４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１，２９９，７４１千円を減額

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３６，５８１，６０２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の変更は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德 
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第１表　歳入歳出予算補正

5,515,359
2,190,966
2,794,549
352,777
417,929
382,533
6,071,896
2,973,254
3,090,406
2,246,174
1,242,341
788,604
215,229
75,055
67,426

1,993,729
1,993,729
3,419,938
3,419,938
566,575
204,440
2,831,800
2,831,800
14,742,888
37,881,343

208,969
208,969
7,397,624
6,575,541
336,944
74,533
49,390

11,229,824
6,484,344
3,375,931
2,902,815
1,707,265
966,330
2,023,911
756,622
336,994
930,295
1,214,287
1,214,287
3,257,751
1,838,044
145,230
808,842
274,346
1,809,202
1,809,202
3,515,115
588,807
829,341
472,453
725,357

市民税
固定資産税
市たばこ税

使用料

国庫負担金
国庫補助金

県負担金
県補助金
委託金

財産運用収入

寄附金

基金繰入金

雑入

市債

議会費

総務管理費
徴税費
選挙費
震災復興費

社会福祉費
児童福祉費

保健衛生費
清掃費

農業費
林業費
水産業費

商工費

道路橋りょう費
港湾費
都市計画費
住宅費

消防費

教育総務費
小学校費
中学校費
社会教育費

市税

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

諸収入

市債

議会費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

（単位・千円）

5,691,359
2,278,966
2,849,549
385,777
419,663
384,267
5,901,412
2,846,667
3,046,509
2,139,226
1,243,192
702,854
193,180
77,727
70,098

1,104,958
1,104,958
3,144,211
3,144,211
559,958
197,823
2,800,200
2,800,200
14,742,888
36,581,602

（単位・千円）

207,431
207,431
6,770,511
5,881,881
334,387
70,897
122,130

10,980,696
6,468,008
3,143,139
2,592,356
1,476,181
886,955
1,995,790
788,979
299,779
907,032
1,208,537
1,208,537
3,268,033
1,890,660
116,996
804,620
264,468
1,782,888
1,782,888
3,470,038
582,281
823,655
463,845
701,100

176,000
88,000
55,000
33,000
1,734
1,734

△170,484
△126,587
△43,897
△106,948

851
△85,750
△22,049
2,672
2,672

△888,771
△888,771
△275,727
△275,727
△6,617
△6,617
△31,600
△31,600

△1,299,741

△1,538
△1,538
△627,113
△693,660
△2,557
△3,636
72,740

△249,128
△16,336
△232,792
△310,459
△231,084
△79,375
△28,121
32,357
△37,215
△23,263
△5,750
△5,750
10,282
52,616
△28,234
△4,222
△9,878
△26,314
△26,314
△45,077
△6,526
△5,686
△8,608
△24,257

１　　歳　入
　　会　計　　　一般会計

＊＊　　歳　入　合　計　　＊＊

２　　歳　出
　　会　計　　　一般会計

款

款

項

項

補正されなかった款項にかかる額

 補正前の額 

 補正前の額 

 補  正  額 

 補  正  額 

計

計

1

14

15

16

17

18

19

21

22

1

2

3

4

6

7

8

9

10

1
2
4

1

1
2

1
2
3

1

1

1

4

1

1

1
2
4
7

1
2

1
2

1
2
3

1

2
4
5
6

1

1
2
3
4
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147,769
113,569
30,500
3,700

4,084,703
4,084,703
89,373

37,881,343

公共土木施設災害復旧費
農林水産業施設災害復旧費
文教施設災害復旧費

公債費

災害復旧費

公債費

（単位・千円）

130,368
98,624
28,714
3,030

4,085,581
4,085,581
89,373

36,581,602

△17,401
△14,945
△1,786
△670
878
878

△1,299,741

２　　歳　出
　　会　計　　　一般会計

＊＊　　歳　出　合　計　　＊＊

款 項

補正されなかった款項にかかる額

 補正前の額  補  正  額 計
11

12

1
2
3

1

15 - 3



第２表　繰 越 明 許 費 補 正

（単位・千円）

事　　業　　名 金　 　額

１ 社 会 福 祉 費
地 域 密 着 型 サ ー ビ ス
施 設 等 整 備

30,052

２ 児 童 福 祉 費
子 ど も ・ 子 育 て 支 援
事 業 計 画 ニ ー ズ 調 査

4,500

６ 農 林 水 産 業 費 １ 農 業 費 国 土 調 査 82,273

崎 山 松 月 線 道 路 改 良 73,000

御 殿 山 線 道 路 改 良 44,600

和 井 内 地 区 道 路 改 良 50,000

末広町線無電柱化推進 247,617

３ 河 川 費 浸 水 対 策 30,600

５ 都 市 計 画 費 再 開 発 準 備 7,700

10 教 育 費 ２ 小 学 校 費 山 口 小 学 校 改 修 47,600

617,942合　 　計

道 路 橋 り ょ う 費

　追　加

款 項

３ 民 生 費

８ 土 木 費

２
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（単位・千円）

事　　業　　名 金 額

変更前
浄 土 ヶ 浜 園 地 内
道 路 整 備

14,200

変更後 同　　上 23,200

変更前 道 路 維 持 管 理 111,000

変更後 同　　上 194,000

変更前
道 路 施 設 等
長 寿 命 化 修 繕

100,000

変更後 同　　上 193,000

変更前 松 山 線 道 路 改 良 7,000

変更後 同　　上 21,100

変更前 河 川 環 境 整 備 17,000

変更後 同　　上 40,200

　変　更

款 項

１ 商 工 費７ 商 工 費

３ 河 川 費

８ 土 木 費

道 路 橋 り ょ う 費２
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第３表　債 務 負 担 行 為 補 正

　変　更
期 間 限　　度　　額

令和６年度から 　限度額 94,580千円
奨学資金貸付金 令和９年度まで

令和６年度から 　限度額 246,060千円
令和９年度まで

変
更
前

変
更
後

事 項

15 - 6



第４表　地　方　債　補　正
（単位・千円）

補正前 補正額 補正後

○政府資金について
はその融資条件によ
り、銀行その他の場
合には、その債権者
と協定するところに
よる。
○ただし、市財政の
都合により据置期間
及び償還期間を短縮
し、又は繰上償還若
しくは低利に借り換
えることができる。

庁 舎 整 備 事 業

起債の目的
限度額

△ 4,200

過 疎 対 策 事 業

利率 償還の方法

△ 7,50016,200 ○3.0％以内%○
○ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率見直しの後の

2,800,200

普通貸借
又は証券
発 行

181,700

8,700

△ 13,400 168,300 〃

〃

起債の
方方法

△ 44,700

〃

1,968,700

4,200

〃

計

辺 地 対 策 事 業

2,831,800

234,000

1,924,000

△ 31,600

補 正 さ れ な か っ た
地 方 債 の 額

234,000

消防防災施設整備事業

災 害 復 旧 事 業 債 77,100 △ 26,100 51,000 〃

道路橋りょう整備事業 308,000 65,900 373,900

都 市 公 園 整 備 事 業 1,400 △ 1,400 〃

〃公 営 住 宅 整 備 事 業 40,500 △ 200 40,300
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1 特別職

期末手当
（千円）

年度支給率
（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

8,172
(3.40)

20 26,630
(3.40)

62

8,172
(3.40)

20 26,630
(3.40)

63

0

0 0

給　　与　　費　　明　　細　　書

△ 1

0

00

0

0 0 0

0

0

区　　　分

給 与 費

37,571

21,322

79,600

議 員

25,080

議 員

0 0610

610 610

0

0

0

610△ 1

報 酬 給 料

4,319

計

164,513 32,325 196,838

比

較

34,802

132,842

その他特別職

20,712 20,712

計 4,319

106,230 26,612

長 等

25,080 4,319 5,713

34,802

備 考

長 等 3 25,080 4,319 37,571 5,713

地 域 手 当 寒冷地手当 その他の手当 計
共 済 費 合 計

43,284

職員数

議 員

その他特別職

計

39 21,322

79,600

100,922 25,080

補

正

後

106,230 26,612 132,842

補

正

前

長 等 3

その他特別職 40 20,712

100,312

21,322

165,123 32,325 197,448

43,284

0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 610

0

0

0

610

付 表
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（参　考）

歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金地　方　債 そ の 他

３ １ ５ 18

民 生 費 社 会 福 祉 費 老 人 福 祉 費 負 担 金 補 助
及 び 交 付 金

30,052 30,052

30,052 30,052 30,052

歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金地　方　債 そ の 他

３ ２ １ 12

民 生 費 児 童 福 祉 費 児 童 福 祉
総 務 費

委 託 料
4,500 4,500

4,500 4,500 4,500

地 域 密 着 型 サ ー ビ ス
施 設 等 整 備

子 ど も ・ 子 育 て 支 援
事 業 計 画 ニ ー ズ 調 査

30,052

計

4,500

科 目

事　　業　　名 不　用　額

左　の　財　源　内　訳

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源

（単位・千円）

令　和　５　年　度　繰　越　明　許　費　繰　越　調　書

科 目

事　　業　　名 不　用　額

左　の　財　源　内　訳

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源

計

（単位・千円）
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歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金地　方　債 そ の 他

６ １ ６ ７

農林水産業費 報 償 費
4,930 4,930

８

旅 費
1,216 1,216

10

需 用 費
9,553 6,343 3,210

11

役 務 費
2,334 1,684 650

12

委 託 料
225,100 148,000 77,100

13

使 用 料
及 び 賃 借 料

2,626 1,313 1,313

17

備 品 購 入 費
1,098 1,098

18

負 担 金 補 助
及 び 交 付 金

381 381

26

公 課 費
79 79

247,317 165,044 82,273 58,275 23,998計

（単位・千円）

科 目

事　　業　　名 不　用　額

左　の　財　源　内　訳

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源

国 土 調 査 費 国 土 調 査

58,275 23,998

農 業 費
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歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金地　方　債 そ の 他

８ ２ ３ ８

土 木 費 道 路
橋 り ょ う 費

道 路 新 設
改 良 費

旅 費
334 334

10

需 用 費
1,537 1,537

11

役 務 費
452 452

12

委 託 料
2,354 2,354

13

使 用 料
及 び 賃 借 料

2,178 2,178

14

工 事 請 負 費
142,398 69,398 73,000

16

公 有 財 産
購 入 費

50 50

17

備 品 購 入 費
560 560

21

補 償 補 填
及 び 賠 償 金

2,500 2,500

152,363 79,363 73,000 38,325 34,600 75計

34,600 75

科 目

事　　業　　名 不　用　額

左　の　財　源　内　訳

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源

（単位・千円）

38,325

崎 山 松 月 線 道 路 改 良
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歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金地　方　債 そ の 他

８ ２ ３ 10

土 木 費 需 用 費
439 439

11

役 務 費
29 29

13

使 用 料
及 び 賃 借 料

198 198

14

工 事 請 負 費
44,600 44,600

45,266 666 44,600 44,600

科 目

事　　業　　名 不　用　額

左　の　財　源　内　訳

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源

44,600

計

道 路
橋 り ょ う 費

道 路 新 設
改 良 費

御 殿 山 線 道 路 改 良

（単位・千円）
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歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金地　方　債 そ の 他

８ ２ ３ 10

土 木 費 需 用 費 和 井 内 地 区 道 路 改 良
750 750

14

工 事 請 負 費
49,000 49,000

16

公 有 財 産
購 入 費

1,000 1,000

50,750 750 50,000 26,250 23,700 50

（単位・千円）

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源
不　用　額

左　の　財　源　内　訳

道 路
橋 り ょ う 費

道 路 新 設
改 良 費

26,250 23,700

計

50

科 目

事　　業　　名
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歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金地　方　債 そ の 他

８ ２ ３ ８

土 木 費 旅 費 末 広 町 線 無 電 柱 化 推 進
80 80

10

需 用 費
953 953

11

役 務 費
260 260

12

委 託 料
44,916 44,916

13

使 用 料
及 び 賃 借 料

940 940

14

工 事 請 負 費
276,392 73,691 202,701

21

補 償 補 填
及 び 賠 償 金

38,692 38,692

362,233 114,616 247,617 50 142,998 104,200 369計

道 路
橋 り ょ う 費

道 路 新 設
改 良 費

50 142,998 104,200 369

科 目

事　　業　　名 不　用　額

左　の　財　源　内　訳

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源

（単位・千円）
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歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金地　方　債 そ の 他

８ ３ １ 12

土 木 費 委 託 料
14,839 14,839

14

工 事 請 負 費
17,161 1,400 15,761

21

補 償 補 填
及 び 賠 償 金

18,000 18,000

50,000 19,400 30,600 30,600

歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金地　方　債 そ の 他

８ ５ １ 11

土 木 費 役 務 費
123 123

12

委 託 料
8,600 900 7,700

13

使 用 料
及 び 賃 借 料

720 720

9,443 1,743 7,700 7,700計

都 市 計 画 費 都 市 計 画
総 務 費

再 開 発 準 備

7,700

計

（単位・千円）

科 目

事　　業　　名 不　用　額

左　の　財　源　内　訳

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源

河 川 費 河 川 維 持 費 浸 水 対 策

30,600

（単位・千円）

科 目

事　　業　　名 不　用　額

左　の　財　源　内　訳

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源
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歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金地　方　債 そ の 他

10 ２ １ 12

教 育 費 小 学 校 費 学 校 管 理 費 委 託 料
900 900

14

工 事 請 負 費
66,500 19,800 46,700

67,400 19,800 47,600 42,300 5,300

（単位・千円）

科 目

事　　業　　名 不　用　額

計

山 口 小 学 校 改 修

42,300 5,300

左　の　財　源　内　訳

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源
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（参　考）

歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金 地　方　債 そ の 他

７ １ ３ 12

商 工 費 商 工 費 観 光 費 委 託 料 浄 土 ヶ 浜 園 地 内
道 路 整 備

14,200 14,200

14,200 14,200 7,100 7,100

７ １ ３ 12

委 託 料
14,200 14,200

14

工事請負費
9,000 9,000

23,200 23,200 16,100 7,100

（単位・千円）

令　和　５　年　度　繰　越　明　許　費　繰　越　調　書

（単位・千円）

科 目

事　　業　　名 不　用　額

左　の　財　源　内　訳

変

更

前
計

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源

7,100 7,100

変

更

後

16,100 7,100

計

商 工 費 商 工 費 観 光 費 浄 土 ヶ 浜 園 地 内
道 路 整 備
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歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金 地　方　債 そ の 他

８ ２ ２ 12

委 託 料
20,389 14,389 6,000

14

工事請負費
295,000 190,000 105,000

315,389 204,389 111,000 111,000

８ ２ ２ 12

委 託 料
20,389 14,389 6,000

14

工事請負費
295,000 107,000 188,000

315,389 121,389 194,000 194,000

歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金 地　方　債 そ の 他

８ ２ ２ 12

委 託 料
130,100 100,100 30,000

14

工事請負費
262,000 192,000 70,000

392,100 292,100 100,000 57,750 42,200 50

８ ２ ２ 12

委 託 料
106,600 48,600 58,000

14

工事請負費
243,505 108,505 135,000

350,105 157,105 193,000 111,457 81,500 43

43

土 木 費 道 路
橋 り ょ う 費

道 路 維 持 費 道 路 施 設 等
長 寿 命 化 修 繕

変

更

後

111,457 81,500

計

50

土 木 費 道 路
橋 り ょ う 費

道 路 維 持 費 道 路 施 設 等
長 寿 命 化 修 繕

変

更

前

57,750 42,200

計

（単位・千円）

科 目

事　　業　　名 不　用　額

左　の　財　源　内　訳

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源

土 木 費 道 路
橋 り ょ う 費

道 路 維 持 費 道 路 維 持 管 理変

更

後

194,000

計

土 木 費 道 路
橋 り ょ う 費

道 路 維 持 費 道 路 維 持 管 理変

更

前

111,000

計

科 目

事　　業　　名 不　用　額

左　の　財　源　内　訳

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源
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歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金 地　方　債 そ の 他

８ ２ ３ 14

工事請負費
17,000 10,000 7,000

16

公 有 財 産
購 入 費

11,000 11,000

21

補 償 補 填
及び賠償金

10,000 10,000

38,000 31,000 7,000 3,675 3,300 25

８ ２ ３ 14

工事請負費
17,000 17,000

16

公 有 財 産
購 入 費

11,000 9,000 2,000

21

補 償 補 填
及び賠償金

10,000 7,900 2,100

38,000 16,900 21,100 11,077 10,000 23

変

更

後

11,077 10,000

計

土 木 費 道 路
橋 り ょ う 費

道 路 新 設
改 良 費

松 山 線 道 路 改 良

土 木 費 道 路
橋 り ょ う 費

道 路 新 設
改 良 費

松 山 線 道 路 改 良

23

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源

（単位・千円）

科 目

事　　業　　名 不　用　額

左　の　財　源　内　訳

25
変

更

前

3,675 3,300

計

15 - 47



歳　出 年度内支出 翌年度

既 収 入

予算額 （見込）額 繰越額 特 定 財 源 国県支出金 地　方　債 そ の 他

８ ３ １ 12

委 託 料
17,000 15,000 2,000

14

工事請負費
35,000 20,000 15,000

52,000 35,000 17,000 17,000

８ ３ １ 12

委 託 料
17,000 7,100 9,900

14

工事請負費
35,000 4,700 30,300

52,000 11,800 40,200 40,200

（単位・千円）

科 目

事　　業　　名 不　用　額

左　の　財　源　内　訳

款 項 目 節
未収入特定財源

一般財源

変

更

前

17,000

計

土 木 費 河 川 費 河 川 維 持 費 河 川 環 境 整 備

変

更

後

40,200

計

土 木 費 河 川 費 河 川 維 持 費 河 川 環 境 整 備
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付　表　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

 変　更

国　県
支出金

千円 平成年度 千円 令和年度 千円 千円 千円 千円 千円

限度額
（令和５年度） 94,580 6～9 94,580 94,580
奨学資金貸付金

限度額
246,060 6～9 246,060 246,060

当該年度以降の

期間 金額

支 出 予 定 額

変
更
前

限度額

前年度末までの 左　の　財　源　内　訳
支出（見込）額

変
更
後

特　定　財　源
一　般
財　源期間 金額 地方債 その他

事 項
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付　表

（単位・千円）

１． 31,203,605 31,359,011 2,651,600 △ 5,500 2,646,100 2,665,248 △ 3,481 2,661,767 31,343,344

6,052,729 5,946,964 16,200 △ 7,500 8,700 207,278 207,278 5,748,386

541,489 499,321 47,470 △ 3,586 43,884 455,437

3,306,277 3,277,179 475,300 64,300 539,600 479,551 57 479,608 3,337,171

2,601,254 2,480,136 181,700 △ 13,400 168,300 369,369 △ 102 369,267 2,279,169

3,689,773 3,308,041 356,117 150 356,267 2,951,774

126,003 121,980 4,200 △ 4,200 13,628 13,628 108,352

12,709,492 13,772,665 1,968,700 △ 44,700 1,924,000 973,985 973,985 14,722,680

２． 3,827,581 3,631,455 77,100 △ 26,100 51,000 283,106 283,106 3,399,349

2,652,858 2,484,240 36,600 △ 26,100 10,500 196,463 196,463 2,298,277

４． 10,287,341 9,479,209 103,100 103,100 989,953 959 990,912 8,591,397

10,213,400 9,425,064 103,100 103,100 974,257 959 975,216 8,552,948

48,970 26,330 16,810 16,810 9,520

45,367,497 44,496,005 2,831,800 △ 31,600 2,800,200 3,955,117 △ 2,522 3,952,595 43,343,610

9,815,363 9,176,326 635,881 151 636,032 8,540,294

そ の 他

当 該 年 度 中 増 減 見 込

当 該 年 度 中 元 金 償 還 見 込 額

補正前の額 補　正　額 補正後の額

(2) 単 独 災 害 復 旧 事 業 債

合 計

災 害 復 旧 債

教 育 債

(2) 民 生 債

補 正 さ れ な か っ た
区 分 に 係 る 額

※うち合併特例債

(2) 臨 時 財 政 対 策 債

(8)

(9) 辺 地 対 策 事 業 債

(10) 過 疎 対 策 事 業 債

(6) 土 木 債

(7)

当該年度末
現在高見込

前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

総 務 債

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額

消 防 債

補　正　額 補正後の額補正前の額

地 方 債 の 前 前 年 度 末 及 び 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区 分

普 通 債

(1)
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議案第１６号 

令和５年度宮古市国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第５号） 

 令和５年度宮古市国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第５号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４７，７８９千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５，９１３，５１２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德
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第１表　歳入歳出予算補正

4,385,122
4,385,122
603,862
16,374
876,739
5,865,723

4,233,222
538,005
60,561
5,270
55,291

1,571,940
5,865,723

県補助金

基金繰入金

高額療養費

償還金及び還付加算金
繰出金

県支出金

繰入金

保険給付費

諸支出金

（単位・千円）

4,407,351
4,407,351
629,422
41,934
876,739
5,913,512

（単位・千円）

4,248,222
553,005
93,350
30,830
62,520

1,571,940
5,913,512

22,229
22,229
25,560
25,560

47,789

15,000
15,000
32,789
25,560
7,229

47,789

　１　　歳　入
　会　計　 　国民健康保険事業勘定特別会計

　＊＊　　歳　入　合　計　　＊＊

　２　　歳　出
　会　計　 　国民健康保険事業勘定特別会計

　＊＊　　歳　出　合　計　　＊＊

款

款

項

項

補正されなかった款項にかかる額

補正されなかった款項にかかる額

 補正前の額 

 補正前の額 

 補  正  額 

 補  正  額 

計

計

3

5

2

8

1

2

2

1
2
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歳　入　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
１　歳　入

 会計 　 国民健康保険事業勘定特別会計
　款　  3 県支出金
　項　  1 県補助金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 保険給付費等交付金 4,385,122 22,229 4,407,351

＊＊  計  ＊＊ 4,385,122 22,229 4,407,351

 会計 　 国民健康保険事業勘定特別会計
　款　  5 繰入金
　項　  2 基金繰入金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 財政調整基金繰入金 16,374 25,560 41,934
＊＊  計  ＊＊ 16,374 25,560 41,934
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節

区　  分 金   額
説 明

（単位・千円）

 1 普通交付金 15,000 普通交付金 15,000
 2 特別交付金 7,229 特別交付金 7,229

節

区　  分 金   額
説 明

（単位・千円）

 1 財政調整基金繰入金 25,560 財政調整基金繰入金 25,560
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歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
２　歳　出

 会計 　 国民健康保険事業勘定特別会計
　款　  2 保険給付費
　項　  2 高額療養費

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特　 　定　 　財　 　源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 1 一般被保険者高額療養費 537,203 15,000 552,203 15,000

＊＊  計  ＊＊ 538,005 15,000 553,005 15,000

 会計 　 国民健康保険事業勘定特別会計
　款　  3 国民健康保険事業費納付金
　項　  1 医療給付費分納付金

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特　 　定　 　財　 　源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 1 一般被保険者医療給付費分納 880,073 880,073 25,560
付金

＊＊  計  ＊＊ 880,074 880,074 25,560

 会計 　 国民健康保険事業勘定特別会計
　款　  8 諸支出金
　項　  1 償還金及び還付加算金

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特　 　定　 　財　 　源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 3 償還金 1 25,560 25,561

＊＊  計  ＊＊ 5,270 25,560 30,830

 会計 　 国民健康保険事業勘定特別会計
　款　  8 諸支出金
　項　  2 繰出金

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特　 　定　 　財　 　源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 1 直営診療施設勘定繰出金 55,291 7,229 62,520 7,229

＊＊  計  ＊＊ 55,291 7,229 62,520 7,229
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内　　訳
一　般
財　源

節

区 分 金　額
説 明

（単位・千円）

18 負担金補助及び交付金 15,000 一般被保険者高額療養費 15,000

内　　訳
一　般
財　源

節

区 分 金　額
説 明

（単位・千円）

△25,560 （財源補正）

△25,560

内　　訳
一　般
財　源

節

区 分 金　額
説 明

（単位・千円）

25,560 22 償還金利子及び割引料 25,560 国庫支出金等返還金 25,560
25,560

内　　訳
一　般
財　源

節

区 分 金　額
説 明

（単位・千円）

27 繰出金 7,229 直営診療施設勘定繰出金 7,229

16 - 7.





議案第１７号 

令和５年度宮古市国民健康保険診療施設勘定特別会計補正予算（第４号） 

 令和５年度宮古市国民健康保険診療施設勘定特別会計補正予算（第４号）は、次に定め

るところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１１，２１９千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４４８，３４７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德
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第１表　歳入歳出予算補正

199,090
181,341
17,748
230,126
230,126
3,422
3,422
6,100
6,100
20,828
459,566

125,210
125,210
334,356
459,566

外来収入
その他診療収入

他会計繰入金

県補助金

市債

医業費

診療収入

繰入金

県支出金

市債

医業費

（単位・千円）

195,209
166,741
28,467
227,815
227,815
2,095
2,095
2,400
2,400
20,828
448,347

（単位・千円）

113,991
113,991
334,356
448,347

△3,881
△14,600
10,719
△2,311
△2,311
△1,327
△1,327
△3,700
△3,700

△11,219

△11,219
△11,219

△11,219

　１　　歳　入
　会　計　 　国民健康保険診療施設勘定特別会計

　＊＊　　歳　入　合　計　　＊＊

　２　　歳　出
　会　計　 　国民健康保険診療施設勘定特別会計

　＊＊　　歳　出　合　計　　＊＊

款

款

項

項

補正されなかった款項にかかる額

補正されなかった款項にかかる額

 補正前の額 

 補正前の額 

 補  正  額 

 補  正  額 

計

計

1

4

7

8

2

2
3

1

1

1

1
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第２表　地　方　債　補　正
（単位・千円）

補正前 補正額 補正後

計 6,100 △ 3,700 2,400

△ 3,700

○3.0％以内%○
○ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率見直しの後の

6,100
普通貸借
又は証券
発 行

2,400

起債の
方方法

○政府資金について
はその融資条件によ
り、銀行その他の場
合には、その債権者
と協定するところに
よる。
○ただし、市財政の
都合により据置期間
及び償還期間を短縮
し、又は繰上償還若
しくは低利に借り換
えることができる。

過 疎 対 策 事 業

起債の目的
限度額

利率 償還の方法
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歳　入　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
１　歳　入

 会計 　 国民健康保険診療施設勘定特別会計
　款　  1 診療収入
　項　  2 外来収入

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 国民健康保険診療報酬収入 30,561 △2,900 27,661
 2 社会保険診療報酬収入 19,345 △1,000 18,345
 3 後期高齢者診療報酬収入 101,159 △10,200 90,959
 4 外来一部負担金収入 26,202 △300 25,902
 5 その他診療報酬収入 4,074 △200 3,874

＊＊  計  ＊＊ 181,341 △14,600 166,741

 会計 　 国民健康保険診療施設勘定特別会計
　款　  1 診療収入
　項　  3 その他診療収入

目 補正前の額 補  正  額 計

 2 自由診療収入 658 837 1,495
 3 その他診療収入 11,383 9,882 21,265

＊＊  計  ＊＊ 17,748 10,719 28,467

 会計 　 国民健康保険診療施設勘定特別会計
　款　  4 繰入金
　項　  1 他会計繰入金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 一般会計繰入金 174,835 △9,540 165,295
 2 国保会計繰入金 55,291 7,229 62,520

＊＊  計  ＊＊ 230,126 △2,311 227,815

 会計 　 国民健康保険診療施設勘定特別会計
　款　  7 県支出金
　項　  1 県補助金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 へき地診療所設備整備補助金 3,422 △1,327 2,095
＊＊  計  ＊＊ 3,422 △1,327 2,095

 会計 　 国民健康保険診療施設勘定特別会計
　款　  8 市債
　項　  1 市債

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 施設整備事業債 6,100 △3,700 2,400
＊＊  計  ＊＊ 6,100 △3,700 2,400
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節

区　  分 金   額
説　 　明

（単位・千円）

 1 現年度分 △2,900 診療報酬収入　 △2,900
 1 現年度分 △1,000 診療報酬収入　 △1,000
 1 現年度分 △10,200 診療報酬収入　 △10,200
 1 現年度分 △300 一部負担金　 △300
 1 現年度分 △200 生保診療報酬収入　 △200

節

区　  分 金   額
説　 　明

（単位・千円）

 1 現年度分 837 自由診療収入　  837
 1 現年度分 9,882 予防接種料収入　  9,882

節

区　  分 金   額
説　 　明

（単位・千円）

 1 一般会計繰入金 △9,540 一般会計繰入金　 △9,540
 1 国保会計繰入金 7,229 国保会計繰入金　  7,229

節

区　  分 金   額
説　 　明

（単位・千円）

 1 へき地診療所設備整備 △1,327 へき地診療所設備整備補助金　 △1,327

節

区　  分 金   額
説　 　明

（単位・千円）

 1 診療施設 △3,700 診療所施設整備事業債　 △3,700
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歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
２　歳　出

 会計 　 国民健康保険診療施設勘定特別会計
　款　  1 総務費
　項　  1 総務管理費

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特　 　定　 　財　 　源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 1 総務管理費 319,359 319,359 3,539

＊＊  計  ＊＊ 319,521 319,521 3,539

 会計 　 国民健康保険診療施設勘定特別会計
　款　  2 医業費
　項　  1 医業費

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特　 　定　 　財　 　源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 1 一般管理費 70,120 △5,119 65,001 △1,327 △3,700
 2 医薬品費 21,020 △1,700 19,320 6,098
 3 医療用消耗器材費 16,728 △1,000 15,728
 4 試験検査費 15,400 △3,400 12,000

＊＊  計  ＊＊ 125,210 △11,219 113,991 △1,327 △3,700 6,098
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内　　訳
一　般
財　源

節

区　 　分 金　額
説　 　明

（単位・千円）

△3,539 （財源補正）
△3,539

内　　訳
一　般
財　源

節

区　 　分 金　額
説　 　明

（単位・千円）

△92 17 備品購入費 △5,119 医療機器等備品購入費　 △5,119
△7,798 10 需用費 △1,700 医薬材料費　 △1,700
△1,000 10 需用費 △1,000 医薬材料費　 △1,000
△3,400 10 需用費 △3,400 医薬材料費　 △3,400
△12,290
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付　表

（単位・千円）

１． 77,453 64,957 6,100 △ 3,700 2,400 12,905 12,905 54,452

30

77,483 64,957 6,100 △ 3,700 2,400 12,905 12,905 54,452

地 方 債 の 前 前 年 度 末 及 び 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区 分

過 疎 対 策 事 業 債

合 計

補 正 さ れ な か っ た
区 分 に 係 る 額

当該年度末
現在高見込

前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額

補　正　額 補正後の額補正前の額

当 該 年 度 中 増 減 見 込

当 該 年 度 中 元 金 償 還 見 込 額

補正前の額 補　正　額 補正後の額
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議案第１８号 

令和５年度宮古市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 令和５年度宮古市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２４，５７０千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７０７，４６７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德
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第１表　歳入歳出予算補正

522,113
522,113
207,534
207,534

1
1

2,389
732,037

11,036
11,036
717,901

717,901

3,100
732,037

後期高齢者医療保険料

他会計繰入金

繰越金

総務管理費

後期高齢者医療広域連合納付
金

後期高齢者医療保険料

繰入金

繰越金

総務費

後期高齢者医療広域連合納付
金

（単位・千円）

501,624
501,624
202,051
202,051
1,403
1,403
2,389
707,467

（単位・千円）

10,316
10,316
694,051

694,051

3,100
707,467

△20,489
△20,489
△5,483
△5,483
1,402
1,402

△24,570

△720
△720

△23,850

△23,850

△24,570

　１　　歳　入
　会　計　 　後期高齢者医療特別会計

　＊＊　　歳　入　合　計　　＊＊

　２　　歳　出
　会　計　 　後期高齢者医療特別会計

　＊＊　　歳　出　合　計　　＊＊

款

款

項

項

補正されなかった款項にかかる額

補正されなかった款項にかかる額

 補正前の額 

 補正前の額 

 補  正  額 

 補  正  額 

計

計

1

3

4

1

2

1

1

1

1

1
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歳　入　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
１　歳　入

 会計 　 後期高齢者医療特別会計
　款　  1 後期高齢者医療保険料
　項　  1 後期高齢者医療保険料

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 後期高齢者医療保険料 522,113 △20,489 501,624

＊＊  計  ＊＊ 522,113 △20,489 501,624

 会計 　 後期高齢者医療特別会計
　款　  3 繰入金
　項　  1 他会計繰入金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 一般会計繰入金 207,534 △5,483 202,051

＊＊  計  ＊＊ 207,534 △5,483 202,051

 会計 　 後期高齢者医療特別会計
　款　  4 繰越金
　項　  1 繰越金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 繰越金 1 1,402 1,403
＊＊  計  ＊＊ 1 1,402 1,403

歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
２　歳　出

 会計 
　款　
　項　

　 後期高齢者医療特別会計
 1 総務費
 1 総務管理費

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特　 　定　 　財　 　源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 1 一般管理費 11,036 △720 10,316 △720

＊＊  計  ＊＊ 11,036 △720 10,316 △720

 会計 
　款　
　項　

　 後期高齢者医療特別会計
 2 後期高齢者医療広域連合納付金
 1 後期高齢者医療広域連合納付金

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特　 　定　 　財　 　源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 1 後期高齢者医療広域連合納付 717,901 △23,850 694,051 △3,361
金

＊＊  計  ＊＊ 717,901 △23,850 694,051 △3,361
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節

区　  分 金   額
説　 　明

（単位・千円）

 1 特別徴収保険料 △5,784 特別徴収保険料　 △5,784
 2 普通徴収保険料現年度分 △10,874 普通徴収保険料現年度分　 △10,874
 3 普通徴収保険料滞納繰越分 △3,831 普通徴収保険料滞納繰越分　 △3,831

節

区　  分 金   額
説　 　明

（単位・千円）

 1 一般会計繰入金 △5,483 事務費繰入　　 △2,122
保険基盤安定繰入　 △3,361

節

区　  分 金   額
説　 　明

（単位・千円）

 1 繰越金 1,402 前年度繰越金　  1,402

内　　訳
一　般
財　源

節

区　 　分 金　額
説　 　明

12 委託料 △720 庁内ネットワーク設定変更業務委託料　 △720

内　　訳
一　般
財　源

節

区　 　分 金　額
説　 　明

（（単単位位・・千千円円））

△20,489 18 負担金補助及び交付金 △23,850 岩手県後期高齢者医療広域連合負担金　 △23,850

△20,489
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議案第１９号 

令和５年度宮古市介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

 令和５年度宮古市介護保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１５７，６４９千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６，６３８，３４２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德
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第１表　歳入歳出予算補正

1,203,538
1,203,538
1,634,079
1,092,557
541,522
1,644,881
1,644,881
913,246
861,611
51,635

1,189,177
1,066,882
122,295
211,070
6,795,991

6,012,810
5,608,110
50,280
200,400
350,069
245,631
96,263
96,263
336,849
6,795,991

介護保険料

国庫負担金
国庫補助金

支払基金交付金

県負担金
県補助金

他会計繰入金
基金繰入金

介護サービス費
介護予防サービス費
特定入所者介護サービス費

包括的支援事業・任意事業費

諸支出金

介護保険料

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

繰入金

保険給付費

地域支援事業費

諸支出金

（単位・千円）

1,166,426
1,166,426
1,598,692
1,067,837
530,855
1,603,409
1,603,409
886,534
836,412
50,122

1,172,211
1,046,206
126,005
211,070
6,638,342

（単位・千円）

5,859,210
5,474,010
50,780
180,400
342,310
237,872
99,973
99,973
336,849
6,638,342

△37,112
△37,112
△35,387
△24,720
△10,667
△41,472
△41,472
△26,712
△25,199
△1,513
△16,966
△20,676
3,710

△157,649

△153,600
△134,100

500
△20,000
△7,759
△7,759
3,710
3,710

△157,649

　１　　歳　入
　会　計　 　介護保険事業特別会計

　＊＊　　歳　入　合　計　　＊＊

　２　　歳　出
　会　計　 　介護保険事業特別会計

　＊＊　　歳　出　合　計　　＊＊

款

款

項

項

補正されなかった款項にかかる額

補正されなかった款項にかかる額

 補正前の額 

 補正前の額 

 補  正  額 

 補  正  額 

計

計

1

4

5

6

8

2

4

8

1

1
2

1

1
2

1
2

1
2
6

2

1
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歳　入　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
１　歳　入

 会計 　 介護保険事業特別会計
　款　  1 介護保険料
　項　  1 介護保険料

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 第１号被保険者保険料 1,203,538 △37,112 1,166,426

＊＊  計  ＊＊ 1,203,538 △37,112 1,166,426

 会計 　 介護保険事業特別会計
　款　  4 国庫支出金
　項　  1 国庫負担金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 介護給付費負担金 1,092,557 △24,720 1,067,837
＊＊  計  ＊＊ 1,092,557 △24,720 1,067,837

 会計 　 介護保険事業特別会計
　款　  4 国庫支出金
　項　  2 国庫補助金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 調整交付金 424,749 △7,680 417,069
 2 地域支援事業交付金 99,400 △2,987 96,413

＊＊  計  ＊＊ 541,522 △10,667 530,855

 会計 　 介護保険事業特別会計
　款　  5 支払基金交付金
　項　  1 支払基金交付金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 介護給付費交付金 1,623,460 △41,472 1,581,988
＊＊  計  ＊＊ 1,644,881 △41,472 1,603,409

 会計 　 介護保険事業特別会計
　款　  6 県支出金
　項　  1 県負担金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 介護給付費負担金 861,611 △25,199 836,412
＊＊  計  ＊＊ 861,611 △25,199 836,412

 会計 　 介護保険事業特別会計
　款　  6 県支出金
　項　  2 県補助金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 地域支援事業交付金 51,635 △1,513 50,122
＊＊  計  ＊＊ 51,635 △1,513 50,122
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節

区　  分 金   額
説 明

（単位・千円）

 1 現年度特別徴収分 △34,481 現年度分 △34,481
 2 現年度普通徴収分 △2,631 現年度分 △2,631

節

区　  分 金   額
説 明

（単位・千円）

 1 現年度分 △24,720 現年度分 △24,720

節

区　  分 金   額
説 明

（単位・千円）

 1 現年度分 △7,680 現年度分 △7,680
 2 包括的支援・任意事業 △2,987 現年度分 △2,987

節

区　  分 金   額
説 明

（単位・千円）

 1 現年度分 △41,472 現年度分 △41,472

節

区　  分 金   額
説 明

（単位・千円）

 1 現年度分 △25,199 現年度分 △25,199

節

区　  分 金   額
説 明

（単位・千円）

 2 包括的支援・任意事業 △1,513 現年度分 △1,513
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１　歳　入
 会計 　 介護保険事業特別会計
　款　  8 繰入金
　項　  1 他会計繰入金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 一般会計繰入金 1,066,882 △20,676 1,046,206
＊＊  計  ＊＊ 1,066,882 △20,676 1,046,206

 会計 　 介護保険事業特別会計
　款　  8 繰入金
　項　  2 基金繰入金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 財政調整基金繰入金 122,295 3,710 126,005
＊＊  計  ＊＊ 122,295 3,710 126,005
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節

区　          分 金   額
説　　　　　　　明

（単位・千円）

 1 一般会計繰入金 △20,676 一般会計繰入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△20,676

節

区　          分 金   額
説　　　　　　　明

（単位・千円）

 1 財政調整基金繰入金 3,710 財政調整基金繰入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,710
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歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
２　歳　出

 会計 　 介護保険事業特別会計
　款　  2 保険給付費
　項　  1 介護サービス費

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特 定 財 源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 1 居宅介護サービス給付費 1,900,000 △70,000 1,830,000 △17,500 △8,750 △27,650
 3 地域密着型介護サービス給付 1,400,000 35,900 1,435,900 8,975 4,488 14,180
費

 5 施設介護サービス給付費 2,000,000 △100,000 1,900,000 △20,000 △17,500 △39,500
＊＊  計  ＊＊ 5,608,110 △134,100 5,474,010 △28,525 △21,762 △52,970

 会計 　 介護保険事業特別会計
　款　  2 保険給付費
　項　  2 介護予防サービス費

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特 定 財 源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 7 介護予防サービス計画給付費 5,400 500 5,900 125 63 197

＊＊  計  ＊＊ 50,280 500 50,780 125 63 197

 会計 　 介護保険事業特別会計
　款　  2 保険給付費
　項　  6 特定入所者介護サービス費

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特 定 財 源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 1 特定入所者介護サービス費 200,000 △20,000 180,000 △4,000 △3,500 △7,900

＊＊  計  ＊＊ 200,400 △20,000 180,400 △4,000 △3,500 △7,900

 会計 　 介護保険事業特別会計
　款　  4 地域支援事業費
　項　  2 包括的支援事業・任意事業費

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特 定 財 源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 1 包括的支援事業費 207,744 △7,759 199,985 △2,987 △1,513 △1,475

＊＊  計  ＊＊ 245,631 △7,759 237,872 △2,987 △1,513 △1,475

 会計 　 介護保険事業特別会計
　款　  8 諸支出金
　項　  1 諸支出金

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特 定 財 源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 2 償還金 93,663 3,710 97,373 3,710

＊＊  計  ＊＊ 96,263 3,710 99,973 3,710
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内　　訳
一　般
財　源

節

区 分 金　額
説 明

（単位・千円）

△16,100 18 負担金補助及び交付金 △70,000 居宅介護サービス給付費 △70,000
8,257 18 負担金補助及び交付金 35,900 地域密着型介護サービス給付費 35,900

△23,000 18 負担金補助及び交付金 △100,000 施設介護サービス給付費 △100,000
△30,843

内　　訳
一　般
財　源

節

区 分 金　額
説 明

（単位・千円）

115 18 負担金補助及び交付金 500 介護予防サービス計画給付費 500
115

内　　訳
一　般
財　源

節

区 分 金　額
説 明

（単位・千円）

△4,600 18 負担金補助及び交付金 △20,000 特定入所者介護サービス費 △20,000
△4,600

内　　訳
一　般
財　源

節

区 分 金　額
説 明

（単位・千円）

△1,784 12 委託料 △7,759 生活支援体制整備事業委託料 △7,759
△1,784

内　　訳
一　般
財　源

節

区 分 金　額
説 明

（単位・千円）

22 償還金利子及び割引料 3,710 国庫支出金等返還金 3,710
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議案第２０号 

令和５年度宮古市浄化槽事業特別会計補正予算（第１号） 

令和５年度宮古市浄化槽事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１５，０３４千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２０６，４８４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德
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第１表　歳入歳出予算補正

8,502
8,502
19,800
19,800
88,392
88,392

1
1

38,000
38,000
66,823
221,518

124,592
124,592
67,821
67,821
29,105
221,518

分担金

国庫補助金

他会計繰入金

繰越金

市債

浄化槽管理費

浄化槽整備費

分担金及び負担金

国庫支出金

繰入金

繰越金

市債

浄化槽管理費

浄化槽整備費

（単位・千円）

6,880
6,880
14,131
14,131
86,397
86,397
153
153

32,100
32,100
66,823
206,484

（単位・千円）

122,802
122,802
54,577
54,577
29,105
206,484

△1,622
△1,622
△5,669
△5,669
△1,995
△1,995
152
152

△5,900
△5,900

△15,034

△1,790
△1,790
△13,244
△13,244

△15,034

　１　　歳　入
　会　計　 　浄化槽事業特別会計

　＊＊　　歳　入　合　計　　＊＊

　２　　歳　出
　会　計　 　浄化槽事業特別会計

　＊＊　　歳　出　合　計　　＊＊

款

款

項

項

補正されなかった款項にかかる額

補正されなかった款項にかかる額

 補正前の額 

 補正前の額 

 補  正  額 

 補  正  額 

計

計

1

3

4

5

7

1

2

1

1

1

1

1

1

1

20 - 2



第２表　地　方　債　補　正
（単位・千円）

補正前 補正額 補正後

普通貸借
又は証券
発 行

償還の方法

　政府資金について
はその融資条件によ
り、銀行その他の場
合には、その債権者
と協定するところに
よる。
　ただし、市財政の
都合により据置期間
及び償還期間を短縮
し、又は繰上償還若
しくは低利に借り換
えることができる。

計 32,10038,000 △ 5,900

△ 5,900浄 化 槽 整 備 事 業

起債の目的
限度額 起債の

方方法

32,100

利率

　3.0％以内
　ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率

38,000
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歳　入　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
１　歳　入

 会計 　 浄化槽事業特別会計
　款　  1 分担金及び負担金
　項　  1 分担金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 浄化槽設置分担金 7,001 △1,722 5,279
 2 ポンプ設置分担金 1,501 100 1,601

＊＊  計  ＊＊ 8,502 △1,622 6,880

 会計 　 浄化槽事業特別会計
　款　  3 国庫支出金
　項　  1 国庫補助金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 浄化槽事業費補助金 19,800 △5,669 14,131
＊＊  計  ＊＊ 19,800 △5,669 14,131

 会計 　 浄化槽事業特別会計
　款　  4 繰入金
　項　  1 他会計繰入金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 一般会計繰入金 88,392 △1,995 86,397
＊＊  計  ＊＊ 88,392 △1,995 86,397

 会計 　 浄化槽事業特別会計
　款　  5 繰越金
　項　  1 繰越金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 繰越金 1 152 153
＊＊  計  ＊＊ 1 152 153

 会計 　 浄化槽事業特別会計
　款　  7 市債
　項　  1 市債

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 浄化槽整備事業債 38,000 △5,900 32,100
＊＊  計  ＊＊ 38,000 △5,900 32,100

20 - 4



節

区　  分 金   額
説 明

（単位・千円）

 1 現年度分 △1,722 浄化槽本体分 △1,722
 1 現年度分 100 ポンプ設置分担金 100

節

区　  分 金  額
説 明

（単位・千円）

 1 循環型社会形成推進交付金 △5,669 循環型社会形成推進交付金 △5,669

節

区　  分 金  額
説 明

（単位・千円）

 1 一般会計繰入金 △1,995 一般会計繰入金 △1,995

節

区　  分 金  額
説 明

（単位・千円）

 1 繰越金 152 前年度繰越金 152

節

区　  分 金  額
説 明

（単位・千円）

 1 浄化槽整備事業債 △5,900 下水道事業債 △5,900

20 - 5



歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
２　歳　出

 会計 　 浄化槽事業特別会計
　款　  1 浄化槽管理費
　項　  1 浄化槽管理費

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特　 　定　 　財　 　源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 1 施設管理費 124,592 △1,790 122,802 △1,790

＊＊  計  ＊＊ 124,592 △1,790 122,802 △1,790

 会計 　 浄化槽事業特別会計
　款　  2 浄化槽整備費
　項　  1 浄化槽整備費

目 補正前の額 補 正 額 計
補　　正　　額　　の　　財　　源
特　 　定　 　財　 　源

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他
 1 浄化槽整備費 67,821 △13,244 54,577 △5,669 △5,900 △1,675

＊＊  計  ＊＊ 67,821 △13,244 54,577 △5,669 △5,900 △1,675

20 - 6



内　　訳
一　般
財　源

節

区 分 金　額
説 明

（単位・千円）

26 公課費 △1,790 消費税納付金 △1,790

内　　訳
一　般
財　源

節

区 分 金　額
説 明

（単位・千円）

12 委託料 △559 浄化槽設置確認調査委託料 △559
14 工事請負費 △12,685 浄化槽整備工事費 △12,685

20 - 7



付　表

（単位・千円）

１． 689,196 726,721 38,000 △ 5,900 32,100 21,836 21,836 736,985

689,196 726,721 38,000 △ 5,900 32,100 21,836 21,836 736,985

補正前の額 補　正　額 補正後の額

地 方 債 の 前 前 年 度 末 及 び 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区 分
前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込

合 計

浄 化 槽 整 備 事 業 債

当該年度末
現在高見込

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額 当 該 年 度 中 元 金 償 還 見 込 額

補正前の額 補　正　額 補正後の額

20 - 8.



議案第２１号 

令和５年度宮古市山口財産区特別会計補正予算（第１号） 

令和５年度宮古市山口財産区特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６０千円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ２０５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德
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第１表　歳入歳出予算補正

60
60
205
265

265
265

265

基金繰入金

総務管理費

繰入金

総務費

（単位・千円）

205
205

（単位・千円）

205
205

205

△60
△60

△60

△60
△60

△60

　１　　歳　入
　会　計　 　山口財産区特別会計

　＊＊　　歳　入　合　計　　＊＊

　２　　歳　出
　会　計　 　山口財産区特別会計

　＊＊　　歳　出　合　計　　＊＊

款

款

項

項

補正されなかった款項にかかる額

補正されなかった款項にかかる額

 補正前の額 

 補正前の額 

 補  正  額 

 補  正  額 

計

計

2

1

1

1
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歳　入　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
１　歳　入

 会計 　 山口財産区特別会計
　款　  2 繰入金
　項　  1 基金繰入金

目 補正前の額 補  正  額 計

 1 基金繰入金 60 △60
＊＊  計  ＊＊ 60 △60

歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書
２　歳　出

 会計 
　款　
　項　

　 山口財産区特別会計
 1 総務費
 1 総務管理費

目 補正前の額 補 正 額 計
正　　補　　 額　　の　　財　　源

特　 　定　 　財　 　源
国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 財産管理費 265 △60 205 △60

＊＊  計  ＊＊ 265 △60 205 △60

21 - 4



節

区　  分 金   額
説　 　明

（単位・千円）

 1 基金繰入金 △60 基金繰入金　 △60

内　　訳
一　般
財　源

節

区　 　分 金　額
説　 　明

（単位・千円）

18 負担金補助及び交付金 △200 財産管理委員会運営費補助金　 △200
24 積立金 140 基金積立金　  140

.21 - 5





２２－１ 

議案第２２号 

令和５年度宮古市下水道事業会計補正予算（第３号） 

 （総則） 

第１条 令和５年度宮古市下水道事業会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによ

る。 

（業務の予定量の補正） 

第２条 令和５年度宮古市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた

業務の予定量を次のとおり補正する。 

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （  計  ） 

（３）主要建設改良事業

（イ）公共下水道整備費 １８１,４４４千円 △１５,０４０千円 １６６,４０４千円 

（収益的収入の補正） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入の予定額を次のとおり補正する。 

収 入 

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （  計  ） 

第１款 下水道事業収益 １,５１６,８６２千円 ３,４１８千円 １,５２０,２８０千円 

第１項 営業収益  ６６０,０５９千円  ３,４１８千円   ６６３,４７７千円 

（資本的収入及び支出の補正） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

４６５，８５８千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２，１０２千

円、当年度分損益勘定留保資金４４２，９９３千円、減債積立金２０，７６３千円」を

「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額４６５，９０８千円は、当年度分消

費税及び地方消費税資本的収支調整額７３５千円、当年度分損益勘定留保資金

４４２，９９３千円、減債積立金２２，１８０千円」に改め、予算第４条に定めた資本

的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

収     入 

（科   目） （既決予定額） （補正予定額） （  計  ） 

第１款 資本的収入 ６１８,５２２千円 △１５,０９０千円 ６０３,４３２千円 

第１項 企業債 ４４７,７００千円 △６,８００千円   ４４０,９００千円 

第３項 負担金 ９６,２７１千円 △２４０千円   ９６,０３１千円 

第４項 国庫補助金 ７４,５５０千円 △８,０５０千円   ６６,５００千円 

支     出 

（科   目） （既決予定額） （補正予定額） （  計  ） 

第１款 資本的支出 １,０８４,３８０千円 △１５,０４０千円 １,０６９,３４０千円 

第１項 建設改良費 １８１,４４４千円 △１５,０４０千円 １６６,４０４千円 



２２－２ 

（企業債の補正） 

第５条 予算第６条に定めた企業債の限度額を次のとおり補正する。 

起債の目的 
限度額（千円） 起債の 

方 法 
利  率 償還の方法 

補正前 補正額 補正後 

下水道整備事業 447,700 △6,800 440,900 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

3.0％以内 

ただし、利率 

見直し方式で借 

り入れる資金に 

ついて、利率見 

直しを行った後 

においては、当 

該見直し後の利 

率。 

政府資金についてはその 

融資条件により、銀行その 

他の場合には、その債権者 

と協定するところによる。 

 ただし、企業財政の都合 

により据置期間及び償還期 

間を短縮し、又は繰上償還 

若しくは低利に借り換える 

ことができる。 

計 447,700 △6,800 440,900 

令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德 



款 項 目
既決予定額

（千円）
補正予定額

（千円）
計

（千円）
備　　　　　考

1 下水道事業
 収益

1,516,862 3,418 1,520,280

1 営業収益 660,059 3,418 663,477

2 他 会 計 負 担 金 92,592 3,418 96,010 一般会計負担金の増

款 項 目
既決予定額

（千円）
補正予定額

（千円）
計

（千円）
備　　　　　考

1 資本的収入 618,522 △ 15,090 603,432

1 企業債 447,700 △ 6,800 440,900

1 企 業 債 447,700 △ 6,800 440,900 下水道事業債の減

3 負担金 96,271 △ 240 96,031

3 他 会 計 負 担 金 85,085 △ 240 84,845 一般会計負担金の減

4 国庫補助金 74,550 △ 8,050 66,500

1 国 庫 補 助 金 74,550 △ 8,050 66,500 防災・安全交付金の減

款 項 目
既決予定額

（千円）
補正予定額

（千円）
計

（千円）
備　　　　　考

1 資本的支出 1,084,380 △ 15,040 1,069,340

1 建設改良費 181,444 △ 15,040 166,404

1
公共下水道整備費
（ 補 助 ）

165,712 △ 15,040 150,672
補助事業の実績見込みによ
る委託料及び工事請負費の
減

令和５年度宮古市下水道事業会計補正予算（第３号）実施計画（税込）

資　本　的　収　入

資　本　的　支　出

収　益　的　収　入

 ２２－３



（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 10,966,000

減価償却費 858,936,000

固定資産除却費 40,070,000

引当金の増減額（△は減少） △ 2,045,000

長期前受金戻入額 △ 456,013,000

支払利息 97,569,000

受取利息及び受取配当金 △ 10,000

未収金の増減額（△は増加） 348,254,760

未払金の増減額（△は減少） △ 235,962,081

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 7,927,970

小計 653,837,709

利息及び配当金の受取額 10,000

利息の支払額 △ 97,569,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 556,278,709

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 153,335,000

国庫補助金等による収入 69,355,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 83,980,000

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 60,600,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 563,464,000

その他の企業債による収入 380,300,000

その他の企業債の償還による支出 △ 339,471,000

一般会計からの繰入金による収入 80,843,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 381,192,000

　　資金増加額（又は減少額） 91,106,709

　　資金期首残高 292,396,122

　　資金期末残高 383,502,831

令和５年度  宮古市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（税抜）
（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

 ２２－４



（単位：円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

イ 土 地 1,166,513,601

ロ 建 物 4,560,347,928

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,243,214,861 2,317,133,067

ハ 構 築 物 24,007,831,788

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,640,641,486 14,367,190,302

ニ 機 械 及 び 装 置 5,467,161,666

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,846,744,633 2,620,417,033

ホ 車 両 運 搬 具 2,086,781

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,982,590 104,191

ヘ 工 具 器 具 及び 備品 4,732,500

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,446,880 1,285,620

ト 建 設 仮 勘 定 144,522,340

20,617,166,154

20,617,166,154

2

(1) 383,502,831

(2) 53,087,178

△ 1,490,000 51,597,178

435,100,009

21,052,266,163

負　　債　　の　　部

3

(1)

建 設 改 良 に 要 す る

企 業 債 4,363,335,455

ロ そ の 他 の 企 業 債 1,735,006,850

6,098,342,305

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 5,646,000

ロ 修 繕 引 当 金 239,489,271

企 業 債 合 計

引 当 金

２２－５

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 負 債

企 業 債

イ

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

令和５年度　宮古市下水道事業予定貸借対照表（税抜）

（令和６年３月31日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計



245,135,271

6,343,477,576

4

(1)

建 設 改 良 に 要 す る

企 業 債 525,378,493

ロ そ の 他 の 企 業 債 291,293,028

816,671,521

(2)

イ 賞 与 引 当 金 6,037,284

6,037,284

822,708,805

5

20,951,653,862

△ 9,356,876,182

11,594,777,680

18,760,964,061

資　　本　　の　　部

6

(1) 238,536,236

(2) 8,629,032

(3) 1,561,649,523

1,808,814,791

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 138,271,615

ロ 他 会 計 負 担 金 39,162,600

ハ 国 庫 補 助 金 123,861,264

資 本 剰 余 金 合 計 301,295,479

(1)

イ 減 債 積 立 金 77,863,657

ロ 利 益 積 立 金 5,751,000

ハ 建 設 改 良 積 立 金 85,735,820

当 年 度 未 処分 利益

剰 余 金 11,841,355

181,191,832

482,487,311

2,291,302,102

21,052,266,163

２２－６．

利 益 剰 余 金

ニ

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

固 有 資 本 金

出 資 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 金

企 業 債

イ

企 業 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債



２３－１． 

議案第２３号 

宮古市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 宮古市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年宮古市条例第３５号）の一部を次の 

ように改正する。 

改正後 改正前 

 （育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 

第７条 〔略〕 

２ 給与条例第２１条第１項に規定するそれぞれの基準

日に育児休業をしている職員のうち、基準日以前６箇

月以内の期間において勤務した期間がある職員には、

当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調

整） 

第８条 育児休業をした職員（地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計

年度任用職員を除く。）が職務に復帰した場合におい

て、部内の他の職員との均衡上必要があると認められ

るときは、その育児休業の期間を１００分の１００以

下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務し

たものとみなして、その職務に復帰した日及びその日

後における最初の職員の昇給を行う日として規則で定

める日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じて

その者の号給を調整することができる。 

 （育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 

第７条 〔略〕 

２ 給与条例第２１条第１項に規定するそれぞれの基準

日に育児休業をしている職員（地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会

計年度任用職員を除く。）のうち、基準日以前６箇月以

内の期間において勤務した期間がある職員には、当該

基準日に係る勤勉手当を支給する。 

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調

整） 

第８条 育児休業をした職員（地方公務員法第２２条の

２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）が職務

に復帰した場合において、部内の他の職員との均衡上

必要があると認められるときは、その育児休業の期間

を１００分の１００以下の換算率により換算して得た

期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に

復帰した日及びその日後における最初の職員の昇給を

行う日として規則で定める日又はそのいずれかの日

に、昇給の場合に準じてその者の号給を調整すること

ができる。 

備考 改正部分は、下線の部分である。

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德 

理由 

 育児休業をしている会計年度任用職員に勤勉手当を支給しようとするものである。これ

が、この条例案を提出する理由である。 



２４－１． 

議案第２４号 

宮古市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

宮古市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１７年宮古市条例第５０号）の

一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 

１～３ 〔略〕 

附 則 

１～３ 〔略〕 

（新型コロナウイルス感染症に対処するための防疫作

業手当） 

４ 職員が、新型コロナウイルス感染症（病原体がベータ

コロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、

中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染

する能力を有することが新たに報告されたものに限

る。）である感染症をいう。以下同じ。）の患者又は新型

コロナウイルス感染症に感染している疑いのある者

（臨床的特徴等から新型コロナウイルス感染症の感染

が疑われる者及び新型コロナウイルス感染症の患者と

濃厚接触をした者をいう。）（以下これらを「患者等」と

いう。）が存する病院、診療所、宿泊施設等の内部又は

これらに準ずる区域として規則で定めるものにおい

て、新型コロナウイルス感染症から市民の生命及び健

康を保護するために行われた措置に係る作業であって

規則で定めるものに従事したときは、防疫作業手当を

支給する。 

５ 前項の手当の額は、従事した日１日につき３，０００

円（患者等の身体に接触し、又は患者等に長時間にわた

り接して行う作業その他市長がこれに準ずると認める

作業に従事した場合にあっては、４，０００円）の範囲

内において規則で定める。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德 

理由 

 新型コロナウイルス感染症に対処するための防疫作業手当を廃止しようとするものであ

る。これが、この条例案を提出する理由である。 



２５－１ 

議案第２５号 

宮古市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部を改正する条例 

 （宮古市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第１条 宮古市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年宮古市条例

第７号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （会計年度任用職員の給与の種類） 

第２条 この条例で定める給与とは、法第２２条の２第

１項第２号に掲げる職員（以下「フルタイム会計年度任

用職員」という。）にあっては給料、通勤手当、特殊勤

務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、夜間勤務手当、

休日勤務手当、期末手当及び勤勉手当をいい、同項第１

号に掲げる職員（以下「パートタイム会計年度任用職

員」という。）にあっては報酬、期末手当及び勤勉手当

をいう。 

 （フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１０条 〔略〕 

 （フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第１０条の２ 任期の定めが６箇月以上のフルタイム会

計年度任用職員に支給する勤勉手当は、給与条例第２

１条の規定を準用する。この場合において、同条第１項

中「死亡した職員（規則で定める職員を除く。）」とあ

るのは「死亡したフルタイム会計年度任用職員」と、同

条第２項第１号中「死亡した職員にあっては、退職し、

又は死亡した日現在。次項において同じ。）において受

けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の

月額の合計額を加算した額」とあるのは「死亡したフル

タイム会計年度任用職員にあっては、退職し、又は死亡

した日）においてフルタイム会計年度任用職員が受け

るべき給料の月額」と、同条第３項中「職員が受けるべ

き給料の月額（育児短時間勤務職員等にあっては、給料

の月額を算出率で除して得た額）及びこれに対する地

域手当の月額の合計額」とあるのは「フルタイム会計年

度任用職員が受けるべき給料の月額」と読み替えるも

のとする。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項において準用

する給与条例第２１条の規定による勤勉手当の支給に

ついて準用する。 

 （パートタイム会計年度任用職員の期末手当） 

 （会計年度任用職員の給与の種類） 

第２条 この条例で定める給与とは、法第２２条の２第

１項第２号に掲げる職員（以下「フルタイム会計年度任

用職員」という。）にあっては給料、通勤手当、特殊勤

務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、夜間勤務手当、

休日勤務手当及び期末手当をいい、同項第１号に掲げ

る職員（以下「パートタイム会計年度任用職員」とい

う。）にあっては報酬及び期末手当をいう。 

 

 （フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１０条 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （パートタイム会計年度任用職員の期末手当） 



２５－２ 

第２１条 任期の定めが６箇月以上のパートタイム会計

年度任用職員（１週間当たりの勤務時間が著しく少な

い者として規則で定める者を除く。次条において同

じ。）に支給する期末手当は、第１０条の規定を準用す

る。この場合において、同条第１項において準用する給

与条例第２０条第４項の規定中「死亡した職員にあっ

ては、退職し、又は死亡した日現在）において職員が受

けるべき給料（育児短時間勤務職員等にあっては、給料

の月額を算出率で除して得た額）及び扶養手当の月額

並びにこれらに対する地域手当の月額の合計額」とあ

るのは「死亡したパートタイム会計年度任用職員にあ

っては、退職し、又は死亡した日）以前６箇月以内のパ

ートタイム会計年度任用職員が受けるべき月額の基本

報酬（日額又は時間額で基本報酬を定めるパートタイ

ム会計年度任用職員にあっては、日額の基本報酬又は

時間額の基本報酬を月額に換算した額）の１箇月当た

りの平均額」と、第１０条第２項及び第３項の規定中

「フルタイム会計年度任用職員」とあるのは「パートタ

イム会計年度任用職員」とする。 

 （パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第２１条の２ 任期の定めが６箇月以上のパートタイム

会計年度任用職員に支給する勤勉手当は、第１０条の

２の規定を準用する。この場合において、同条第１項に

おいて準用する給与条例第２１条第１項の規定中「死

亡した職員（規則で定める職員を除く。）」とあるのは

「死亡したパートタイム会計年度任用職員」と、同条第

２項第１号中「死亡した職員にあっては、退職し、又は

死亡した日現在。次項において同じ。）において受ける

べき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額

の合計額を加算した額」とあるのは「死亡したパートタ

イム会計年度任用職員にあっては、退職し、又は死亡し

た日）以前６箇月以内のパートタイム会計年度任用職

員が受けるべき月額の基本報酬（日額又は時間額で基

本報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員にあっ

ては、日額の基本報酬又は時間額の基本報酬を月額に

換算した額）の１箇月当たりの平均額」と、第１０条の

２第２項において準用する第１０条第２項及び第３項

の規定中「フルタイム会計年度任用職員」とあるのは

「パートタイム会計年度任用職員」とする。 

第２１条 任期の定めが６箇月以上のパートタイム会計

年度任用職員（１週間当たりの勤務時間が著しく少な

い者として規則で定める者を除く。）に支給する期末手

当は、第１０条第１項から第３項までの規定を準用す

る。この場合において、同条第１項において準用する給

与条例第２０条第４項の規定中「死亡した職員にあっ

ては、退職し、又は死亡した日現在）において職員が受

けるべき給料（育児短時間勤務職員等にあっては、給料

の月額を算出率で除して得た額）及び扶養手当の月額

並びにこれらに対する地域手当の月額の合計額」とあ

るのは「死亡したパートタイム会計年度任用職員にあ

っては、退職し、又は死亡した日）以前６箇月以内のパ

ートタイム会計年度任用職員が受けるべき月額の基本

報酬（日額又は時間額で基本報酬を定めるパートタイ

ム会計年度任用職員にあっては、日額の基本報酬又は

時間額の基本報酬を月額に換算した額）の１箇月当た

りの平均額」と、第１０条第２項及び第３項の規定中

「フルタイム会計年度任用職員」とあるのは「パートタ

イム会計年度任用職員」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２５－３ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（宮古市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例の一

部改正）

第２条 宮古市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例

（令和５年宮古市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

第２条の表中 

 「 

  （フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１０条 任期の定めが６箇月以上のフルタイム

会計年度任用職員に支給する期末手当は、給与

条例第２０条から第２０条の３までの規定を準

用する。この場合において、給与条例第２０条第

２項中「１００分の１２５」とあるのは「１００

分の１３０」と、同条第４項中「死亡した職員に

あっては、退職し、又は死亡した日現在）におい

て職員が受けるべき給料（育児短時間勤務職員

等にあっては、給料の月額を算出率で除して得

た額）及び扶養手当の月額並びにこれらに対す

る地域手当の月額の合計額」とあるのは「死亡し

たフルタイム会計年度任用職員にあっては、退

職し、又は死亡した日現在）においてフルタイム

会計年度任用職員が受けるべき給料の月額」と

読み替えるものとする。 

２・３ 〔略〕 

（フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１０条 任期の定めが６箇月以上のフルタイム

会計年度任用職員に支給する期末手当は、給与

条例第２０条から第２０条の３までの規定を準

用する。この場合において、給与条例第２０条第

２項中「１００分の１２７．５」とあるのは「１

００分の１３５」と、同条第４項中「死亡した職

員にあっては、退職し、又は死亡した日現在）に

おいて職員が受けるべき給料（育児短時間勤務

職員等にあっては、給料の月額を算出率で除し

て得た額）及び扶養手当の月額並びにこれらに

対する地域手当の月額の合計額」とあるのは「死

亡したフルタイム会計年度任用職員にあって

は、退職し、又は死亡した日現在）においてフル

タイム会計年度任用職員が受けるべき給料の月

額」と読み替えるものとする。 

２・３ 〔略〕 

 

                                       」 

 「 

  （フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１０条 任期の定めが６箇月以上のフルタイム

会計年度任用職員に支給する期末手当は、給与

条例第２０条から第２０条の３までの規定を準

用する。この場合において、給与条例第２０条第

４項中「死亡した職員にあっては、退職し、又は

死亡した日現在）において職員が受けるべき給

料（育児短時間勤務職員等にあっては、給料の月

額を算出率で除して得た額）及び扶養手当の月

額並びにこれらに対する地域手当の月額の合計

額」とあるのは「死亡したフルタイム会計年度任

用職員にあっては、退職し、又は死亡した日現

在）においてフルタイム会計年度任用職員が受

（フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１０条 任期の定めが６箇月以上のフルタイム

会計年度任用職員に支給する期末手当は、給与

条例第２０条から第２０条の３までの規定を準

用する。この場合において、給与条例第２０条第

２項中「１００分の１２７．５」とあるのは「１

００分の１３５」と、同条第４項中「死亡した職

員にあっては、退職し、又は死亡した日現在）に

おいて職員が受けるべき給料（育児短時間勤務

職員等にあっては、給料の月額を算出率で除し

て得た額）及び扶養手当の月額並びにこれらに

対する地域手当の月額の合計額」とあるのは「死

亡したフルタイム会計年度任用職員にあって

 

を 



２５－４． 

けるべき給料の月額」と読み替えるものとする。 

 

 

２・３ 〔略〕 

は、退職し、又は死亡した日現在）においてフル

タイム会計年度任用職員が受けるべき給料の月

額」と読み替えるものとする。 

２・３ 〔略〕 

                                       」 

 に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布の日から

施行する。 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德 

 理由 

 会計年度任用職員に対し勤勉手当を支給するとともに、期末手当の支給割合を改定しよ

うとするものである。これが、この条例案を提出する理由である。 

 



２６－１ 

議案第２６号 

宮古市へき地保育所条例及び宮古市児童館条例の一部を改正する条例 

 （宮古市へき地保育所条例の一部改正） 

第１条 宮古市へき地保育所条例（平成１７年宮古市条例第９５号）の一部を次のように

改正する。 

改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２条 〔略〕 

（使用料） 

第２条 入所児童の保護者は、入所児童１人につき月額

６，０００円の使用料を利用した月（以下「利用月」と

いう。）の末日までに納付しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、利用月の途中において入所

又は入所の解除をした場合における当該利用月の使用

料の額は、使用料月額を２５で除して得た額に、当該利

用月における在所の日数（休業に係る日数を除く。在所

の日数が２５日を超える場合は、２５日）を乗じて得た

額（その額に１０円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てる。）とする。 

（使用料の減免） 

第３条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、

当該各号に掲げる額の使用料を減額又は免除すること

ができる。 

(1) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定に

よる保護を受けている世帯の場合 全額 

(2) 母子又は父子世帯の場合 

ア 入所児童が１人のとき ５割の額 

イ 入所児童が２人以上のとき 

(ｱ) １人目及び２人目 ５割の額 

(ｲ) ３人目以降 全額 

(3) 入所児童が２人以上の世帯の場合（前号に掲げる

場合を除く。） 

ア ２人目 ５割の額 

イ ３人目以降 全額 

(4) その他市長が特に必要と認めた場合 市長の定め

る額 

第４条 〔略〕 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （宮古市児童館条例の一部改正） 

第２条 宮古市児童館条例（平成１７年宮古市条例第９６号）の一部を次のように改正す

る。 
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改正後 改正前 

（使用料） 

第３条 入所児童の保護者は、入所児童１人につき次の

使用料を利用した月（以下「利用月」という。）の末日

までに納付しなければならない。 

(1) 小学校第１学年に在学する児童 月額６，０００円 

 

(2) 〔略〕 

２ 〔略〕 

（使用料） 

第３条 入所児童の保護者は、入所児童１人につき次の

使用料を利用した月（以下「利用月」という。）の末日

までに納付しなければならない。 

(1) 就学前の児童及び小学校第１学年に在学する児童 

 月額６，０００円 

(2) 〔略〕 

２ 〔略〕 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日前の宮古市へき地保育所及び就学前の児童における宮古市児童館

の利用に係る使用料については、なお従前の例による。 

令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德 

理由 

子育て支援施策を拡充するため、宮古市へき地保育所及び就学前の児童における宮古市

児童館の利用に係る使用料を廃止しようとするものである。これが、この条例案を提出す

る理由である。 
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議案第２７号 

   宮古市介護保険条例の一部を改正する条例 

宮古市介護保険条例（平成１７年宮古市条例第１０８号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（保健福祉事業） 

第２条 市は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以

下「法」という。）第１１５条の４９に掲げる事業のう

ち次の事業を行う。 

 (1)～(3) 〔略〕 

（市町村特別給付） 

第２条の２ 市は、法第６２条に規定する市町村特別給

付として、在宅ねたきり老人等介護用品給付費の支給

を行う。 

２ 在宅ねたきり老人等介護用品給付費の支給に関し必

要な事項は、市長が別に定める。 

（保険料率） 

第３条 令和６年度から令和８年度までの各年度におけ

る保険料率は、次の各号に掲げる第１号被保険者の区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

 (1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以

下「令」という。）第３８条第１項第１号に掲げる

者 ３１，９００円 

 (2) 令第３８条第１項第２号に掲げる者 ４８，１０

０円 

 (3) 令第３８条第１項第３号に掲げる者 ４８，４０

０円 

 (4) 令第３８条第１項第４号に掲げる者 ６３，２０

０円 

 (5) 令第３８条第１項第５号に掲げる者 ７０，２０

０円 

 (6) 令第３８条第１項第６号に掲げる者 ８４，２０

０円 

 (7) 令第３８条第１項第７号に掲げる者 ９１，３０

０円 

 (8) 令第３８条第１項第８号に掲げる者 １０５，３

００円 

 (9) 令第３８条第１項第９号に掲げる者 １１９，３

００円 

 (10) 令第３８条第１項第１０号に掲げる者 １３３，

（保健福祉事業） 

第２条 市は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以

下「法」という。）第１１５条の４８に掲げる事業のう

ち次の事業を行う。 

 (1)～(3) 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

（保険料率） 

第３条 令和３年度から令和５年度までの各年度におけ

る保険料率は、次の各号に掲げる第１号被保険者の区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

 (1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以

下「令」という。）第３８条第１項第１号に掲げる

者 ３６，９００円 

 (2) 令第３８条第１項第２号に掲げる者 ５５，４０

０円 

 (3) 令第３８条第１項第３号に掲げる者 ５５，４０

０円 

 (4) 令第３８条第１項第４号に掲げる者 ６６，４０

０円 

 (5) 令第３８条第１項第５号に掲げる者 ７３，８０

０円 

 (6) 令第３８条第１項第６号に掲げる者 ８８，６０

０円 

 (7) 令第３８条第１項第７号に掲げる者 ９５，９０

０円 

 (8) 令第３８条第１項第８号に掲げる者 １１０，７

００円 

 (9) 令第３８条第１項第９号に掲げる者 １２５，５

００円 
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４００円 

 (11) 令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １４７，

４００円 

 (12) 令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １６１，

５００円 

 (13) 令第３８条第１項第１３号に掲げる者 １６８，

５００円 

２ 前項第１号に掲げる者の保険料の減額賦課に係る令

和６年度から令和８年度までの各年度における保険料

率は、同号の規定にかかわらず、２０，０００円とする。 

３ 第１項第２号に掲げる者の保険料の減額賦課に係る

令和６年度から令和８年度までの各年度における保険

料率は、同号の規定にかかわらず、３４，０００円とす

る。 

４ 第１項第３号に掲げる者の保険料の減額賦課に係る

令和６年度から令和８年度までの各年度における保険

料率は、同号の規定にかかわらず、４８，１００円とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項第１号に掲げる者の保険料の減額賦課に係る令

和３年度から令和５年度までの各年度における保険料

率は、同号の規定にかかわらず、２２，１００円とする。 

３ 第１項第２号に掲げる者の保険料の減額賦課に係る

令和３年度から令和５年度までの各年度における保険

料率は、同号の規定にかかわらず、３６，９００円とす

る。 

４ 第１項第３号に掲げる者の保険料の減額賦課に係る

令和３年度から令和５年度までの各年度における保険

料率は、同号の規定にかかわらず、５１，７００円とす

る。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の宮古市介護保険条例第３条の規定は、令和６年度以後の年度

分の介護保険料について適用し、令和５年度分までの介護保険料については、なお従前

の例による。 
令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德  

 理由 

 介護保険事業計画の改定に伴い、令和６年度から令和８年度までの保険料率を定めると

ともに、在宅ねたきり老人等介護用品給付費の支給について、市町村が独自に行う市町村

特別給付として実施するため、必要な事項を定めようとするものである。これが、この条

例案を提出する理由である。 
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議案第２８号 

宮古市国民健康保険川井診療所条例の一部を改正する条例 

 宮古市国民健康保険川井診療所条例（平成２１年宮古市条例第４０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

（診療科目） 

第３条 〔略〕 

 

（休診日） 

第４条 診療所の休診日は、次のとおりとする。ただし、

市長が特に必要と認めたときは、休診日以外の日におい

て臨時に休診し、又は休診日において臨時に診療するこ

とができる。 

 (1)～(3) 〔略〕 

（診療等） 

第６条 診療所は、次に掲げる診療等を行うものとする。 

 (1)～(4) 〔略〕 

 

 

 (5) 〔略〕 

（診療科目等） 

第３条 〔略〕 

２ 病床数は、一般病床１３床とする。 

（休診日） 

第４条 外来患者に係る診療所の休診日は、次のとおりと

する。ただし、市長が特に必要と認めたときは、休診日

以外の日において臨時に休診し、又は休診日において臨

時に診療することができる。 

 (1)～(3) 〔略〕 

（診療等） 

第６条 診療所は、次に掲げる診療等を行うものとする。 

 (1)～(4) 〔略〕 

 (5) 入院並びにその療養に伴う世話その他の看護及び

食事療養 

 (6) 〔略〕 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德 

理由 

宮古市国民健康保険川井診療所の一般病床を廃止しようとするものである。これが、こ

の条例案を提出する理由である。 
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議案第２９号 

   宮古市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例等の一部を改正する条例 

 （宮古市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例の一部改正） 

第１条 宮古市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例（平成２５年宮古市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （従業者の員数） 

第７条 〔略〕 

２～４ 〔略〕 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同

一敷地内に次に掲げる施設等がある場合において、当

該施設等の入所者等の処遇に支障がないときは、前項

本文の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレ

ーターとして充てることができる。 

 (1)～(10) 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 (11) 〔略〕 

６ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該

随時訪問サービスの提供に当たる者でなければならな

い。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡

回サービス又は同一敷地内にある指定訪問介護事業所

若しくは指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事

することができる。 

７～１２ 〔略〕 

 （管理者） 

第８条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごと

に専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなけれ

ばならない。ただし、当該管理者は、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

 （従業者の員数） 

第７条 〔略〕 

２～４ 〔略〕 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の同

一敷地内に次に掲げる施設等がある場合において、当該

施設等の入所者等の処遇に支障がないときは、前項本文

の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレーター

として充てることができる。 

 (1)～(10) 〔略〕 

 (11) 健康保険法等の一部を改正する法律(平成１８年

法律第８３号)附則第１３０条の２第１項の規定に

よりなおその効力を有するものとされた同法第２６

条の規定による改正前の介護保険法第４８条第１項

第３号に規定する指定介護療養型医療施設（以下「指

定介護療養型医療施設」という。） 

 (12) 〔略〕 

６ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該

随時訪問サービスの提供に当たる者でなければならな

い。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回サー

ビス又は同一施設内にある指定訪問介護事業所若しく

は指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事するこ

とができる。 

７～１２ 〔略〕 

 （管理者） 

第８条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごと

に専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなけれ

ばならない。ただし、当該管理者は、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
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の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に

従事することができるものとする。 

（心身の状況等の把握） 

第１５条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に

当たっては、計画作成責任者による利用者の面接によ

るほか、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催

するサービス担当者会議（宮古市指定居宅介護支援等

の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例（平

成３０年宮古市条例第１７号。第９４条において「指定

居宅介護支援等基準条例」という。）第１６条第１１項

に規定するサービス担当者会議をいう。第３６条第３

項、第６０条の６、第６０条の２８第１項及び第６０条

の２９第２項において同じ。）を通じて、利用者の心身

の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス

又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければ

ならない。 

 （指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体的取扱

方針） 

第２５条 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の

行う指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の方針は、

次に掲げるところによるものとする。 

 (1)～(7) 〔略〕 

 (8) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に

当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又

は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為

（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならな

い。 

 (9) 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならない。 

 (10) 〔略〕 

 (11) 〔略〕 

 （掲示） 

第３５条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の

見やすい場所に、運営規程の概要、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者の勤務の体制その他の利用申込

者のサービスの選択に資すると認められる重要事項

の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業

所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

（心身の状況等の把握） 

第１５条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に

当たっては、計画作成責任者による利用者の面接によ

るほか、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催

するサービス担当者会議（宮古市指定居宅介護支援等

の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例（平

成３０年宮古市条例第１７号。第９４条において「指定

居宅介護支援等基準条例」という。）第１６条第９項に

規定するサービス担当者会議をいう。第３６条第３項、

第６０条の６、第６０条の２８第１項及び第６０条の

２９第２項において同じ。）を通じて、利用者の心身の

状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又

は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければな

らない。 

 （指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体的取扱

方針） 

第２５条 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の

行う指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の方針は、

次に掲げるところによるものとする。 

 (1)～(7) 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (8) 〔略〕 

 (9) 〔略〕 

 （掲示） 

第３５条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の

見やすい場所に、運営規程の概要、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者の勤務の体制その他の利用申込

者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を
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（以下この条において「重要事項」という。）を掲示し

なければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、重

要事項を記載した書面を当該指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所に備え付け、かつ、これをいつで

も関係者に自由に閲覧させることにより、前項の規定

による掲示に代えることができる。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原

則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければ

ならない。 

 （記録の整備） 

第４３条 〔略〕 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利

用者に対する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の

日から２年間保存しなければならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 第２１条第２項の規定による提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

 (3)・(4) 〔略〕 

 (5) 第２５条第９号の規定による身体的拘束等の態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録 

 (6) 第２９条の規定による市への通知に係る記録 

 (7) 第３９条第２項の規定による苦情の内容等の記録 

 (8) 第４１条第２項の規定による事故の状況及び事故

に際して採った処置についての記録 

 （訪問介護員等の員数） 

第４８条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 

４ 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に

掲げるいずれかの施設等がある場合において、当該施

設等の入所者等の処遇に支障がないときは、前項本文

の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレータ

ーとして充てることができる。 

 (1)～(10) 〔略〕 

 

 (11) 〔略〕 

５～７ 〔略〕 

 （管理者） 

掲示しなければならない。 

 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前

項に規定する重要事項を記載した書面を当該指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に備え付け、かつ、

これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、

同項の規定による掲示に代えることができる。 

 

 

 

 （記録の整備） 

第４３条 〔略〕 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利

用者に対する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日か

ら２年間保存しなければならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 第２１条第２項に規定する提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

 (3)・(4) 〔略〕 

 

 

 

 (5) 第２９条に規定する市への通知に係る記録 

 (6) 第３９条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 (7) 第４１条第２項に規定する事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

 （訪問介護員等の員数） 

第４８条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 

４ 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に

掲げるいずれかの施設等がある場合において、当該施設

等の入所者等の処遇に支障がないときは、前項本文の規

定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレーターとし

て充てることができる。 

 (1)～(10) 〔略〕 

 (11) 指定介護療養型医療施設 

 (12) 〔略〕 

５～７ 〔略〕 

 （管理者） 
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第４９条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間

対応型訪問介護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。ただし、当該管

理者は、指定夜間対応型訪問介護事業所の管理上支障

がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の

他の職務又は他の事業所、施設等(当該指定夜間対応型

訪問介護事業者が、指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者の指定を併せて受け、かつ、当該他の事業

所、施設等と一体的に運営している場合に限る。)の職

務に従事することができるものとし、日中のオペレー

ションセンターサービスを実施する場合であって、指

定訪問介護事業者(指定居宅サービス等基準省令第５

条第１項に規定する指定訪問介護事業者をいう。第８

４条第１項において同じ。)の指定を併せて受けて、一

体的に運営するときは、当該指定訪問介護事業所の職

務に従事することができるものとする。 

 （指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方針） 

第５２条 夜間対応型訪問介護従業者の行う指定夜間対

応型訪問介護の方針は、次に掲げるところによるもの

とする。 

 (1)～(4) 〔略〕 

 (5) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当

該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護す

るため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。 

 (6) 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならない。 

 (7) 〔略〕 

 (8) 〔略〕 

 (9) 〔略〕 

 （記録の整備） 

第５９条 〔略〕 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対する

指定夜間対応型訪問介護の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければ

ならない。 

(1) 〔略〕 

(2) 次条において準用する第２１条第２項の規定によ

る提供した具体的なサービスの内容等の記録 

第４９条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間

対応型訪問介護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。ただし、当該管

理者は、指定夜間対応型訪問介護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の他の

職務又は同一敷地内の他の事業所、施設等(当該指定夜

間対応型訪問介護事業者が、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業者の指定を併せて受け、かつ、当該同

一敷地内の他の事業所、施設等と一体的に運営している

場合に限る。)の職務に従事することができるものとし、

日中のオペレーションセンターサービスを実施する場

合であって、指定訪問介護事業者(指定居宅サービス等

基準省令第５条第１項に規定する指定訪問介護事業者

をいう。第８４条第１項において同じ。)の指定を併せ

て受けて、一体的に運営するときは、当該指定訪問介護

事業所の職務に従事することができるものとする。 

（指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方針） 

第５２条 夜間対応型訪問介護従業者の行う指定夜間対

応型訪問介護の方針は、次に掲げるところによるものと

する。 

 (1)～(4) 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) 〔略〕 

 (6) 〔略〕 

 (7) 〔略〕 

 （記録の整備） 

第５９条 〔略〕 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者に対する

指定夜間対応型訪問介護の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければ

ならない。 

(1) 〔略〕 

(2) 次条において準用する第２１条第２項に規定する

提供した具体的なサービスの内容等の記録 
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(3) 第５２条第６号の規定による身体的拘束等の態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録 

(4) 次条において準用する第２９条の規定による市へ

の通知に係る記録 

(5) 次条において準用する第３９条第２項の規定によ

る苦情の内容等の記録 

(6) 次条において準用する第４１条第２項の規定によ

る事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

 （管理者） 

第６０条の４ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定

地域密着型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事

する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指

定地域密着型通所介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定地域密着型通所介護事業所の他の職務に

従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事すること

ができる。 

 （指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） 

第６０条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次に

掲げるところによるものとする。 

 (1)～(4) 〔略〕 

 (5) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当

該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護す

るため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。 

 (6) 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならない。 

 (7) 〔略〕 

 (8) 〔略〕 

 (記録の整備) 

第６０条の１９ 〔略〕 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する

指定地域密着型通所介護の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければ

ならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 前条第２項の規定による事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 

 

 

 

 (3) 次条において準用する第２９条に規定する市への

通知に係る記録 

 (4) 次条において準用する第３９条第２項に規定する

苦情の内容等の記録 

 (5) 次条において準用する第４１条第２項に規定する

事故の状況及び事故に際して採った処置についての

記録 

 （管理者） 

第６０条の４ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定

地域密着型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事

する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指

定地域密着型通所介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定地域密着型通所介護事業所の他の職務に

従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職

務に従事することができる。 

 （指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） 

第６０条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次に

掲げるところによるものとする。 

 (1)～(4) 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) 〔略〕 

 (6) 〔略〕 

 (記録の整備) 

第６０条の１９ 〔略〕 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する

指定地域密着型通所介護の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければ

ならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 前条第２項に規定する事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 



２９－６ 

 (3) 第６０条の９第６号の規定による身体的拘束等の

態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由の記録 

 (4) 次条において準用する第２１条第２項の規定によ

る提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 (5) 次条において準用する第２９条の規定による市へ

の通知に係る記録 

 (6) 次条において準用する第３９条第２項の規定によ

る苦情の内容等の記録 

 (7) 〔略〕 

 （管理者） 

第６０条の２４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養

通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の

管理者を置かなければならない。ただし、指定療養通所

介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定療養

通所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事することができるものとする。 

 

２・３ 〔略〕 

 （指定療養通所介護の具体的取扱方針） 

第６０条の３０ 指定療養通所介護の方針は、次に掲げ

るところによるものとする。 

 (1)・(2) 〔略〕 

 (3) 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行っ

てはならない。 

 (4) 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならない。 

 (5) 〔略〕 

 (6) 〔略〕 

 (7) 〔略〕 

 （記録の整備） 

第６０条の３７ 〔略〕 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療

養通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から２年間保存しなければならない。 

 (1)・(2) 〔略〕 

 (3) 次条において準用する第２１条第２項の規定によ

 

 

 

 (3) 次条において準用する第２１条第２項に規定する

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 (4) 次条において準用する第２９条に規定する市への

通知に係る記録 

 (5) 次条において準用する第３９条第２項に規定する

苦情の内容等の記録 

 (6) 〔略〕 

 （管理者） 

第６０条の２４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養

通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の

管理者を置かなければならない。ただし、指定療養通所

介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定療養

通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内

にある他の事業所、施設等の職務に従事することがで

きるものとする。 

２・３ 〔略〕 

 （指定療養通所介護の具体的取扱方針） 

第６０条の３０ 指定療養通所介護の方針は、次に掲げ

るところによるものとする。 

 (1)・(2) 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 〔略〕 

 (4) 〔略〕 

 (5) 〔略〕 

 （記録の整備） 

第６０条の３７ 〔略〕 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療

養通所介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から２年間保存しなければならない。 

 (1)・(2) 〔略〕 

 (3) 次条において準用する第２１条第２項に規定する



２９－７ 

る提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 (4) 第６０条の３０第４号の規定による身体的拘束等

の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由の記録 

 (5) 次条において準用する第２９条の規定による市へ

の通知に係る記録 

 (6) 次条において準用する第３９条第２項の規定によ

る苦情の内容等の記録 

 (7) 〔略〕 

 (8) 次条において準用する第６０条の１８第２項の規

定による事故の状況及び事故に際して採った処置に

ついての記録 

 （管理者） 

第６３条 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事

業者は、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、当該管理者は、単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該単独型・併設型指定認知症対応型通所

介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設

等の職務に従事することができるものとする。 

 

２ 〔略〕 

 （利用定員等） 

第６６条 〔略〕 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居

宅サービス（法第４１条第１項に規定する指定居宅サ

ービスをいう。以下同じ。）、指定地域密着型サービス、

指定居宅介護支援、指定介護予防サービス（法第５３条

第１項に規定する指定介護予防サービスをいう。以下

同じ。）、指定地域密着型介護予防サービス（法第５４条

の２第１項に規定する指定地域密着型介護予防サービ

スをいう。以下同じ。）若しくは指定介護予防支援（法

第５８条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。）

の事業又は介護保険施設（法第８条第２５項に規定す

る介護保険施設をいう。以下同じ。） 若しくは健康保健

法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）

第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３

号に規定する指定介護療養型医療施設の運営（第８３

条第７項、第１１１条第９項及び第１９２条第８項に

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 

 

 

 (4) 次条において準用する第２９条に規定する市への

通知に係る記録 

 (5) 次条において準用する第３９条第２項に規定する

苦情の内容等の記録 

 (6) 〔略〕 

 (7) 次条において準用する第６０条の１８第２項に規

定する事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いての記録 

 （管理者） 

第６３条 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事

業者は、単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業

所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、当該管理者は、単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該単独型・併設型指定認知症対応型通所

介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にあ

る他の事業所、施設等の職務に従事することができる

ものとする。 

２ 〔略〕 

 （利用定員等） 

第６６条 〔略〕 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居

宅サービス（法第４１条第１項に規定する指定居宅サ

ービスをいう。以下同じ。）、指定地域密着型サービス、

指定居宅介護支援、指定介護予防サービス（法第５３条

第１項に規定する指定介護予防サービスをいう。以下

同じ。）、指定地域密着型介護予防サービス（法第５４条

の２第１項に規定する指定地域密着型介護予防サービ

スをいう。以下同じ。）若しくは指定介護予防支援（法

第５８条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。）

の事業又は介護保険施設（法第８条第２５項に規定す

る介護保険施設をいう。以下同じ。）若しくは指定介護

療養型医療施設の運営（第８３条第７項、第１１１条第

９項及び第１９２条第８項において「指定居宅サービ

ス事業等」という。）について３年以上の経験を有する

者でなければならない。 



２９－８ 

おいて「指定居宅サービス事業等」という。）について

３年以上の経験を有する者でなければならない。 

 （管理者） 

第６７条 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、

共用型指定認知症対応型通所介護事業所ごとに専らそ

の職務に従事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、当該管理者は、共用型指定認知症対応型通

所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該共用型

指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事

し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することがで

きるほか、当該共用型指定認知症対応型通所介護事業

所の他の職務に従事し、かつ、他の本体事業所等の職務

に従事することができる。 

 

２ 〔略〕 

 （指定認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） 

第７１条 指定認知症対応型通所介護の方針は、次に掲

げるところによるものとする。 

 (1)～(4) 〔略〕 

 (5) 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、

当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護

するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。 

 (6) 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならない。 

 (7) 〔略〕 

 (8) 〔略〕 

（認知症対応型通所介護計画の作成） 

第７２条 指定認知症対応型通所介護事業所（単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定

認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）の管

理者（第６３条又は第６７条の管理者をいう。以下この

条において同じ。）は、利用者の心身の状況、希望及び

その置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、

当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等

を記載した認知症対応型通所介護計画を作成しなけれ

ばならない。 

２～５ 〔略〕 

 （記録の整備） 

 

 

 （管理者） 

第６７条 共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、

共用型指定認知症対応型通所介護事業所ごとに専らそ

の職務に従事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、当該管理者は、共用型指定認知症対応型通

所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該共用型

指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事

し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に

従事することができるほか、当該共用型指定認知症対

応型通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、同一敷

地内にある他の本体事業所等の職務に従事することが

できる。 

２ 〔略〕 

 （指定認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） 

第７１条 指定認知症対応型通所介護の方針は、次に掲

げるところによるものとする。 

 (1)～(4) 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) 〔略〕 

 (6) 〔略〕 

（認知症対応型通所介護計画の作成） 

第７２条 指定認知症対応型通所介護事業所（単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定

認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）の管

理者（第６３条又は第６７条の管理者をいう。以下この

条及び次条において同じ。）は、利用者の心身の状況、

希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能訓練

等の目標、当該目標を達成するための具体的なサービ

スの内容等を記載した認知症対応型通所介護計画を作

成しなければならない。 

２～５ 〔略〕 

 （記録の整備） 
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第８０条 〔略〕 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対す

る指定認知症対応型通所介護の提供に関する次に掲げ

る記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなけ

ればならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 次条において準用する第２１条第２項の規定によ

る提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 (3) 第７１条第６号の規定による身体的拘束等の態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録 

 (4) 次条において準用する第２９条の規定による市へ

の通知に係る記録 

 (5) 次条において準用する第３９条第２項の規定によ

る苦情の内容等の記録 

 (6) 〔略〕 

 (7) 次条において準用する第６０条の１８第２項の規

定による事故の状況及び事故に際して採った処置に

ついての記録 

 （従業者の員数等） 

第８３条 〔略〕 

２～５〔略〕 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定め

る人員に関する基準を満たす小規模多機能型居宅介護

従業者を置くほか、同表の中欄に掲げる施設等の人員

に関する基準を満たす従業者を置いているときは、同

表の右欄に掲げる当該小規模多機能型居宅介護従業者

は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事すること

ができる。 

当該指定小規

模多機能型居

宅介護事業所

に中欄に掲げ

る施設等のい

ずれかが併設

されている場

合 

指定認知症対応

型共同生活介護

事業所、指定地

域密着型特定施

設、指定地域密

着型介護老人福

祉施設、指定介

護老人福祉施

設、介護老人保

健施設又は介護

介護職員 

第８０条 〔略〕 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用者に対す

る指定認知症対応型通所介護の提供に関する次に掲げ

る記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなけ

ればならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 次条において準用する第２１条第２項に規定する

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 

 

 

 (3) 次条において準用する第２９条に規定する市への

通知に係る記録 

 (4) 次条において準用する第３９条第２項に規定する

苦情の内容等の記録 

 (5) 〔略〕 

 (6) 次条において準用する第６０条の１８第２項に規

定する事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いての記録 

 （従業者の員数等） 

第８３条 〔略〕 

２～５〔略〕 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定め

る人員に関する基準を満たす小規模多機能型居宅介護

従業者を置くほか、同表の中欄に掲げる施設等の人員

に関する基準を満たす従業者を置いているときは、同

表の右欄に掲げる当該小規模多機能型居宅介護従業者

は、同表の中欄に掲げる施設等の職務に従事すること

ができる。 

当該指定小規

模多機能型居

宅介護事業所

に中欄に掲げ

る施設等のい

ずれかが併設

されている場

合 

指定認知症対応

型共同生活介護

事業所、指定地

域密着型特定施

設、指定地域密

着型介護老人福

祉施設、指定介

護老人福祉施

設、介護老人保

健施設、指定介

介護職員 
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医療院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

７～１３ 〔略〕 

 （管理者） 

第８４条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定

小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に

従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、当該管理者は、指定小規模多機能型居宅介護事業所

の管理上支障がない場合は、当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事することができるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２・３ 〔略〕 

 （指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針) 

第９３条 指定小規模多機能型居宅介護の方針は、次に

掲げるところによるものとする。 

 (1)～(4) 〔略〕 

 (5) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規

模多機能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用

護療養型医療施

設（医療法（昭和

２３年法律第２

０５号）第７条

第２項第４号に

規定する療養病

床を有する診療

所であるものに

限る。）又は介護

医療院 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

７～１３ 〔略〕 

 （管理者） 

第８４条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定

小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専らその職務に

従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、当該管理者は、指定小規模多機能型居宅介護事業所

の管理上支障がない場合は、当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は当該指定小

規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第６項の

表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に

掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の

中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務(当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が、指定夜間対

応型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者又は指定訪

問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を行

っている場合には、これらの事業に係る職務を含む。)

若しくは法第１１５条の４５第１項に規定する介護予

防・日常生活支援総合事業(同項第１号ニに規定する第

１号介護予防支援事業を除く。)に従事することができ

るものとする。 

２・３ 〔略〕 

 （指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） 

第９３条 指定小規模多機能型居宅介護の方針は、次に

掲げるところによるものとする。 

 (1)～(4) 〔略〕 

 (5) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規

模多機能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用
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者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行っ

てはならない。 

 

 (6) 〔略〕 

 (7) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘

束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じな

ければならない。 

  ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する

委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）を３月に１回以上開催すると

ともに、その結果について、介護職員その他の従業

者に周知徹底を図ること。 

  イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備する

こと。 

  ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等

の適正化のための研修を定期的に実施すること。 

 (8) 〔略〕 

 (9) 〔略〕 

（居住機能を担う併設施設等への入居） 

第１０７条 〔略〕 

 （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職

員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の

設置） 

第１０７条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者

は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所における

業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産

性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定小

規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並

びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を定期的に

開催しなければならない。 

 （記録の整備） 

第１０８条 〔略〕 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対

する指定小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に

掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存し

なければならない。 

 (1)・(2) 〔略〕 

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利

用者の行動を制限する行為(以下「身体的拘束等」と

いう。)を行ってはならない。 

 (6) 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (7) 〔略〕 

 (8) 〔略〕 

（居住機能を担う併設施設等への入居） 

第１０７条 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （記録の整備） 

第１０８条 〔略〕 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者に対

する指定小規模多機能型居宅介護の提供に関する次に

掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存し

なければならない。 

 (1)・(2) 〔略〕 
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 (3) 次条において準用する第２１条第２項の規定によ

る提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 (4) 第９３条第６号の規定による身体的拘束等の態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録 

 (5) 次条において準用する第２９条の規定による市へ

の通知に係る記録 

 (6) 次条において準用する第３９条第２項の規定によ

る苦情の内容等の記録 

 (7) 次条において準用する第４１条第２項の規定によ

る事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

 (8) 〔略〕 

 （管理者） 

第１１２条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、

共同生活住居ごとに専らその職務に従事する常勤の管

理者を置かなければならない。ただし、当該管理者は、

共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生

活住居の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の

職務に従事することができるものとする。 

 

 

 

２・３ 〔略〕 

 （管理者による管理） 

第１２２条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険

施設、指定居宅サービス、指定地域密着型サービス(サ

テライト型指定認知症対応型共同生活介護事業所の場

合は、本体事業所が提供する指定認知症対応型共同生

活介護を除く。)、指定介護予防サービス若しくは指定

地域密着型介護予防サービス(法第５４条の２第１項

に規定する指定地域密着型介護予防サービスをいう。)

の事業を行う事業所、病院、診療所又は社会福祉施設を

管理する者であってはならない。ただし、当該共同生活

住居の管理上支障がない場合は、この限りでない。 

 

 （協力医療機関等） 

第１２６条 〔略〕 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規

定に基づき協力医療機関を定めるに当たっては、次に

 (3) 次条において準用する第２１条第２項に規定する

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 (4) 第９３条第６号に規定する身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由の記録 

 (5) 次条において準用する第２９条に規定する市への

通知に係る記録 

 (6) 次条において準用する第３９条第２項に規定する

苦情の内容等の記録 

 (7) 次条において準用する第４１条第２項に規定する

事故の状況及び事故に際して採った処置についての

記録 

 (8) 〔略〕 

 （管理者） 

第１１２条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、

共同生活住居ごとに専らその職務に従事する常勤の管

理者を置かなければならない。ただし、当該管理者は、

共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生

活住居の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他

の事業所、施設等若しくは併設する指定小規模多機能

型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所の職務に従事することができるものとす

る。 

２・３ 〔略〕 

 （管理者による管理） 

第１２２条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険

施設、指定居宅サービス、指定地域密着型サービス(サ

テライト型指定認知症対応型共同生活介護事業所の場

合は、本体事業所が提供する指定認知症対応型共同生

活介護を除く。)、指定介護予防サービス若しくは指定

地域密着型介護予防サービス(法第５４条の２第１項

に規定する指定地域密着型介護予防サービスをいう。)

の事業を行う事業所、病院、診療所又は社会福祉施設を

管理する者であってはならない。ただし、これらの事業

所、施設等が同一敷地内にあること等により当該共同

生活住居の管理上支障がない場合は、この限りでない。 

 （協力医療機関等） 

第１２６条 〔略〕 
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掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努め

なければならない。 

 (1) 利用者の病状が急変した場合等において、医師又

は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保してい

ること。 

 (2) 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの

診療の求めがあった場合において、診療を行う体制

を常時確保していること。 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１

回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状が急変し

た場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の

名称等を、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者

に係る指定を行った市町村長に届け出なければならな

い。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平

成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する

第２種協定指定医療機関（以下「第２種協定指定医療機

関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規

定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規

定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症

をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよ

うに努めなければならない。 

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療

機関が第２種協定指定医療機関である場合において

は、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症

の発生時等の対応について協議を行わなければならな

い。 

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が

協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該

利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合にお

いては、再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業

所に速やかに入居させることができるように努めなけ

ればならない。 

７ 〔略〕 

８ 〔略〕 

 （記録の整備） 

第１２８条 〔略〕 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に

対する指定認知症対応型共同生活介護の提供に関する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 〔略〕 

３ 〔略〕 

 （記録の整備） 

第１２８条 〔略〕 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に

対する指定認知症対応型共同生活介護の提供に関する
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次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保

存しなければならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 第１１６条第２項の規定による提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

 (3) 第１１８条第６項の規定による身体的拘束等の態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録 

 (4) 次条において準用する第２９条の規定による市へ

の通知に係る記録 

 (5) 次条において準用する第３９条第２項の規定によ

る苦情の内容等の記録 

 (6) 次条において準用する第４１条第２項の規定によ

る事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

 (7) 〔略〕 

 （準用） 

第１２９条 第１０条、第１１条、第１３条、第１４条、

第２３条、第２９条、第３３条の２、第３５条から第３

７条まで、第３９条、第４１条から第４２条まで、第６

０条の１１、第６０条の１６、第６０条の１７第１項か

ら第４項まで、第１００条、第１０３条、第１０５条及

び第１０７条の２の規定は、指定認知症対応型共同生

活介護の事業について準用する。この場合において、第

１０条第１項中「第３２条に規定する運営規程」とある

のは「第１２３条に規定する重要事項に関する規程」

と、同項、第３３条の２第２項、第３５条第１項、第３

６条第１項及び第２項並びに第４１条の２第１号及び

第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「介護従業者」と、第６０条の１１中「地域

密着型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、

同条第２項中「この節」とあるのは「第６章第４節」と、

第６０条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着

型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第６

０条の１７第１項中「地域密着型通所介護について知

見を有する者」とあるのは「認知症対応型共同生活介護

について知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２

月」と、第１００条及び第１０３条第１項中「小規模多

機能型居宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、

同条中「指定小規模多機能型居宅介護事業者」とあるの

次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保

存しなければならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 第１１６条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

 (3) 第１１８条第６項に規定する身体的拘束等の態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録 

 (4) 次条において準用する第２９条に規定する市への

通知に係る記録 

 (5) 次条において準用する第３９条第２項に規定する

苦情の内容等の記録 

 (6) 次条において準用する第４１条第２項に規定する

事故の状況及び事故に際して採った処置についての

記録 

 (7) 〔略〕 

 （準用） 

第１２９条 第１０条、第１１条、第１３条、第１４条、

第２３条、第２９条、第３３条の２、第３５条から第３

７条まで、第３９条、第４１条から第４２条まで、第６

０条の１１、第６０条の１６、第６０条の１７第１項か

ら第４項まで、第１００条、第１０３条及び第１０５条

の規定は、指定認知症対応型共同生活介護の事業につ

いて準用する。この場合において、第１０条第１項中

「第３２条に規定する運営規程」とあるのは「第１２３

条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第３３

条の２第２項、第３５条第１項、第３６条第１項及び第

２項並びに第４１条の２第１号及び第３号中「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護

従業者」と、第６０条の１１中「地域密着型通所介護従

業者」とあるのは「介護従業者」と、同条第２項中「こ

の節」とあるのは「第６章第４節」と、第６０条の１６

第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業

者」とあるのは「介護従業者」と、第６０条の１７第１

項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」と

あるのは「認知症対応型共同生活介護について知見を

有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と、第１０

０条及び第１０３条第１項中「小規模多機能型居宅介

護従業者」とあるのは「介護従業者」と、同条中「指定

小規模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「指定認知
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は「指定認知症対応型共同生活介護事業者」と読み替え

るものとする。 

 （従業者の員数） 

第１３１条 〔略〕 

２～６ 〔略〕 

７ 第１項第１号、第３号及び第４号並びに前項の規定

にかかわらず、サテライト型特定施設の生活相談員、機

能訓練指導員又は計画作成担当者については、次に掲

げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める職員により当該サテライト型特

定施設の入居者の処遇が適切に行われると認められる

ときは、これを置かないことができる。 

 (1) 〔略〕 

 

 

 (2) 〔略〕 

８～１０ 〔略〕 

１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合におけ

る第１項第２号アの規定の適用については、当該規定

中「１」とあるのは、「０．９」とする。 

 (1) 第１５０条において準用する第１０７条の２に規

定する委員会において、利用者の安全並びに介護サ

ービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための

取組に関する次に掲げる事項について必要な検討を

行い、及び当該事項の実施を定期的に確認している

こと。 

  ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

  イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務

状況への配慮 

  ウ 緊急時の体制整備 

  エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資

する機器（次号において「介護機器」という。）の

定期的な点検 

  オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

 (2) 介護機器を複数種類活用していること。 

 (3) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び

職員の負担軽減を図るため、地域密着型特定施設従

業者間の適切な役割分担を行っていること。 

 (4) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び

職員の負担軽減を図る取組による介護サービスの質

症対応型共同生活介護事業者」と読み替えるものとす

る。 

 （従業者の員数） 

第１３１条 〔略〕 

２～６ 〔略〕 

７ 第１項第１号、第３号及び第４号並びに前項の規定

にかかわらず、サテライト型特定施設の生活相談員、機

能訓練指導員又は計画作成担当者については、次に掲

げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める職員により当該サテライト型特

定施設の入居者の処遇が適切に行われると認められる

ときは、これを置かないことができる。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 病院 介護支援専門員(指定介護療養型医療施設

の場合に限る。) 

 (3) 〔略〕 

８～１０ 〔略〕 
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の確保及び職員の負担軽減が行われていると認めら

れること。 

 （管理者） 

第１３２条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事

業者は、指定地域密着型特定施設ごとに専らその職務

に従事する管理者を置かなければならない。ただし、当

該管理者は、指定地域密着型特定施設の管理上支障が

ない場合は、当該指定地域密着型特定施設における他

の職務に従事し、又は他の事業所、施設等若しくは本体

施設の職務(本体施設が病院又は診療所の場合は、管理

者としての職務を除く。)若しくは併設する指定小規模

多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所の職務に従事することができるも

のとする。 

 （協力医療機関等） 

第１４８条 〔略〕 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、

前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当たって

は、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよ

うに努めなければならない。 

 (1) 利用者の病状が急変した場合等において、医師又

は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保してい

ること。 

 (2) 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業

者からの診療の求めがあった場合において、診療を

行う体制を常時確保していること。 

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、

１年に１回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状

が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医

療機関の名称等を、当該指定地域密着型特定施設入居

者生活介護事業者に係る指定を行った市町村長に届け

出なければならない。 

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、

第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生

時等の対応を取り決めるように努めなければならな

い。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、

協力医療機関が第２種協定指定医療機関である場合に

おいては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興

感染症の発生時等の対応について協議を行わなければ

 

 

 （管理者） 

第１３２条 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事

業者は、指定地域密着型特定施設ごとに専らその職務

に従事する管理者を置かなければならない。ただし、当

該管理者は、指定地域密着型特定施設の管理上支障が

ない場合は、当該指定地域密着型特定施設における他

の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施

設等若しくは本体施設の職務(本体施設が病院又は診

療所の場合は、管理者としての職務を除く。)若しくは

併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事

することができるものとする。 

 （協力医療機関等） 

第１４８条 〔略〕 
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ならない。 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、

利用者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後

に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場

合においては、再び当該指定地域密着型特定施設に速

やかに入居させることができるように努めなければな

らない。 

７ 〔略〕 

 （記録の整備） 

第１４９条 〔略〕 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、

利用者に対する指定地域密着型特定施設入居者生活介

護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結

の日から２年間保存しなければならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 第１３７条第２項の規定による提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

 (3) 第１３９条第５項の規定による身体的拘束等の態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録 

 (4) 第１４７条第３項の規定による結果等の記録 

 (5) 次条において準用する第２９条の規定による市へ

の通知に係る記録 

 (6) 次条において準用する第３９条第２項の規定によ

る苦情の内容等の記録 

 (7) 次条において準用する第４１条第２項の規定によ

る事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

 (8) 〔略〕 

 （準用） 

第１５０条 第１３条、第１４条、第２３条、第２９条、

第３３条の２、第３５条から第３９条まで、第４１条か

ら第４２条まで、第６０条の１１、第６０条の１５、第

６０条の１６、第６０条の１７第１項から第４項まで、

第１００条及び第１０７条の２の規定は、指定地域密

着型特定施設入居者生活介護の事業について準用す

る。この場合において、第３３条の２第２項、第３５条

第１項、第３６条第１項及び第２項並びに第４１条の

２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業者」

 

 

 

 

 

 

 

２ 〔略〕 

 （記録の整備） 

第１４９条 〔略〕 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、

利用者に対する指定地域密着型特定施設入居者生活介

護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結

の日から２年間保存しなければならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 第１３７条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

 (3) 第１３９条第５項に規定する身体的拘束等の態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録 

 (4) 第１４７条第３項に規定する結果等の記録 

 (5) 次条において準用する第２９条に規定する市への

通知に係る記録 

 (6) 次条において準用する第３９条第２項に規定する

苦情の内容等の記録 

 (7) 次条において準用する第４１条第２項に規定する

事故の状況及び事故に際して採った処置についての

記録 

 (8) 〔略〕 

 （準用） 

第１５０条 第１３条、第１４条、第２３条、第２９条、

第３３条の２、第３５条から第３９条まで、第４１条か

ら第４２条まで、第６０条の１１、第６０条の１５、第

６０条の１６、第６０条の１７第１項から第４項まで

及び第１００条の規定は、指定地域密着型特定施設入

居者生活介護の事業について準用する。この場合にお

いて、第３３条の２第２項、第３５条第１項、第３６条

第１項及び第２項並びに第４１条の２第１号及び第３

号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「地域密着型特定施設従業者」と、第６０条の１
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と、第６０条の１１中「地域密着型通所介護従業者」と

あるのは「地域密着型特定施設従業者」と、同条第２項

中「この節」とあるのは「第７章第４節」と、第６０条

の１５第１項並びに第６０条の１６第２項第１号及び

第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「地

域密着型特定施設従業者」と、第６０条の１７第１項中

「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあ

るのは「地域密着型特定施設入居者生活介護について

知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と、

第１００条中「小規模多機能型居宅介護従業者」とある

のは「地域密着型特定施設従業者」と読み替えるものと

する。 

第１５２条 〔略〕 

２～７ 〔略〕 

８ 第１項第２号及び第４号から第６号までの規定にか

かわらず、サテライト型居住施設の生活相談員、栄養士

若しくは管理栄養士、機能訓練指導員又は介護支援専

門員については、次に掲げる本体施設の場合には、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員によ

り当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が適切に

行われると認められるときは、これを置かないことが

できる。 

 (1)・(2) 〔略〕 

 (3) 病院 栄養士又は管理栄養士(病床数１００以上

の病院の場合に限る。) 

 

 (4) 〔略〕 

９～１７ 〔略〕 

第１５３条 指定地域密着型介護老人福祉施設の設備の

基準は、次のとおりとする。 

(1)～(5) 〔略〕 

(6) 医務室 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第

１条の５第２項に規定する診療所とすることとし、

入所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器

を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設ける

こと。ただし、本体施設が指定介護老人福祉施設又

は指定地域密着型介護老人福祉施設であるサテライ

ト型居住施設については医務室を必要とせず、入所

者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備

えるほか、必要に応じて臨床検査設備を設けること

１中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「地域密

着型特定施設従業者」と、同条第２項中「この節」とあ

るのは「第７章第４節」と、第６０条の１５第１項並び

に第６０条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密

着型通所介護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設

従業者」と、第６０条の１７第１項中「地域密着型通所

介護について知見を有する者」とあるのは「地域密着型

特定施設入居者生活介護について知見を有する者」と、

「６月」とあるのは「２月」と、第１００条中「小規模

多機能型居宅介護従業者」とあるのは「地域密着型特定

施設従業者」と読み替えるものとする。 

 

第１５２条 〔略〕 

２～７ 〔略〕 

８ 第１項第２号及び第４号から第６号までの規定にか

かわらず、サテライト型居住施設の生活相談員、栄養士

若しくは管理栄養士、機能訓練指導員又は介護支援専

門員については、次に掲げる本体施設の場合には、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員によ

り当該サテライト型居住施設の入所者の処遇が適切に

行われると認められるときは、これを置かないことが

できる。 

 (1)・(2) 〔略〕 

 (3) 病院 栄養士若しくは管理栄養士(病床数１００

以上の病院の場合に限る。)又は介護支援専門員(指

定介護療養型医療施設の場合に限る。) 

 (4) 〔略〕 

９～１７ 〔略〕 

第１５３条 指定地域密着型介護老人福祉施設の設備の

基準は、次のとおりとする。 

(1)～(5) 〔略〕 

(6) 医務室 医療法第１条の５第２項に規定する診

療所とすることとし、入所者を診療するために必要

な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて

臨床検査設備を設けること。ただし、本体施設が指

定介護老人福祉施設又は指定地域密着型介護老人福

祉施設であるサテライト型居住施設については医務

室を必要とせず、入所者を診療するために必要な医

薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床

検査設備を設けることで足りるものとする。 
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で足りるものとする。 

(7)～(9) 〔略〕 

２ 〔略〕 

 （緊急時等の対応） 

第１６５条の２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、

現に指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

の提供を行っているときに入所者の病状の急変が生じ

た場合その他必要な場合のため、あらかじめ、第１５２

条第１項第１号に掲げる医師及び協力医療機関の協力

を得て、当該医師及び当該協力医療機関との連携方法

その他の緊急時等における対応方法を定めておかなけ

ればならない。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及

び協力医療機関の協力を得て、１年に１回以上、緊急時

等における対応方法の見直しを行い、必要に応じて緊

急時等における対応方法の変更を行わなければならな

い。 

 （管理者による管理） 

第１６７条 指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者

は、専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の職務

に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該

指定地域密着型介護老人福祉施設の管理上支障がない

場合は、他の事業所、施設等又は本体施設の職務(本体

施設が病院又は診療所の場合は、管理者としての職務

を除く。)に従事することができる。 

（計画担当介護支援専門員の責務） 

第１６８条 計画担当介護支援専門員は、第１５９条に

規定する業務のほか、次に掲げる業務を行うものとす

る。 

(1)～(4) 〔略〕 

(5) 第１５８条第５項の規定による身体的拘束等の態

様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録を行うこと。 

(6) 第１７８条において準用する第３９条第２項の規

定による苦情の内容等の記録を行うこと。 

(7) 第１７６条第３項の規定による事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録を行うこと。 

 （協力医療機関等） 

第１７３条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、利用

者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、次に掲げ

 

(7)～(9) 〔略〕 

２ 〔略〕 

 （緊急時等の対応） 

第１６５条の２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、

現に指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

の提供を行っているときに入所者の病状の急変が生じ

た場合その他必要な場合のため、あらかじめ、第１５２

条第１項第１号に掲げる医師との連携方法その他の緊

急時等における対応方法を定めておかなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 （管理者による管理） 

第１６７条 指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者

は、専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の職務

に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該

指定地域密着型介護老人福祉施設の管理上支障がない

場合は、同一敷地内にある他の事業所、施設等又は本体

施設の職務(本体施設が病院又は診療所の場合は、管理

者としての職務を除く。)に従事することができる。 

（計画担当介護支援専門員の責務） 

第１６８条 計画担当介護支援専門員は、第１５９条に

規定する業務のほか、次に掲げる業務を行うものとす

る。 

(1)～(4) 〔略〕 

(5) 第１５８条第５項に規定する身体的拘束等の態様

及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録すること。 

(6) 第１７８条において準用する第３９条第２項に規

定する苦情の内容等を記録すること。 

(7) 第１７６条第３項に規定する事故の状況及び事故

に際して採った処置について記録すること。 

 （協力病院等） 

第１７３条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入院

治療を必要とする入所者のために、あらかじめ、協力病
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る要件を満たす協力医療機関（第３号の要件を満たす

協力医療機関にあっては、病院に限る。）を定めておか

なければならない。ただし、複数の医療機関を協力医療

機関として定めることにより次に掲げる要件を満たす

こととしても差し支えない。 

 (1) 入所者の病状が急変した場合等において、医師又

は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保してい

ること。 

 (2) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療

の求めがあった場合において、診療を行う体制を常

時確保していること。 

 (3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該指

定地域密着型介護老人福祉施設の医師又は協力医療

機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を

要すると認められた入所者の入院を原則として受け

入れる体制を確保していること。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以

上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場

合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称

等を、当該指定地域密着型介護老人福祉施設に係る指

定を行った市町村長に届け出なければならない。 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第２種協定指

定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を

取り決めるように努めなければならない。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関

が第２種協定指定医療機関である場合においては、当

該第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発

生時等の対応について協議を行わなければならない。 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力

医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該入所

者の病状が軽快し、退院が可能となった場合において

は、再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速や

かに入所させることができるように努めなければなら

ない。 

６ 〔略〕 

 （記録の整備） 

第１７７条 〔略〕 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対す

る指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の

提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日

院を定めておかなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 〔略〕 

 （記録の整備） 

第１７７条 〔略〕 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者に対す

る指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の

提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日
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から２年間保存しなければならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 第１５６条第２項の規定による提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

 (3) 第１５８条第５項の規定による身体的拘束等の態

様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録 

 (4) 次条において準用する第２９条の規定による市へ

の通知に係る記録 

 (5) 次条において準用する第３９条第２項の規定によ

る苦情の内容等の記録 

 (6) 前条第３項の規定による事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 

 (7) 〔略〕 

 （準用） 

第１７８条 第１０条、第１１条、第１３条、第１４条、

第２３条、第２９条、第３３条の２、第３５条、第３

７条、第３９条、第４１条の２、第４２条、第６０条

の１１、第６０条の１５、第６０条の１７第１項から

第４項まで及び第１０７条の２の規定は、指定地域密

着型介護老人福祉施設について準用する。この場合に

おいて、第１０条第１項中「第３２条に規定する運営

規程」とあるのは「第１６９条に規定する重要事項に

関する規程」と、同項、第３３条の２第２項、第３５

条第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「従業者」と、第１４条第１項中「指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」とある

のは「入所の際に」と、同条第２項中「指定居宅介護

支援（法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援

をいう。以下同じ。）が利用者に対して行われていな

い等の場合であって必要と認めるときは、要介護認

定」とあるのは「要介護認定」と、第６０条の１１中

「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「従業者」

と、同条第２項中「この節」とあるのは「第８章第４

節」と、第６０条の１５第１項中「地域密着型通所介

護従業者」とあるのは「従業者」と、第６０条の１７

第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する

者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護について知見を有する者」と、「６月」とあ

から２年間保存しなければならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 第１５６条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

 (3) 第１５８条第５項に規定する身体的拘束等の態様

及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録 

 (4) 次条において準用する第２９条に規定する市への

通知に係る記録 

 (5) 次条において準用する第３９条第２項に規定する

苦情の内容等の記録 

 (6) 前条第３項に規定する事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 

 (7) 〔略〕 

 （準用） 

第１７８条 第１０条、第１１条、第１３条、第１４条、

第２３条、第２９条、第３３条の２、第３５条、第３７

条、第３９条、第４１条の２、第４２条、第６０条の１

１、第６０条の１５及び第６０条の１７第１項から第

４項までの規定は、指定地域密着型介護老人福祉施設

について準用する。この場合において、第１０条第１項

中「第３２条に規定する運営規程」とあるのは「第１６

９条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第３

３条の２第２項、第３５条第１項並びに第４１条の２

第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあるのは「従業者」と、第１４条第１項中

「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開

始に際し、」とあるのは「入所の際に」と、同条第２項

中「指定居宅介護支援が利用者に対して行われていな

い等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定」

とあるのは「要介護認定」と、第６０条の１１中「地域

密着型通所介護従業者」とあるのは「従業者」と、同条

第２項中「この節」とあるのは「第８章第４節」と、第

６０条の１５第１項中「地域密着型通所介護従業者」と

あるのは「従業者」と、第６０条の１７第１項中「地域

密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは

「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護につい

て知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と

読み替えるものとする。 
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るのは「２月」と読み替えるものとする。 

（勤務体制の確保等） 

第１８８条 〔略〕 

２～４ 〔略〕 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理

者は、ユニット型施設の管理等に係る研修を受講する

よう努めなければならない。 

６ 〔略〕 

 （準用） 

第１９０条 第１０条、第１１条、第１３条、第１４条、

第２３条、第２９条、第３３条の２、第３５条、第３７

条、第３９条、第４１条の２、第４２条、第６０条の１

１、第６０条の１５、第６０条の１７第１項から第４項

まで、第１０７条の２、第１５４条から第１５６条ま

で、第１５９条、第１６２条、第１６４条から第１６８

条まで及び第１７２条から第１７７条までの規定は、

ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設について

準用する。この場合において、第１０条第１項中「第３

２条に規定する運営規程」とあるのは「第１８７条に規

定する重要事項に関する規程」と、同項、第３３条の２

第２項、第３５条第１項並びに第４１条の２第１号及

び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「従業者」と、第１４条第１項中「指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際

し、」とあるのは「入所の際に」と、同条第２項中「指

定居宅介護支援（法第４６条第１項に規定する指定居

宅介護支援をいう。以下同じ。）が利用者に対して行わ

れていない等の場合であって必要と認めるときは、要

介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第６０条の１

１中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「従業者」

と、同条第２項中「この節」とあるのは「第８章第５節」

と、第６０条の１５第１項中「地域密着型通所介護従業

者」とあるのは「従業者」と、第６０条の１７第１項中

「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあ

るのは「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

について知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２

月」と、第１６８条中「第１５９条」とあるのは「第１

９０条において準用する第１５９条」と、同条第５号中

「第１５８条第５項」とあるのは「第１８３条第７項」

と、同条第６号中「第１７８条」とあるのは「第１９０

 

（勤務体制の確保等） 

第１８８条 〔略〕 

２～４ 〔略〕 

 

 

 

５ 〔略〕 

 （準用） 

第１９０条 第１０条、第１１条、第１３条、第１４条、

第２３条、第２９条、第３３条の２、第３５条、第３７

条、第３９条、第４１条の２、第４２条、第６０条の１

１、第６０条の１５、第６０条の１７第１項から第４項

まで、第１５４条から第１５６条まで、第１５９条、第

１６２条、第１６４条から第１６８条まで及び第１７

２条から第１７７条までの規定は、ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設について準用する。この場

合において、第１０条第１項中「第３２条に規定する運

営規程」とあるのは「第１８７条に規定する重要事項に

関する規程」と、同項、第３３条の２第２項、第３５条

第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号中「定期

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従

業者」と、第１４条第１項中「指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の提供の開始に際し、」とあるのは「入

所の際に」と、同条第２項中「指定居宅介護支援が利用

者に対して行われていない等の場合であって必要と認

めるときは、要介護認定」とあるのは「要介護認定」と、

第６０条の１１中「地域密着型通所介護従業者」とある

のは「従業者」と、同条第２項中「この節」とあるのは

「第８章第５節」と、第６０条の１５第１項中「地域密

着型通所介護従業者」とあるのは「従業者」と、第６０

条の１７第１項中「地域密着型通所介護について知見

を有する者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護について知見を有する者」と、「６月」

とあるのは「２月」と、第１６８条中「第１５９条」と

あるのは「第１９０条において準用する第１５９条」

と、同条第５号中「第１５８条第５項」とあるのは「第

１８３条第７項」と、同条第６号中「第１７８条」とあ

るのは「第１９０条」と、同条第７号中「第１７６条第

３項」とあるのは「第１９０条において準用する第１７
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条」と、同条第７号中「第１７６条第３項」とあるのは

「第１９０条において準用する第１７６条第３項」と、

第１７７条第２項第２号中「第１５６条第２項」とある

のは「第１９０条において準用する第１５６条第２項」

と、同項第３号中「第１５８条第５項」とあるのは「第

１８３条第７項」と、同項第４号、第５号及び第７号中

「次条」とあるのは「第１９０条」と、同項第６号中「前

条第３項」とあるのは「第１９０条において準用する前

条第３項」と読み替えるものとする。 

 （従業者の員数等） 

第１９２条 〔略〕 

２～６ 〔略〕 

７ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号

のいずれかに掲げる施設等が併設されている場合にお

いて、前各項に定める人員に関する基準を満たす看護

小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、当該各号

に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を

置いているときは、当該看護小規模多機能型居宅介護

従業者は、当該各号に掲げる施設等の職務に従事する

ことができる。 

 (1)～(3) 〔略〕 

 

 

 

 (4) 〔略〕 

８～１４ 〔略〕 

 （管理者） 

第１９３条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者

は、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専

らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、当該管理者は、指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当

該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の他の職

務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事す

ることができるものとする。 

 

 

２・３ 〔略〕 

 （指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） 

第１９８条 指定看護小規模多機能型居宅介護の方針

６条第３項」と、第１７７条第２項第２号中「第１５６

条第２項」とあるのは「第１９０条において準用する第

１５６条第２項」と、同項第３号中「第１５８条第５項」

とあるのは「第１８３条第７項」と、同項第４号、第５

号及び第７号中「次条」とあるのは「第１９０条」と、

同項第６号中「前条第３項」とあるのは「第１９０条に

おいて準用する前条第３項」と読み替えるものとする。 

 

 

 （従業者の員数等） 

第１９２条 〔略〕 

２～６ 〔略〕 

７ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に次の各号

のいずれかに掲げる施設等が併設されている場合にお

いて、前各項に定める人員に関する基準を満たす看護

小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、当該各号

に掲げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を

置いているときは、当該看護小規模多機能型居宅介護

従業者は、当該各号に掲げる施設等の職務に従事する

ことができる。 

 (1)～(3) 〔略〕 

 (4) 指定介護療養型医療施設（医療法第７条第２項第

４号に規定する療養病床を有する診療所であるもの

に限る。） 

 (5) 〔略〕 

８～１４ 〔略〕 

 （管理者） 

第１９３条 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者

は、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所ごとに専

らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、当該管理者は、指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、当

該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の他の職

務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設

等若しくは当該指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所に併設する前条第７項各号に掲げる施設等の職

務に従事することができるものとする。 

２・３ 〔略〕 

 （指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） 

第１９８条 指定看護小規模多機能型居宅介護の方針
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は、次に掲げるところによるものとする。 

 (1) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住

み慣れた地域での生活を継続することができるよ

う、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれ

ている環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービ

ス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせることによ

り、当該利用者の居宅において、又はサービスの拠

点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、日常生活上

の世話及び機能訓練並びに療養上の世話又は必要な

診療の補助を妥当適切に行うものとする。 

 (2)～(6) 〔略〕 

 (7) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体

的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講

じなければならない。 

  ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する

委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）を３月に１回以上開催すると

ともに、その結果について、看護小規模多機能型居

宅介護従業者に周知徹底を図ること。 

  イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備する

こと。 

  ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身

体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。 

 (8) 〔略〕 

 (9) 〔略〕 

 (10) 〔略〕 

 (11) 〔略〕 

 (12) 〔略〕 

 （記録の整備） 

第２０２条 〔略〕 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者

に対する指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に関

する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年

間保存しなければならない。 

 (1)・(2) 〔略〕 

 (3) 第１９８条第６号の規定による身体的拘束等の態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録 

 (4)・(5) 〔略〕 

は、次に掲げるところによるものとする。 

 (1) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者が住

み慣れた地域での生活を継続することができるよ

う、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれ

ている環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービ

ス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせることによ

り、療養上の管理の下で妥当適切に行うものとする。 

 

 

 

 (2)～(6) 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (7) 〔略〕 

 (8) 〔略〕 

 (9) 〔略〕 

 (10) 〔略〕 

 (11) 〔略〕 

 （記録の整備） 

第２０２条 〔略〕 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、利用者

に対する指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に関

する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年

間保存しなければならない。 

 (1)・(2) 〔略〕 

 (3) 第１９８条第６号に規定する身体的拘束等の態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録 

 (4)・(5) 〔略〕 
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 (6) 次条において準用する第２１条第２項の規定によ

る提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 (7) 次条において準用する第２９条の規定による市へ

の通知に係る記録 

 (8) 次条において準用する第３９条第２項の規定によ

る苦情の内容等の記録 

 (9) 次条において準用する第４１条第２項の規定によ

る事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

 (10) 〔略〕 

 （準用） 

第２０３条 第１０条から第１４条まで、第２１条、第２

３条、第２９条、第３３条の２、第３５条から第３９条

まで、第４１条から第４２条まで、第６０条の１１、第

６０条の１３、第６０条の１６、第６０条の１７、第８

８条から第９１条まで、第９４条から第９６条まで、第

９８条、第９９条、第１０１条から第１０５条まで、第

１０７条及び第１０７条の２の規定は、指定看護小規

模多機能型居宅介護の事業について準用する。この場

合において、第１０条第１項中「第３２条に規定する運

営規程」とあるのは「第２０３条において準用する第１

０１条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第

３３条の２第２項、第３５条第１項、第３６条第１項及

び第２項並びに第４１条の２第１号及び第３号中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第６０条の

１１第２項中「この節」とあるのは「第９章第４節」と、

第６０条の１１、第６０条の１３並びに第６０条の１

６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従

業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」と、第６０条の１７第１項中「地域密着型通所介護

について知見を有する者」とあるのは「看護小規模多機

能型居宅介護について知見を有する者」と、「６月」と

あるのは「２月」と、「活動状況」とあるのは「通いサ

ービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」と、

第８８条中「第８３条第１２項」とあるのは「第１９２

条第１３項」と、第９０条、第９８条第２項及び第３項、

第１０１条及び第１０３条第１項中「小規模多機能型

居宅介護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅

介護従業者」と、第１０７条中「第８３条第６項」とあ

 (6) 次条において準用する第２１条第２項に規定する

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 (7) 次条において準用する第２９条に規定する市への

通知に係る記録 

 (8) 次条において準用する第３９条第２項に規定する

苦情の内容等の記録 

 (9) 次条において準用する第４１条第２項に規定する

事故の状況及び事故に際して採った処置についての

記録 

 (10) 〔略〕 

 （準用） 

第２０３条 第１０条から第１４条まで、第２１条、第

２３条、第２９条、第３３条の２、第３５条から第３

９条まで、第４１条から第４２条まで、第６０条の１

１、第６０条の１３、第６０条の１６、第６０条の１

７、第８８条から第９１条まで、第９４条から第９６

条まで、第９８条、第９９条、第１０１条から第１０

５条まで及び第１０７条の規定は、指定看護小規模多

機能型居宅介護の事業について準用する。この場合に

おいて、第１０条第１項中「第３２条に規定する運営

規程」とあるのは「第２０３条において準用する第１

０１条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、

第３３条の２第２項、第３５条第１項、第３６条第１

項及び第２項並びに第４１条の２第１号及び第３号中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第６

０条の１１第２項中「この節」とあるのは「第９章第

４節」と、第６０条の１１、第６０条の１３並びに第

６０条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型

通所介護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居

宅介護従業者」と、第６０条の１７第１項中「地域密

着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「看

護小規模多機能型居宅介護について知見を有する者」

と、「６月」とあるのは「２月」と、「活動状況」とある

のは「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の

活動状況」と、第８８条中「第８３条第１２項」とある

のは「第１９２条第１３項」と、第９０条、第９８条第

２項及び第３項、第１０１条及び第１０３条第１項中

「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「看護

小規模多機能型居宅介護従業者」と、第１０７条中「第
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るのは「第１９２条第７項各号」と読み替えるものとす

る。 

８３条第６項」とあるのは「第１９２条第７項各号」

と読み替えるものとする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （宮古市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域

密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を

定める条例の一部改正） 

第２条 宮古市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定

地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

等を定める条例（平成２５年宮古市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （管理者） 

第７条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業者は、単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤

の管理者を置かなければならない。ただし、当該管理者

は、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業所の管理上支障がない場合は、当該単独型・併設型

指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務

に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事するこ

とができるものとする。 

２ 〔略〕 

 （利用定員等） 

第１０条 〔略〕 

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、指定居宅サービス（法第４１条第１項に規定する指

定居宅サービスをいう。第８０条において同じ。）、指定

地域密着型サービス（法第４２条の２第１項に規定す

る指定地域密着型サービスをいう。第８０条において

同じ。）、指定居宅介護支援（法第４６条第１項に規定す

る指定居宅介護支援をいう。）、指定介護予防サービス

（法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービス

をいう。第８０条において同じ。）、指定地域密着型介護

予防サービス若しくは指定介護予防支援（法第５８条

第１項に規定する指定介護予防支援をいう。）の事業又

は介護保険施設（法第８条第２５項に規定する介護保

険施設をいう。第８０条において同じ。）若しくは健康

保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８

３号）第２６条の規定による改正前の法第４８条第１

項第３号に規定する指定介護療養型医療施設の運営

 （管理者） 

第７条 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業者は、単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所ごとに専らその職務に従事する常勤

の管理者を置かなければならない。ただし、当該管理者

は、単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業所の管理上支障がない場合は、当該単独型・併設型

指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務

に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の

職務に従事することができるものとする。 

２ 〔略〕 

 （利用定員等） 

第１０条 〔略〕 

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、指定居宅サービス（法第４１条第１項に規定する指

定居宅サービスをいう。第８０条において同じ。）、指定

地域密着型サービス（法第４２条の２第１項に規定す

る指定地域密着型サービスをいう。第８０条において

同じ。）、指定居宅介護支援（法第４６条第１項に規定す

る指定居宅介護支援をいう。）、指定介護予防サービス

（法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービス

をいう。第８０条において同じ。）、指定地域密着型介護

予防サービス若しくは指定介護予防支援（法第５８条

第１項に規定する指定介護予防支援をいう。）の事業又

は介護保険施設（法第８条第２５項に規定する介護保

険施設をいう。第８０条において同じ。）若しくは指定

介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正する

法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第

１項の規定によりなおその効力を有するものとされた
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（第４５条第７項及び第７２条第９項において「指定

居宅サービス事業等」という。）について３年以上の経

験を有する者でなければならない。 

 

 

 

 （管理者） 

第１１条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事

業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置

かなければならない。ただし、当該管理者は、共用型指

定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障

がない場合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、

施設等の職務に従事することができるほか、当該共用

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職

務に従事し、かつ、他の本体事業所等の職務に従事する

ことができる。 

２ 〔略〕 

 （掲示） 

第３３条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の見や

すい場所に、運営規程の概要、介護予防認知症対応型通

所介護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサー

ビスの選択に資すると認められる重要事項（以下この

条において「重要事項」という。）を掲示しなければな

らない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、重要

事項を記載した書面を当該指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係

者に自由に閲覧させることにより、前項の規定による

掲示に代えることができる。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則

として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければな

らない。 

 （記録の整備） 

第４１条 〔略〕 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用

者に対する指定介護予防認知症対応型通所介護の提供

に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から

同法第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項

第３号に規定する指定介護療養型医療施設をいう。第

４５条第６項において同じ。）の運営（同条第７項及び

第７２条第９項において「指定居宅サービス事業等」と

いう。）について３年以上の経験を有する者でなければ

ならない。 

 （管理者） 

第１１条 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事

業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置

かなければならない。ただし、当該管理者は、共用型指

定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障

がない場合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内

にある他の事業所、施設等の職務に従事することがで

きるほか、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所の他の職務に従事し、かつ、同一敷地内にあ

る他の本体事業所等の職務に従事することができる。 

２ 〔略〕 

 （掲示） 

第３３条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の見や

すい場所に、運営規程の概要、介護予防認知症対応型通

所介護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサー

ビスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しな

ければならない。 

 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項

に規定する重要事項を記載した書面を当該指定介護予

防認知症対応型通所介護事業所に備え付け、かつ、これ

をいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同

項の規定による掲示に代えることができる。 

 

 

 

 （記録の整備） 

第４１条 〔略〕 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、利用

者に対する指定介護予防認知症対応型通所介護の提供

に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から
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２年間保存しなければならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 第２２条第２項の規定による提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

 (3) 第４３条第１１号の規定による身体的拘束その他

利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」

という。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 (4) 第２５条の規定による市への通知に係る記録 

 (5) 第３７条第２項の規定による苦情の内容等の記録 

 (6) 第３８条第２項の規定による事故の状況及び事故

に際して採った処置についての記録 

 (7) 〔略〕 

 （指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方

針） 

第４３条 指定介護予防認知症対応型通所介護の方針

は、第５条に規定する基本方針及び前条に規定する基

本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものと

する。 

 (1)～(9) 〔略〕 

 (10) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当

たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束等を行ってはならない。 

 (11) 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由を記録しなければならない。 

 (12) 〔略〕 

 (13) 〔略〕 

 (14) 〔略〕 

 (15) 〔略〕 

 (16) 第１号から第１４号までの規定は、前号に規定す

る介護予防認知症対応型通所介護計画の変更につい

て準用する。 

 （従業者の員数等） 

第４５条 〔略〕 

２～５ 〔略〕 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定め

る人員に関する基準を満たす介護予防小規模多機能型

居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄に掲げる施設

２年間保存しなければならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 第２２条第２項に規定する提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

 

 

 

 

 (3) 第２５条に規定する市への通知に係る記録 

 (4) 第３７条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 (5) 第３８条第２項に規定する事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

 (6) 〔略〕 

 （指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方

針） 

第４３条 指定介護予防認知症対応型通所介護の方針

は、第５条に規定する基本方針及び前条に規定する基

本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものと

する。 

 (1)～(9) 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 (10) 〔略〕 

 (11) 〔略〕 

 (12) 〔略〕 

 (13) 〔略〕 

 (14) 第１号から第１２号までの規定は、前号に規定す

る介護予防認知症対応型通所介護計画の変更につい

て準用する。 

 （従業者の員数等） 

第４５条 〔略〕 

２～５ 〔略〕 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各項に定め

る人員に関する基準を満たす介護予防小規模多機能型

居宅介護従業者を置くほか、同表の中欄に掲げる施設
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等の人員に関する基準を満たす従業者を置いていると

きは、同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機能

型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職

務に従事することができる。 

当該指定介護

予防小規模多

機能型居宅介

護事業所に中

欄に掲げる施

設等のいずれ

かが併設され

ている場合 

指定認知症対応

型共同生活介護

事業所、指定地

域密着型特定施

設、指定地域密

着型介護老人福

祉施設、指定介

護老人福祉施

設、介護老人保

健施設又は介護

医療院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護職員 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

７～１３ 〔略〕 

 （管理者） 

第４６条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者

は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所ごと

に専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなけれ

ばならない。ただし、当該管理者は、指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に

従事することができるものとする。 

 

 

 

 

等の人員に関する基準を満たす従業者を置いていると

きは、同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機能

型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職

務に従事することができる。 

当該指定介護

予防小規模多

機能型居宅介

護事業所に中

欄に掲げる施

設等のいずれ

かが併設され

ている場合 

指定認知症対応

型共同生活介護

事業所、指定地

域密着型特定施

設、指定地域密

着型介護老人福

祉施設、指定介

護老人福祉施

設、介護老人保

健施設、指定介

護療養型医療施

設(医療法(昭和

２３年法律第２

０５号)第７条

第２項第４号に

規定する療養病

床を有する診療

所であるものに

限る。)又は介護

医療院 

介護職員 

〔略〕 〔略〕 〔略〕 

７～１３ 〔略〕 

 （管理者） 

第４６条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者

は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所ごと

に専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなけれ

ばならない。ただし、当該管理者は、指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

の他の職務に従事し、又は当該指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所に併設する前条第６項の表の当

該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄

に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項

の中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型
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２・３〔略〕 

 （身体的拘束等の禁止） 

第５４条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者

は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当

たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身

体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束等を行ってはならない。 

 

２ 〔略〕 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所は、身

体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講

じなければならない。 

 (1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委

員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。）を３月に１回以上開催するととも

に、その結果について、介護職員その他の従業者に周

知徹底を図ること。 

サービス基準条例第７条第１項に規定する指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。）の職務(当

該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に係

る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者（同項

に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者をいう。）が、指定夜間対応型訪問介護事業者(指定

地域密着型サービス基準条例第４８条第１項に規定す

る指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。)、指定訪問

介護事業者（社会福祉施設等の事業者等の要件及び設

備等に関する基準を定める条例（平成３０年岩手県条

例第６２号）別表の１０の項の法令等の欄に掲げる指

定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下この項にお

いて「指定居宅サービス等基準省令」という。）第５条

第 1項に規定する指定訪問介護事業者をいう。）又は指

定訪問看護事業者（指定居宅サービス等基準省令第６

０条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以

下同じ。）の指定を併せて受け、一体的な運営を行って

いる場合には、これらの事業に係る職務を含む。)若し

くは法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・

日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１

号介護予防支援事業を除く。）に従事することができる

ものとする。 

２・３ 〔略〕 

 （身体的拘束等の禁止） 

第５４条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者

は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当

たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身

体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体

的拘束等」という。）を行ってはならない。 

２ 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 



２９－３１ 

 (2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備するこ

と。 

 (3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の

適正化のための研修を定期的に実施すること。 

（居住機能を担う併設施設等への入居） 

第６４条 〔略〕 

 （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職

員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の

設置） 

第６４条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業者は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上

その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るた

め、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保

及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委

員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

 （記録の整備） 

第６５条 〔略〕 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利

用者に対する指定介護予防小規模多機能型居宅介護の

提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日

から２年間保存しなければならない。 

 (1)・(2) 〔略〕 

(3) 次条において準用する第２２条第２項の規定によ

る提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 (4) 第５４条第２項の規定による身体的拘束等の態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録 

 (5) 次条において準用する第２５条の規定による市へ

の通知に係る記録 

 (6) 次条において準用する第３７条第２項の規定によ

る苦情の内容等の記録 

 (7) 次条において準用する第３８条第２項の規定のよ

る事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

 (8) 〔略〕 

 （管理者） 

第７３条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業

 

 

 

 

（居住機能を担う併設施設等への入居） 

第６４条 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （記録の整備） 

第６５条 〔略〕 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、利

用者に対する指定介護予防小規模多機能型居宅介護の

提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日

から２年間保存しなければならない。 

 (1)・(2) 〔略〕 

 (3) 次条において準用する第２２条第２項に規定する

提供した具体的なサービスの内容等の記録 

 (4) 第５４条第２項に規定する身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由の記録 

 (5) 次条において準用する第２５条に規定する市へ

の通知に係る記録 

 (6) 次条において準用する第３７条第２項に規定する

苦情の内容等の記録 

 (7) 次条において準用する第３８条第２項に規定する

事故の状況及び事故に際して採った処置についての

記録 

 (8) 〔略〕 

 （管理者） 

第７３条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業
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者は、共同生活住居ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならない。ただし、当該管理

者は、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共

同生活住居の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設

等の職務に従事することができるものとする。 

 

 

２・３ 〔略〕 

 （管理者による管理） 

第８０条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施

設、指定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定

介護予防サービス若しくは指定地域密着型介護予防サ

ービス(サテライト型指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定

介護予防認知症対応型共同生活介護を除く。)の事業を

行う事業所、病院、診療所又は社会福祉施設を管理する

者であってはならない。ただし、当該共同生活住居の管

理上支障がない場合は、この限りでない。 

 

 （協力医療機関等） 

第８４条 〔略〕 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、

前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当たって

は、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよ

うに努めなければならない。 

 (1) 利用者の病状が急変した場合等において、医師又

は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保してい

ること。 

 (2) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業

者からの診療の求めがあった場合において、診療を

行う体制を常時確保していること。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、

１年に１回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状

が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医

療機関の名称等を、当該指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業者に係る指定を行った市町村長に届け

出なければならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規

者は、共同生活住居ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならない。ただし、当該管理

者は、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共

同生活住居の他の職務に従事し、又は同一敷地内にあ

る他の事業所、施設等若しくは併設する指定小規模多

機能型居宅介護事業所の職務に従事することができる

ものとする。 

２・３ 〔略〕 

 （管理者による管理） 

第８０条 共同生活住居の管理者は、同時に介護保険施

設、指定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定

介護予防サービス若しくは指定地域密着型介護予防サ

ービス(サテライト型指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定

介護予防認知症対応型共同生活介護を除く。)の事業を

行う事業所、病院、診療所又は社会福祉施設を管理する

者であってはならない。ただし、これらの事業所、施設

等が同一敷地内にあること等により当該共同生活住居

の管理上支障がない場合は、この限りでない。 

 （協力医療機関等） 

第８４条 〔略〕 
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定する第２種協定指定医療機関（次項において「第２種

協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同

条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同

条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定

する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等

の対応を取り決めるように努めなければならない。 

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、

協力医療機関が第２種協定指定医療機関である場合に

おいては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興

感染症の発生時等の対応について協議を行わなければ

ならない。 

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、

利用者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後

に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場

合においては、再び当該指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所に速やかに入所させることができる

ように努めなければならない。 

７ 〔略〕 

８ 〔略〕 

 （記録の整備） 

第８６条 〔略〕 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、

利用者に対する指定介護予防認知症対応型共同生活介

護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結

の日から２年間保存しなければならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 第７７条第２項の規定による提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

 (3) 第７９条第２項の規定による身体的拘束等の態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録 

 (4) 次条において準用する第２５条の規定による市へ

の通知に係る記録 

 (5) 次条において準用する第３７条第２項の規定によ

る苦情の内容等の記録 

 (6) 次条において準用する第３８条第２項の規定によ

る事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

 (7) 〔略〕 

 （準用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 〔略〕 

３ 〔略〕 

 （記録の整備） 

第８６条 〔略〕 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、

利用者に対する指定介護予防認知症対応型共同生活介

護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結

の日から２年間保存しなければならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 第７７条第２項に規定する提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録 

 (3) 第７９条第２項に規定する身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由の記録 

 (4) 次条において準用する第２５条に規定する市への

通知に係る記録 

 (5) 次条において準用する第３７条第２項に規定する

苦情の内容等の記録 

 (6) 次条において準用する第３８条第２項に規定する

事故の状況及び事故に際して採った処置についての

記録 

 (7) 〔略〕 

 （準用） 



２９－３４ 

第８７条 第１２条、第１３条、第１５条、第１６条、第

２４条、第２５条、第２７条、第２９条の２、第３２

条から第３５条まで、第３７条から第４０条まで（第

３８条第４項及び第４０条第５項を除く。）、第５７

条、第６０条、第６２条及び第６４条の２の規定は、

指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業につ

いて準用する。この場合において、第１２条第１項中

「第２８条に規定する運営規程」とあるのは「第８１

条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第２

７条、第２９条の２第２項、第３２条第２項第１号及

び第３号、第３３条第１項、第３４条第１項及び第２

項並びに第３８条の２第１号及び第３号中「介護予防

認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護従業

者」と、第２７条第２項中「この節」とあるのは「第

４章第４節」と、第４０条第１項中「介護予防認知症

対応型通所会護について知見を有する者」とあるのは

「介護予防認知症対応型共同生活介護について知見

を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と、第５

７条及び第６０条第１項中「介護予防小規模多機能型

居宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、同条

及び第６２条中「指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者」とあるのは「指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業者」と読み替えるものとする。 

第８７条 第１２条、第１３条、第１５条、第１６条、第

２４条、第２５条、第２７条、第２９条の２、第３２

条から第３５条まで、第３７条から第４０条まで（第

３８条第４項及び第４０条第５項を除く。)、第５７

条、第６０条及び第６２条の規定は、指定介護予防認

知症対応型共同生活介護の事業について準用する。こ

の場合において、第１２条第１項中「第２８条に規定

する運営規程」とあるのは「第８１条に規定する重要

事項に関する規程」と、同項、第２７条、第２９条の

２第２項、第３２条第２項第１号及び第３号、第３３

条第１項、第３４条第１項及び第２項並びに第３８条

の２第１号及び第３号中「介護予防認知症対応型通所

介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第２７条

第２項中「この節」とあるのは「第４章第４節」と、

第４０条第１項中「介護予防認知症対応型通所介護に

ついて知見を有する者」とあるのは「介護予防認知症

対応型共同生活介護について知見を有する者」と、「６

月」とあるのは「２月」と、第５７条及び第６０条第

１項中「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」と

あるのは「介護従業者」と、同条及び第６２条中「指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者」とあるの

は「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者」

と読み替えるものとする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（宮古市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正） 

第３条 宮古市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２６年宮古市

条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （職員の員数） 

第４条 地域包括支援センターの設置者である指定介護

予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業者の指

定に係る事業所ごとに、１以上の員数の指定介護予防

支援の提供に必要な数の保健師その他の指定介護予防

支援に関する知識を有する職員（以下第２９条第３項

を除き「職員」という。）を置かなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事

業者は、当該指定に係る事業所ごとに１以上の員数の

 （職員の員数） 

第４条 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防

支援事業者の指定に係る事業所（以下「指定介護予防支

援事業所」という。）ごとに、１以上の員数の指定介護

予防支援の提供に必要な数の保健師その他の指定介護

予防支援に関する知識を有する職員（以下第２９条第

３項を除き「職員」という。）を置かなければならない。 
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指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護支援

専門員を置かなければならない。 

 （管理者） 

第５条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事

業所（以下「指定介護予防支援事業所」という。）ごと

に、常勤の管理者を置かなければならない。 

２ 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防

支援事業者が前項の規定により置く管理者は、専らそ

の職務に従事しなければならない。ただし、指定介護予

防支援事業所の管理に支障がない場合は、当該指定介

護予防支援事業所の他の職務に従事し、又は当該指定

介護予防支援事業所である地域包括支援センターの職

務に従事することができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事

業者が第１項の規定により置く管理者は、介護保険法

施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の

６６第１号イ(3)に規定する主任介護支援専門員（以下

この項において「主任介護支援専門員」という。）でな

ければならない。ただし、主任介護支援専門員の確保が

著しく困難である等やむを得ない理由がある場合につ

いては、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）

を第１項の管理者とすることができる。 

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなけ

ればならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りで

ない。 

 (1) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の

介護支援専門員の職務に従事する場合 

 (2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その

管理する指定介護予防支援事業所の管理に支障がな

い場合に限る。） 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第６条 〔略〕 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提

供の開始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対

し、介護予防サービス計画（法第８条の２第１６項に規

定する介護予防サービス計画をいう。以下同じ。）が第

２条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作

成されるものであり、利用者は複数の指定介護予防サ

ービス事業者（法第５３条第１項に規定する指定介護

予防サービス事業者をいう。以下同じ。）を紹介するよ

 

 

 （管理者） 

第５条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援

事業所ごとに、常勤の管理者を置かなければならない。 

 

２ 前項の管理者は、専らその職務に従事しなければな

らない。ただし、指定介護予防支援事業所の管理に支障

がない場合は、当該指定介護予防支援事業所の他の職

務に従事し、又は当該指定介護予防支援事業所である

地域包括支援センターの職務に従事することができ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第６条 〔略〕 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提

供の開始に際し、あらかじめ、介護予防サービス計画

（法第８条の２第１６項に規定する介護予防サービス

計画をいう。以下同じ。）が第２条に規定する基本方針

及び利用者の希望に基づき作成されるものであり、利

用者は複数の指定介護予防サービス事業者（法第５３

条第１項に規定する指定介護予防サービス事業者をい

う。以下同じ。）を紹介するよう求めることができるこ
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う求めることができること等について説明を行い、理

解を得なければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提

供の開始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対

し、利用者が病院又は診療所に入院する必要が生じた

場合には、職員（指定居宅介護支援事業者である指定介

護予防支援事業者の場合にあっては介護支援専門員。

以下この章及び次章において同じ。）の氏名及び連絡先

を当該病院又は診療所に伝えるよう求めなければなら

ない。 

４～７ 〔略〕 

 （利用料等の受領） 

第１２条 〔略〕 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事

業者は、前項の利用料のほか、利用者の選定により通常

の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定介

護予防支援を行う場合には、それに要した交通費の支

払を利用者から受けることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事

業者は、前項に規定する費用の額に係るサービスの提

供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対

し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、

利用者の同意を得なければならない。 

 （指定介護予防支援の業務の委託） 

第１４条 地域包括支援センターの設置者である指定介

護予防支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規

定により指定介護予防支援の一部を委託する場合に

は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

 (1) 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図

るため、地域包括支援センター運営協議会(介護保険

法施行規則第１４０条の６６第１号ロ(2)に規定す

る地域包括支援センター運営協議会をいう。)の議を

経ること。 

 (2)・(3) 〔略〕 

 (4) 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介

護予防支援の業務を実施する介護支援専門員が、第

２条、この章及び次章の規定（第３５条第３３項の規

定を除く。）を遵守するよう措置を講じさせなければ

ならないこと。 

 （掲示） 

と等について説明を行い、理解を得なければならない。 

 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提

供の開始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対

し、利用者が病院又は診療所に入院する必要が生じた

場合には、職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療

所に伝えるよう求めなければならない。 

 

 

 

４～７ 〔略〕 

 （利用料等の受領） 

第１２条 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （指定介護予防支援の業務の委託） 

第１４条 指定介護予防支援事業者は、法第１１５条の

２３第３項の規定により指定介護予防支援の一部を委

託する場合には、次に掲げる事項を遵守しなければな

らない。 

 (1) 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図

るため、地域包括支援センター運営協議会(介護保険

法施行規則(平成１１年厚生省令第３６号)第１４０

条の６６第１号ロ(2)に規定する地域包括支援セン

ター運営協議会をいう。)の議を経ること。 

 (2)・(3) 〔略〕 

 (4) 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介

護予防支援の業務を実施する介護支援専門員が、第

２条、この章及び次章の規定を遵守するよう措置を

講じさせなければならないこと。 

 

 （掲示） 



２９－３７ 

第２５条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支

援事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤

務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資す

ると認められる重要事項（以下この条において「重要事

項」という。）を掲示しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、重要事項を記載した書

面を当該指定介護予防支援事業所に備え付け、かつ、こ

れをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、

前項の規定による掲示に代えることができる。 

 

３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項を

ウェブサイトに掲載しなければならない。 

 （記録の整備） 

第３３条 〔略〕 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介

護予防支援の提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から２年間保存しなければならない。 

 (1)～(5) 〔略〕 

(5) 利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防

支援台帳 

ア 〔略〕 

イ 第３５条第９項に規定するアセスメントの結果

の記録 

ウ 第３５条第１１項に規定するサービス担当者会

議等の記録 

エ 第３５条第１７項の規定による評価の結果の記

録 

オ 第３５条第１８項に規定するモニタリングの結

果の記録 

 (6) 第３５条第４項の規定による身体的拘束その他利

用者の行動を制限する行為（同条において「身体的拘

束等」という。）の態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 （指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第３５条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者

又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らない。 

第２５条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支

援事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤

務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資す

ると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

 

２ 指定介護予防支援事業者は、前項に規定する重要事

項を記載した書面を当該指定介護予防支援事業所に備

え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させ

ることにより、同項の規定による掲示に代えることが

できる。 

 

 

 （記録の整備） 

第３３条 〔略〕 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介

護予防支援の提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から２年間保存しなければならない。 

 (1)～(4) 〔略〕 

 (5) 利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防

支援台帳 

ア 〔略〕 

イ 第３５条第７項に規定するアセスメントの結果

の記録 

ウ 第３５条第９項に規定するサービス担当者会議

等の記録 

エ 第３５条第１５項の規定による評価の結果の記

録 

オ 第３５条第１６項に規定するモニタリングの結

果の記録 

 

 

 

 

 （指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第３５条 〔略〕 

２ 〔略〕 
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４ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。 

５ 〔略〕 

６ 〔略〕 

７ 〔略〕 

８ 〔略〕 

９ 〔略〕 

１０ 〔略〕 

１１ 〔略〕 

１２ 〔略〕 

１３ 〔略〕 

１４ 〔略〕 

１５ 〔略〕 

１６ 〔略〕 

１７ 〔略〕 

１８ 〔略〕 

１９ 職員は、第１６項の介護予防サービス計画の実施

状況の把握(以下この項において「モニタリング」とい

う。)に当たっては、次に掲げるところにより利用者及

びその家族、指定介護予防サービス事業者等との連絡

を継続的に行わなければならない。ただし、特段の事情

がある場合については、この限りでない。 

 (1) 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月か

ら起算して３月に１回、利用者に面接すること。 

 

 

 

 (2) 前号の規定による面接は、利用者の居宅を訪問す

ることによって行うこと。ただし、次のいずれにも該

当する場合であって、サービスの提供を開始する月

の翌月から起算して３月ごとの期間（以下この号に

おいて単に「期間」という。）について、少なくとも

連続する２期間に１回、利用者の居宅を訪問し、面接

するときは、利用者の居宅を訪問しない期間におい

て、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接する

ことができる。 

ア テレビ電話装置等を活用して面接を行うことに

ついて、利用者の同意を得ていること。 

  イ サービス担当者会議等において、次に掲げる事

 

 

 

３ 〔略〕 

４ 〔略〕 

５ 〔略〕 

６ 〔略〕 

７ 〔略〕 

８ 〔略〕 

９ 〔略〕 

１０ 〔略〕 

１１ 〔略〕 

１２ 〔略〕 

１３ 〔略〕 

１４ 〔略〕 

１５ 〔略〕 

１６ 〔略〕 

１７ 職員は、第１４項に規定する介護予防サービス計

画の実施状況の把握(以下この項において「モニタリン

グ」という。)に当たっては、次に掲げるところにより

利用者及びその家族、指定介護予防サービス事業者等

との連絡を継続的に行わなければならない。ただし、特

段の事情がある場合については、この限りでない。 

 (1) 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月か

ら起算して３月に１回及びサービスの評価期間が終

了する月並びに利用者の状況に著しい変化があった

ときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するこ

と。 
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項について主治の医師、担当者その他の関係者の

合意を得ていること。 

   (ｱ) 利用者の心身の状況が安定していること。 

   (ｲ) 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎

通を行うことができること。 

   (ｳ) 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモ

ニタリングでは把握できない情報について、担

当者から提供を受けること。 

 (3) サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状

況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪

問し、利用者に面接すること。 

 (4) 利用者の居宅を訪問しない月（第２号ただし書の

規定によりテレビ電話装置等を活用して利用者に面

接する月を除く。）においては、可能な限り、指定介

護予防通所リハビリテーション事業所（指定介護予

防サービス等基準第１１７条第１項に規定する指定

介護予防通所リハビリテーション事業所をいう。）を

訪問する等の方法により利用者に面接するよう努め

るとともに、当該面接ができない場合にあっては、電

話等により利用者との連絡を行うこと。 

 (5) 〔略〕 

２０ 〔略〕 

２１ 〔略〕 

２２ 〔略〕 

２３ 職員は、利用者が介護予防訪問看護（法第８条の２

第３項に規定する介護予防訪問看護をいう。次項にお

いて同じ。）、介護予防通所リハビリテーション（法第８

条の２第６項に規定する介護予防通所リハビリテーシ

ョンをいう。次項において同じ。）等の医療サービスの

利用を希望している場合その他必要な場合には、利用

者の同意を得て主治の医師又は歯科医師（次項及び第

２５項において「主治の医師等」という。）の意見を求

めなければならない。 

２４ 〔略〕 

２５ 〔略〕 

２６ 〔略〕 

２７ 〔略〕 

２８ 〔略〕 

２９ 〔略〕 

３０ 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 利用者の居宅を訪問しない月においては、可能な

限り、指定介護予防通所リハビリテーション事業所

（指定介護予防サービス等基準第１１７条第１項に

規定する指定介護予防通所リハビリテーション事業

所をいう。）を訪問する等の方法により利用者に面接

するよう努めるとともに、当該面接ができない場合

にあっては、電話等により利用者との連絡を行うこ

と。 

 

 (3) 〔略〕 

１８ 〔略〕 

１９ 〔略〕 

２０ 〔略〕 

２１ 職員は、利用者が介護予防訪問看護（法第８条の２

第３項に規定する介護予防訪問看護をいう。次項にお

いて同じ。）、介護予防通所リハビリテーション（法第８

条の２第６項に規定する介護予防通所リハビリテーシ

ョンをいう。次項において同じ。）等の医療サービスの

利用を希望している場合その他必要な場合には、利用

者の同意を得て主治の医師又は歯科医師（次項及び第

２３項において「主治の医師等」という。）の意見を求

めなければならない。 

２２ 〔略〕 

２３ 〔略〕 

２４ 〔略〕 

２５ 〔略〕 

２６ 〔略〕 

２７ 〔略〕 

２８ 〔略〕 
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３１ 〔略〕 

３２ 第５項から第１５項までの規定は、第１６項に規

定する介護予防サービス計画の変更について準用す

る。 

３３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援

事業者は、法第１１５条の３０の２第１項の規定によ

り市長から情報の提供を求められた場合には、その求

めに応じなければならない。 

（電磁的記録等） 

第３８条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支

援の提供に当たる者並びに基準該当介護予防支援の提

供に当たる者（次項において「指定介護予防支援事業者

等」という。）は、作成、保存その他これらに類するも

ののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、

文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下この条において

同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるも

の（第９条（前条において準用する場合を含む。）及び

第３５条第２９項（前条において準用する場合を含

む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算

機による情報処理の用に供されるものをいう。）により

行うことができる。 

２ 〔略〕 

（会議におけるテレビ電話装置等の活用） 

第３９条 第２４条第１号及び第３１条第１号（これら

の規定を第３７条において準用する場合を含む。）に規

定する委員会並びに第３５条第１１項（第３７条にお

いて準用する場合を含む。以下この条において同じ。）

に規定するサービス担当者会議は、テレビ電話装置そ

の他の情報通信機器（以下この条において「テレビ電話

装置等」という。）を活用して行うことができる。ただ

し、同項に規定するサービス担当者会議に利用者又は

その家族（以下この条において「利用者等」という。）

が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用

について当該利用者等の同意を得なければならない。 

２９ 〔略〕 

３０ 第３項から第１３項までの規定は、第１４項に規

定する介護予防サービス計画の変更について準用す

る。 

 

 

 

 

（電磁的記録等） 

第３８条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支

援の提供に当たる者並びに基準該当介護予防支援の提

供に当たる者（次項において「指定介護予防支援事業者

等」という。）は、作成、保存その他これらに類するも

ののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、

文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下この条において

同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるも

の（第９条（前条において準用する場合を含む。）及び

第３５条第２７項（前条において準用する場合を含

む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算

機による情報処理の用に供されるものをいう。）により

行うことができる。 

２ 〔略〕 

（会議におけるテレビ電話装置等の活用） 

第３９条 第２４条第１号及び第３１条第１号（これら

の規定を第３７条において準用する場合を含む。）に規

定する委員会並びに第３５条第９項（第３７条におい

て準用する場合を含む。以下この条において同じ。）に

規定するサービス担当者会議は、テレビ電話装置その

他の情報通信機器（以下この条において「テレビ電話装

置等」という。）を活用して行うことができる。ただし、

同項に規定するサービス担当者会議に利用者又はその

家族（以下この条において「利用者等」という。）が参

加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用につ

いて当該利用者等の同意を得なければならない。 
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備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （宮古市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正） 

第４条 宮古市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例（平

成３０年宮古市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（従業者の員数） 

第５条 〔略〕 

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者の数（当該指定

居宅介護支援事業者が指定介護予防支援事業者の指定

を併せて受け、又は法第１１５条の２３第３項の規定

により地域包括支援センターの設置者である指定介護

予防支援事業者から委託を受けて、当該指定居宅介護

支援事業所において指定介護予防支援（法第５８条第

１項に規定する指定介護予防支援をいう。以下この項

及び第１６条第３２項において同じ。）を行う場合にあ

っては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用

者の数に当該事業所における指定介護予防支援の利用

者の数に３分の１を乗じた数を加えた数。次項におい

て同じ。）が４４又はその端数を増すごとに１とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所

が、公益社団法人国民健康保険中央会（昭和３４年１月

１日に社団法人国民健康保険中央会という名称で設立

された法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居宅介

護支援事業者及び指定居宅サービス事業者等の使用に

係る電子計算機と接続された居宅サービス計画の情報

の共有等のための情報処理システムを利用し、かつ、事

務職員を配置している場合における第１項に規定する

員数の基準は、利用者の数が４９又はその端数を増す

ごとに１とする。 

 （管理者） 

第６条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 第１項に規定する管理者は、専らその職務に従事す

る者でなければならない。ただし、次に掲げる場合は、

この限りでない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その

管理する指定居宅介護支援事業所の管理に支障がな

 （従業者の員数） 

第５条 〔略〕 

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者の数が３５又

はその端数を増すごとに１とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （管理者） 

第６条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 第１項に規定する管理者は、専らその職務に従事す

る者でなければならない。ただし、次に掲げる場合は、

この限りでない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従

事する場合（その管理する指定居宅介護支援事業所
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い場合に限る。） 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 〔略〕 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提

供の開始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対

し、居宅サービス計画が第３条に規定する基本方針及

び利用者の希望に基づき作成されるものであり、利用

者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう

求めることができること等につき説明を行い、理解を

得なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提

供の開始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対

し、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において

作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介

護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護

（以下この項において「訪問介護等」という。）がそれ

ぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割

合及び前６月間に当該指定居宅介護支援事業所におい

て作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問

介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事

業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供

されたものが占める割合につき説明を行い、理解を得

るよう努めなければならない。 

４ 〔略〕 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家

族から申出があった場合には、第１項の規定による文

書の交付に代えて、第８項に定めるところにより、当該

利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記

載すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に

掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」とい

の管理に支障がない場合に限る。） 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 〔略〕 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提

供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族

に対し、居宅サービス計画が第３条に規定する基本方

針及び利用者の希望に基づき作成されるものであり、

利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介する

よう求めることができること、前６月間に当該指定居

宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計

画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及

び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護

等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス

計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護

支援事業所において作成された居宅サービス計画に位

置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指

定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事

業者によって提供されたものが占める割合等につき説

明を行い、理解を得なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 〔略〕 

４ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家

族から申出があった場合には、第１項の規定による文

書の交付に代えて、第７項に定めるところにより、当該

利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記

載すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に

掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」とい
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う。）により提供することができる。この場合において、

当該指定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付した

ものとみなす。 

 (1)・(2) 〔略〕 

６ 〔略〕 

７ 第５項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅

介護支援事業者の使用に係る電子計算機と、利用申込

者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信

回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

８ 指定居宅介護支援事業者は、第５項の規定により第

１項に規定する重要事項を提供しようとするときは、

あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、その

用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、

文書又は電磁的方法による承諾を得なければならな

い。 

 (1) 第５項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支

援事業者が使用するもの 

 (2) 〔略〕 

９ 〔略〕 

 （指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第１６条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者

又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の

行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）

を行ってはならない。 

４ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。 

５ 〔略〕 

６ 〔略〕 

７ 〔略〕 

８ 〔略〕 

９ 〔略〕 

１０ 〔略〕 

１１ 〔略〕 

１２ 〔略〕 

１３ 〔略〕 

１４ 〔略〕 

う。）により提供することができる。この場合において、

当該指定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付した

ものとみなす。 

 (1)・(2) 〔略〕 

５ 〔略〕 

６ 第４項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅

介護支援事業者の使用に係る電子計算機と、利用申込

者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信

回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

７ 指定居宅介護支援事業者は、第４項の規定により第

１項に規定する重要事項を提供しようとするときは、

あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、その

用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、

文書又は電磁的方法による承諾を得なければならな

い。 

 (1) 第４項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支

援事業者が使用するもの 

 (2) 〔略〕 

８ 〔略〕 

 （指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第１６条 〔略〕 

２ 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 〔略〕 

４ 〔略〕 

５ 〔略〕 

６ 〔略〕 

７ 〔略〕 

８ 〔略〕 

９ 〔略〕 

１０ 〔略〕 

１１ 〔略〕 

１２ 〔略〕 
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１５ 〔略〕 

１６ 第５項から第１４項までの規定は、前項に規定す

る居宅サービス計画の変更について準用する。 

１７ 〔略〕 

１８ 介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、利

用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連

絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次

に定めるところにより行わなければならない。 

 (1) 少なくとも１月に１回、利用者に面接すること。 

 

 (2) 前号の規定による面接は、利用者の居宅を訪問す

ることによって行うこと。ただし、次のいずれにも該

当する場合であって、少なくとも２月に１回、利用者

の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の

居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置等

を活用して、利用者に面接することができるものと

する。 

  ア テレビ電話装置等を活用して面接を行うことに

ついて、利用者の同意を得ていること。 

  イ サービス担当者会議等において、次に掲げる事

項について主治の医師、担当者その他の関係者の

合意を得ていること。 

   (ｱ) 利用者の心身の状況が安定していること。 

   (ｲ) 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎

通を行うことができること。 

   (ｳ) 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用

したモニタリングでは把握できない情報につい

て、担当者から提供を受けること。 

 (3) 〔略〕 

１９ 〔略〕 

２０ 〔略〕 

２１ 〔略〕 

２２ 〔略〕 

２３ 〔略〕 

２４ 〔略〕 

２５ 〔略〕 

２６ 〔略〕 

２７ 〔略〕 

２８ 〔略〕 

２９ 〔略〕 

１３ 〔略〕 

１４ 第３項から第１２項までの規定は、前項に規定す

る居宅サービス計画の変更について準用する。 

１５ 〔略〕 

１６ 介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、利

用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連

絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次

に定めるところにより行わなければならない。 

 (1) 少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、利

用者に面接すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 〔略〕 

１７ 〔略〕 

１８ 〔略〕 

１９ 〔略〕 

２０ 〔略〕 

２１ 〔略〕 

２２ 〔略〕 

２３ 〔略〕 

２４ 〔略〕 

２５ 〔略〕 

２６ 〔略〕 

２７ 〔略〕 



２９－４５ 

３０ 〔略〕 

３１ 〔略〕 

３２ 指定居宅介護支援事業者は、法第１１５条の２３

第３項の規定に基づき、地域包括支援センターの設置

者である指定介護予防支援事業者から指定介護予防支

援の業務の委託を受けるに当たっては、その業務量等

を勘案し、当該指定居宅介護支援事業者が行う指定居

宅介護支援の業務が適正に実施できるよう配慮しなけ

ればならない。 

３３ 〔略〕 

 （掲示） 

第２７条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支

援事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、介護支援

専門員の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの

選択に資すると認められる重要事項（以下この条にお

いて「重要事項」という。）を掲示しなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、重要事項を記載した書

面を当該指定居宅介護支援事業所に備え付け、かつ、こ

れをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、

前項の規定による掲示に代えることができる。 

 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項を

ウェブサイトに掲載しなければならない。 

 （記録の整備） 

第３５条 〔略〕 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居

宅介護支援の提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から２年間保存しなければならない。 

 (1) 第１６条第１５項に規定する指定居宅サービス事

業者等との連絡調整に関する記録 

(2) 〔略〕 

 (3) 第１６条第４項の規定による身体的拘束等の態様

及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録 

 (4) 〔略〕  

 (5) 〔略〕 

 (6) 〔略〕 

（電磁的記録等） 

第３７条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支

援の提供に当たる者並びに基準該当居宅介護支援の事

２８ 〔略〕 

２９ 〔略〕 

３０ 指定居宅介護支援事業者は、法第１１５条の２３

第３項の規定に基づき、指定介護予防支援事業者から

指定介護予防支援の業務の委託を受けるに当たって

は、その業務量等を勘案し、当該指定居宅介護支援事業

者が行う指定居宅介護支援の業務が適正に実施できる

よう配慮しなければならない。 

 

３１ 〔略〕 

 （掲示） 

第２７条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支

援事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、介護支援

専門員の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの

選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければ

ならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する重要事

項を記載した書面を当該指定居宅介護支援事業所に備

え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させ

ることにより、同項の規定による掲示に代えることが

できる。 

 

 

 （記録の整備） 

第３５条 〔略〕 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居

宅介護支援の提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から２年間保存しなければならない。 

 (1) 第１６条第１３項に規定する指定居宅サービス事

業者等との連絡調整に関する記録 

(2) 〔略〕 

 

 

 

 (3) 〔略〕 

 (4) 〔略〕 

 (5) 〔略〕 

（電磁的記録等） 

第３７条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支

援の提供に当たる者並びに基準該当居宅介護支援の事



２９－４６ 

業を行う者及び基準該当居宅支援の提供に当たる者

（次項において「指定居宅介護支援事業所等」という。）

は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この

条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄

本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によ

って認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うこ

とが規定されている又は想定されるもの（第１０条（前

条において準用する場合を含む。）及び第１６条第３０

項（前条において準用する場合を含む。）並びに次項に

規定するものを除く。）については、書面に代えて、当

該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 〔略〕 

（会議等におけるテレビ電話装置等の活用） 

第３８条 第１６条第１１項（第３６条において準用す

る場合を含む。以下この条において同じ。）に規定する

サービス担当者会議並びに第２６条第１号及び第３３

条第１号（これらの規定を第３６条において準用する

場合を含む。）に規定する委員会は、テレビ電話装置そ

の他の情報通信機器（以下この条において「テレビ電話

装置等」という。）を活用して行うことができる。ただ

し、同項に規定するサービス担当者会議に利用者又は

その家族（以下この条において「利用者等」という。）

が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用

についての当該利用者等の同意を得なければならな

い。 

業を行う者及び基準該当居宅支援の提供に当たる者

（次項において「指定居宅介護支援事業所等」という。）

は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この

条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄

本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によ

って認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うこ

とが規定されている又は想定されるもの（第１０条（前

条において準用する場合を含む。）及び第１６条第２８

項（前条において準用する場合を含む。）並びに次項に

規定するものを除く。）については、書面に代えて、当

該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 〔略〕 

（会議等におけるテレビ電話装置等の活用） 

第３８条 第１６条第９項（第３６条において準用する

場合を含む。以下この条において同じ。）に規定するサ

ービス担当者会議並びに第２６条第１号及び第３３条

第１号（これらの規定を第３６条において準用する場

合を含む。）に規定する委員会は、テレビ電話装置その

他の情報通信機器（以下この条において「テレビ電話装

置等」という。）を活用して行うことができる。ただし、

第１６条第９項に規定するサービス担当者会議に利用

者又はその家族（以下この条において「利用者等」とい

う。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の

活用についての当該利用者等の同意を得なければなら

ない。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和７年３月３１日までの間は、

第１条の規定による改正後の宮古市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例（以下「新地域密着型サービス基準条例」という。）第３

５条第３項(新地域密着型サービス基準条例第６０条、第６０条の２０、第６０条の３８、

第６０条の４０、第８１条、第１０９条、第１２９条、第１５０条、第１７８条、第１

９０条及び第２０３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中



２９－４７ 

「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項をウェブサ

イトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」と、第２条の規定による改正後の

宮古市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定

める条例（以下「新地域密着型介護予防サービス基準条例」という。）第３３条第３項（新

地域密着型介護予防サービス基準条例第６６条及び第８７条において準用する場合を含

む。）の規定の適用については、同項中「指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、

原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」

と、第３条の規定による改正後の宮古市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定め

る条例（以下「新指定介護予防支援等基準条例」という。）第２５条第３項（新指定介護

予防支援等基準条例第３７条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、

同項中「指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。」とあるのは「削除」と、第４条の規定による改正後の宮古市指定居宅

介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例（以下「新指定居宅介護支

援等基準条例」という。）第２７条第３項（新指定居宅介護支援等基準条例第３６条にお

いて準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定居宅介護支援事業者

は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削

除」とする。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

３ 施行日から令和７年３月３１日までの間は、新地域密着型サービス基準条例第９３条

第７号及び第１９８条第７号並びに新地域密着型介護予防サービス基準条例第５４条第

３項の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよ

う努めなければ」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討

するための委員会の設置に係る経過措置） 

４ 施行日から令和９年３月３１日までの間は、新地域密着型サービス基準条例第１０７

条の２（新地域密着型サービス基準条例第１２９条、第１５０条、第１７８条、第１９

０条及び第２０３条において準用する場合を含む。）及び新地域密着型介護予防サービ

ス基準条例第６４条の２（新地域密着型介護予防サービス基準条例第８７条において準

用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「しなければ」とあるの

は、「するよう努めなければ」とする。 

（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

５ 施行日から令和９年３月３１日までの間は、新地域密着型サービス基準条例第１７３

条第１項（新地域密着型サービス基準条例第１９０条において準用する場合を含む。）の

規定の適用については、同項中「定めておかなければ」とあるのは、「定めておくよう努

めなければ」とする。 

令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德  

理由 



２９－４８ 

 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等の見直しに伴い、

指定地域密着型サービス、指定地域密着型介護予防サービス、指定介護予防支援等及び指

定居宅介護支援等の基準を改めようとするものである。これが、この条例案を提出する理

由である。 

 

･ 



３０－１ 

議案第３０号 

宮古市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 

宮古市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平

成２６年宮古市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（利用定員） 

第４条 〔略〕 

２ 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる特定教育・

保育施設の区分に応じ、当該各号に定める小学校就学前

子どもの区分ごとの利用定員を定めるものとする。ただ

し、法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもの区

分にあっては、満１歳に満たない小学校就学前子ども及

び満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して定める

ものとする。 

 (1) 認定こども園 法第１９条各号に掲げる小学校就

学前子どもの区分 

 (2) 幼稚園 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前

子どもの区分 

 (3) 保育所 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前

子どもの区分及び同条第３号に掲げる小学校就学前

子どもの区分 

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 〔略〕 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園及び幼稚園に限る。

以下この項において同じ。）は、利用の申込みに係る法

第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもの数及び

当該特定教育・保育施設を現に利用している同号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもの数の合計が、当該特定教育・保育施設の同号に掲

げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数

を超える場合においては、抽選、申込みを受けた順序に

より決定する方法、当該特定教育・保育施設の設置者の

教育・保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その

他公正な方法（第４項において「選考方法」という。）

により選考しなければならない。 

 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園及び保育所に限る。

以下この項において同じ。）は、利用の申込みに係る法

（利用定員） 

第４条 〔略〕 

２ 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる特定教育・

保育施設の区分に応じ、当該各号に定める小学校就学前

子どもの区分ごとの利用定員を定めるものとする。ただ

し、法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分にあっては、満１歳に満たない小学校就学前子

ども及び満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して

定めるものとする。 

 (1) 認定こども園 法第１９条第１項各号に掲げる小

学校就学前子どもの区分 

 (2) 幼稚園 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校

就学前子どもの区分 

 (3) 保育所 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校

就学前子どもの区分及び同項第３号に掲げる小学校

就学前子どもの区分 

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 〔略〕 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園及び幼稚園に限る。

以下この項において同じ。）は、利用の申込みに係る法

第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの

数及び当該特定教育・保育施設を現に利用している法第

１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもの数の合計が、当該特

定教育・保育施設の法第１９条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超え

る場合においては、抽選、申込みを受けた順序により決

定する方法、当該特定教育・保育施設の設置者の教育・

保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その他公正

な方法（第４項において「選考方法」という。）により

選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園及び保育所に限る。

以下この項において同じ。）は、利用の申込みに係る法



３０－２ 

第１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子ど

もの数及び当該特定教育・保育施設を現に利用している

同条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもの数の合計が、当該

特定教育・保育施設の同条第２号又は第３号に掲げる小

学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超え

る場合においては、法第２０条第４項の規定による認定

に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案

し、保育を受ける必要性が高いと認められる教育・保育

給付認定子どもが優先的に利用できるよう、選考するも

のとする。 

４・５ 〔略〕 

 （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 〔略〕 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園及び保育所に限る。

以下この項において同じ。）は、法第１９条第２号又は

第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもに係る当該特定教育・保育施設の利用

について児童福祉法第２４条第３項（同法附則第７３条

第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）

の規定により市が行う調整及び要請に対し、できる限り

協力しなければならない。 

 （受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を

求められた場合は、教育・保育給付認定保護者の提示す

る支給認定証（教育・保育給付認定保護者が支給認定証

の交付を受けていない場合にあっては、子ども・子育て

支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第７条

第２項の規定による通知）によって、教育・保育給付認

定の有無、教育・保育給付認定子どもの該当する法第１

９条各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、教育・保

育給付認定の有効期間及び保育必要量等を確かめるも

のとする。 

 （利用者負担額等の受領） 

第１３条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほ

か、特定教育・保育において提供される便宜に要する費

用のうち、次に掲げる費用の額の支払を教育・保育給付

認定保護者から受けることができる。 

第１９条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学

前子どもの数及び当該特定教育・保育施設を現に利用し

ている法第１９条第１項第２号又は第３号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

の数の合計が、当該特定教育・保育施設の法第１９条第

１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもの

区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、法

第２０条第４項の規定による認定に基づき、保育の必要

の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性

が高いと認められる教育・保育給付認定子どもが優先的

に利用できるよう、選考するものとする。 

４・５ 〔略〕 

 （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 〔略〕 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園及び保育所に限る。

以下この項において同じ。）は、法第１９条第１項第２

号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもに係る当該特定教育・保育施

設の利用について児童福祉法第２４条第３項（同法附則

第７３条第１項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）の規定により市が行う調整及び要請に対し、

できる限り協力しなければならない。 

 （受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を

求められた場合は、教育・保育給付認定保護者の提示す

る支給認定証（教育・保育給付認定保護者が支給認定証

の交付を受けていない場合にあっては、子ども・子育て

支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第７条

第２項の規定による通知）によって、教育・保育給付認

定の有無、教育・保育給付認定子どもの該当する法第１

９条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、教

育・保育給付認定の有効期間及び保育必要量等を確かめ

るものとする。 

 （利用者負担額等の受領） 

第１３条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほ

か、特定教育・保育において提供される便宜に要する費

用のうち、次に掲げる費用の額の支払を教育・保育給付

認定保護者から受けることができる。 
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 (1)・(2) 〔略〕 

 (3) 食事の提供（次のアからウまでに掲げるものを除

く。）に要する費用 

  ア 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・

保育給付認定子どものうち、その教育・保育給付認

定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者と同一

の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額

がそれぞれ（ア）又は（イ）に定める金額未満であ

るものに対する副食の提供 

   (ｱ) 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども ７７，

１０１円 

   (ｲ) 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども（特定満

３歳以上保育認定子どもを除く。イ（イ）におい

て同じ。） ５７，７００円（令第４条第２項第

６号に規定する特定教育・保育給付認定保護者に

あっては、７７，１０１円） 

  イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・

保育給付認定子どものうち、負担額算定基準子ども

又は小学校第３学年修了前子ども（小学校、義務教

育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第

１学年から第３学年までに在籍する子どもをいう。

以下同じ。）が同一の世帯に３人以上いる場合にそ

れぞれ（ア）又は（イ）に定める者に該当するもの

に対する副食の提供（アに該当するものを除く。） 

   (ｱ) 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども 負担額

算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ど

も（そのうち最年長者及び２番目の年長者である

者を除く。）である者 

   (ｲ) 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども 負担額

算定基準子ども（そのうち最年長者及び２番目の

年長者である者を除く。）である者 

  ウ 〔略〕 

 (4)・(5) 〔略〕 

５・６ 〔略〕 

 （特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設

 (1)・(2) 〔略〕 

 (3) 食事の提供（次のアからウまでに掲げるものを除

く。）に要する費用 

  ア 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・

保育給付認定子どものうち、その教育・保育給付認

定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者と同一

の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額

がそれぞれ（ア）又は（イ）に定める金額未満であ

るものに対する副食の提供 

   (ｱ) 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども 

７７，１０１円 

   (ｲ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。イ（イ）

において同じ。） ５７，７００円（令第４条第

２項第６号に規定する特定教育・保育給付認定保

護者にあっては、７７，１０１円） 

  イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・

保育給付認定子どものうち、負担額算定基準子ども

又は小学校第３学年修了前子ども（小学校、義務教

育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第

１学年から第３学年までに在籍する子どもをいう。

以下同じ。）が同一の世帯に３人以上いる場合にそ

れぞれ（ア）又は（イ）に定める者に該当するもの

に対する副食の提供（アに該当するものを除く。） 

   (ｱ) 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども 

負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了

前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者

である者を除く。）である者 

   (ｲ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども 

負担額算定基準子ども（そのうち最年長者及び２

番目の年長者である者を除く。）である者 

  ウ 〔略〕 

 (4)・(5) 〔略〕 

５・６ 〔略〕 

 （特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設
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の区分に応じ、当該各号に定めるものに基づき、小学校

就学前子どもの心身の状況等に応じて、特定教育・保育

の提供を適切に行わなければならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 認定こども園（認定こども園法第３条第１項又は

第３項の認定を受けた施設及び同条第１０項の規定

による公示がされたものに限る。） 次号及び第４号

に定めるもの 

 (3) 幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法（昭和２２年

法律第２６号）第２５条第１項の規定に基づき文部科

学大臣が定める幼稚園の教育課程その他の教育内容

に関する事項をいう。） 

 (4) 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準（昭和２３年厚生省令第６３号）第３５条の規定に

基づき保育所における保育の内容について内閣総理

大臣が定める指針 

２ 〔略〕 

 （運営規程） 

第２０条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営

についての重要事項に関する規程（第２３条において

「運営規程」という。）を定めておかなければならない。 

 (1)～(3) 〔略〕 

 (4) 特定教育・保育の提供を行う日（法第１９条第１号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員

を定めている施設にあっては、学期を含む。以下この

号において同じ。）及び時間並びに特定教育・保育の

提供を行わない日 

 (5)～(11) 〔略〕 

 （特別利用保育の基準） 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この

条において同じ。）が法第１９条第１号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対

し特別利用保育を提供する場合には、法第３４条第１項

第３号に規定する基準を遵守しなければならない。 

 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用保

育を提供する場合には、当該特別利用保育に係る法第１

９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの数及び当該特定教育・保育施

設を現に利用している同条第２号に掲げる小学校就学

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものに基づ

き、小学校就学前子どもの心身の状況等に応じて、特定

教育・保育の提供を適切に行わなければならない。 

 (1) 〔略〕 

 (2) 認定こども園（認定こども園法第３条第１項又は

第３項の認定を受けた施設及び同条第１１項の規定

による公示がされたものに限る。） 次号及び第４号

に定めるもの 

 (3) 幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法（昭和２２年

法律第２６号）第２５条の規定に基づき文部科学大臣

が定める幼稚園の教育課程その他の教育内容に関す

る事項をいう。） 

 (4) 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準（昭和２３年厚生省令第６３号）第３５条の規定に

基づき保育所における保育の内容について厚生労働

大臣が定める指針 

２ 〔略〕 

 （運営規程） 

第２０条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営

についての重要事項に関する規程（第２３条において

「運営規程」という。）を定めておかなければならない。 

 (1)～(3) 〔略〕 

 (4) 特定教育・保育の提供を行う日（法第１９条第１項

第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利

用定員を定めている施設にあっては、学期を含む。以

下この号において同じ。）及び時間並びに特定教育・

保育の提供を行わない日 

 (5)～(11) 〔略〕 

 （特別利用保育の基準） 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この

条において同じ。）が法第１９条第１項第１号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もに対し特別利用保育を提供する場合には、法第３４条

第１項第３号に規定する基準を遵守しなければならな

い。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用保

育を提供する場合には、当該特別利用保育に係る法第１

９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもの数及び当該特定教育・

保育施設を現に利用している法第１９条第１項第２号
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前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数の合

計が、第４条第２項第３号の規定により定められた法第

１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用

定員の数を超えないものとする。 

 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用

保育を提供する場合には、特定教育・保育には特別利用

保育を、施設型給付費には特例施設型給付費（法第２８

条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３項におい

て同じ。）を、それぞれ含むものとして、前節（第６条

第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。

この場合において、第６条第２項中「特定教育・保育施

設（認定こども園及び幼稚園に限る。以下この項におい

て同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利

用保育を提供している施設に限る。以下この項において

同じ。）」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同条第

１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども」と、「同号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」とあるの

は「同条第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係

る利用定員の総数」と、第１３条第２項中「法第２７条

第３項第１号に規定する額」とあるのは「法第２８条第

２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）中「教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定

子ども（特別利用保育を受ける者を除く。）」と、同号

イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含

む。）」とする。 

 

 （特別利用教育の基準） 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。次項及び

第３項において同じ。）が法第１９条第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

に対し、特別利用教育を提供する場合には、法第３４条

第１項第２号に規定する基準を遵守しなければならな

い。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用教

育を提供する場合には、当該特別利用教育に係る法第１

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの数の合計が、第４条第２項第３号の規定に

より定められた法第１９条第１項第２号に掲げる小学

校就学前子どもに係る利用定員の数を超えないものと

する。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用

保育を提供する場合には、特定教育・保育には特別利用

保育を、施設型給付費には特例施設型給付費（法第２８

条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３項におい

て同じ。）を、それぞれ含むものとして、前節（第６条

第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。

この場合において、第６条第２項中「特定教育・保育施

設（認定こども園及び幼稚園に限る。以下この項におい

て同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利

用保育を提供している施設に限る。以下この項において

同じ。）」と、「法第１９条第１項第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」

とあるのは「法第１９条第１項第１号又は第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども」と、「法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就

学前子どもの区分に係る利用定員の総数」とあるのは

「法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分に係る利用定員の総数」と、第１３条第２項中

「法第２７条第３項第１号に規定する額」とあるのは

「法第２８条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ

（ア）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を除

く。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用

保育を受ける者を含む。）」とする。 

 （特別利用教育の基準） 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。次項及び

第３項において同じ。）が法第１９条第１項第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもに対し、特別利用教育を提供する場合には、法第

３４条第１項第２号に規定する基準を遵守しなければ

ならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用教

育を提供する場合には、当該特別利用教育に係る法第１
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９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの数及び当該特定教育・保育施

設を現に利用している同条第１号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数の合

計が、第４条第２項第２号の規定により定められた法第

１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用

定員の数を超えないものとする。 

 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用

教育を提供する場合には、特定教育・保育には特別利用

教育を、施設型給付費には特例施設型給付費を、それぞ

れ含むものとして、前節（第６条第３項及び第７条第２

項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第

６条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１号に

掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申

込みに係る法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子

どもの数」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもの数の合計」とあるの

は「同条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもの数の合計」と、

第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に規定する

額」とあるのは「法第２８条第２項第３号の内閣総理大

臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４

項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受

ける者を含む。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども

（特別利用教育を受ける者を除く。）」とする。 

 

 （利用定員） 

第３７条 〔略〕 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の種類及び

当該特定地域型保育の種類に係る特定地域型保育事業

を行う事業所（以下「特定地域型保育事業所」という。）

ごとに、法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子ども

に係る利用定員（事業所内保育事業を行う事業所にあっ

ては、家庭的保育事業等基準条例第４２条の規定を踏ま

え、その雇用する労働者の監護する小学校就学前子ども

を保育するため当該事業所内保育事業を自ら施設を設

置して行う事業主に係る当該小学校就学前子ども（当該

９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもの数及び当該特定教育・

保育施設を現に利用している法第１９条第１項第１号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの数の合計が、第４条第２項第２号の規定に

より定められた法第１９条第１項第１号に掲げる小学

校就学前子どもに係る利用定員の数を超えないものと

する。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用

教育を提供する場合には、特定教育・保育には特別利用

教育を、施設型給付費には特例施設型給付費を、それぞ

れ含むものとして、前節（第６条第３項及び第７条第２

項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第

６条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利

用の申込みに係る法第１９条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもの数」と、「法第１９条第１項第１号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの数の合計」とあるのは「法第１９条第１項

第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもの数の合計」と、第１３

条第２項中「法第２７条第３項第１号に規定する額」と

あるのは「法第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３

号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは

「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者

を含む。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定

子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別

利用教育を受ける者を除く。）」とする。 

 （利用定員） 

第３７条 〔略〕 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の種類及び

当該特定地域型保育の種類に係る特定地域型保育事業

を行う事業所（以下「特定地域型保育事業所」という。）

ごとに、法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員（事業所内保育事業を行う事業所

にあっては、家庭的保育事業等基準条例第４２条の規定

を踏まえ、その雇用する労働者の監護する小学校就学前

子どもを保育するため当該事業所内保育事業を自ら施

設を設置して行う事業主に係る当該小学校就学前子ど
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事業所内保育事業が、事業主団体に係るものにあっては

事業主団体の構成員である事業主の雇用する労働者の

監護する小学校就学前子どもとし、共済組合等（児童福

祉法第６条の３第１２項第１号ハに規定する共済組合

等をいう。）に係るものにあっては共済組合等の構成員

（同号ハに規定する共済組合等の構成員をいう。）の監

護する小学校就学前子どもとする。）及びその他の小学

校就学前子どもごとに定める法第１９条第３号に掲げ

る小学校就学前子どもに係る利用定員とする。）を、満

１歳に満たない小学校就学前子どもと満１歳以上の小

学校就学前子どもに区分して定めるものとする。 

 

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第３９条 〔略〕 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第１

９条第３号に掲げる小学校就学前子どもの数及び特定

地域型保育事業所を現に利用している満３歳未満保育

認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以

下この章において同じ。）の数の合計が、当該特定地域

型保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの区

分に係る利用定員の総数を超える場合においては、法第

２０条第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が

高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的

に利用できるよう、選考するものとする。 

 

３・４ 〔略〕 

 （特定地域型保育の取扱方針） 

第４４条 特定地域型保育事業者は、児童福祉施設の設備

及び運営に関する基準第３５条の規定に基づき保育所

における保育の内容について内閣総理大臣が定める指

針に準じ、それぞれの事業の特性に留意して、小学校就

学前子どもの心身の状況等に応じて、特定地域型保育の

提供を適切に行わなければならない。 

 （特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子どもに対し特別利用地域型保育を提供する場合に

は、法第４６条第１項に規定する地域型保育事業の認可

基準を遵守しなければならない。 

も（当該事業所内保育事業が、事業主団体に係るものに

あっては事業主団体の構成員である事業主の雇用する

労働者の監護する小学校就学前子どもとし、共済組合等

（児童福祉法第６条の３第１２項第１号ハに規定する

共済組合等をいう。）に係るものにあっては共済組合等

の構成員（同号ハに規定する共済組合等の構成員をい

う。）の監護する小学校就学前子どもとする。）及びそ

の他の小学校就学前子どもごとに定める法第１９条第

１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定

員とする。）を、満１歳に満たない小学校就学前子ども

と満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して定める

ものとする。 

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第３９条 〔略〕 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第１

９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもの数及

び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳未

満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除

く。以下この章において同じ。）の数の合計が、当該特

定地域型保育事業所の法第１９条第１項第３号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を

超える場合においては、法第２０条第４項の規定による

認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘

案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未

満保育認定子どもが優先的に利用できるよう、選考する

ものとする。 

３・４ 〔略〕 

 （特定地域型保育の取扱方針） 

第４４条 特定地域型保育事業者は、児童福祉施設の設備

及び運営に関する基準第３５条の規定に基づき保育所

における保育の内容について厚生労働大臣が定める指

針に準じ、それぞれの事業の特性に留意して、小学校就

学前子どもの心身の状況等に応じて、特定地域型保育の

提供を適切に行わなければならない。 

 （特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもに対し特別利用地域型保育を提供する

場合には、法第４６条第１項に規定する地域型保育事業

の認可基準を遵守しなければならない。 
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２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用

地域型保育を提供する場合には、当該特別利用地域型保

育に係る法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び特定地

域型保育事業所を現に利用している満３歳未満保育認

定子ども（次条第１項の規定により特定利用地域型保育

を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の

対象となる法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）の

数の合計が、第３７条第２項の規定により定められた利

用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利

用地域型保育を提供する場合には、特定地域型保育には

特別利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域

型保育給付費（法第３０条第１項の特例地域型保育給付

費をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含

むものとして、この章（第４０条第２項を除き、前条に

おいて準用する第８条から第１４条まで（第１０条及び

第１３条を除く。）、第１７条から第１９条まで及び第

２３条から第３３条までを含む。次条第３項において同

じ。）の規定を適用する。この場合において、第３９条

第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第３号に掲げ

る小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込み

に係る法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども

の数」と、「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以

上保育認定子どもを除く。以下この章において同じ。）」

とあるのは「同条第１号又は第３号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（第５２

条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する

場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる

法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもを含む。）」と、「法第

２０条第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が

高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的

に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを受け

た順序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者

の保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その他公

正な方法により」と、第４３条第１項中「教育・保育給

付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用

地域型保育を提供する場合には、当該特別利用地域型保

育に係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び

特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳未満

保育認定子ども（次条第１項の規定により特定利用地域

型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型

保育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

を含む。）の数の合計が、第３７条第２項の規定により

定められた利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利

用地域型保育を提供する場合には、特定地域型保育には

特別利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域

型保育給付費（法第３０条第１項の特例地域型保育給付

費をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含

むものとして、この章（第４０条第２項を除き、前条に

おいて準用する第８条から第１４条まで（第１０条及び

第１３条を除く。）、第１７条から第１９条まで及び第

２３条から第３３条までを含む。次条第３項において同

じ。）の規定を適用する。この場合において、第３９条

第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１項第３号

に掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の

申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校

就学前子どもの数」と、「満３歳未満保育認定子ども（特

定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この章におい

て同じ。）」とあるのは「法第１９条第１項第１号又は

第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども（第５２条第１項の規定により特定利

用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用

地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもを含む。）」と、「法第２０条第４項の規定によ

る認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を

勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳

未満保育認定子どもが優先的に利用できるよう、」とあ

るのは「抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、

当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方

針等に基づく選考その他公正な方法により」と、第４３

条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教
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（特別利用地域型保育の対象となる法第１９条第１号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」

と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」

とあるのは「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が

定める基準により算定した費用の額」と、同条第３項中

「前２項」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前３

項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあるの

は「掲げる費用及び食事の提供（第１３条第４項第３号

ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と、同

条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする。 

 

 （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９条第２号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子どもに対し特定利用地域型保育を提供する場合に

は、法第４６条第１項に規定する地域型保育事業の認可

基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用

地域型保育を提供する場合には、当該特定利用地域型保

育に係る法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び特定地

域型保育事業所を現に利用している同条第３号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども（前条第１項の規定により特別利用地域型保育を提

供する場合にあっては、当該特別利用地域型保育の対象

となる法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）の数の

合計が、第３７条第２項の規定により定められた利用定

員の数を超えないものとする。 

 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利

用地域型保育を提供する場合には、特定地域型保育には

特定利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域

型保育給付費を、それぞれ含むものとして、この章の規

定を適用する。この場合において、第４３条第１項中「教

育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付

認定保護者（特定利用地域型保育の対象となる法第１９

条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもに

育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象と

なる法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る教育・

保育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法

第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３

０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により

算定した費用の額」と、同条第３項中「前２項」とある

のは「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるのは「前

２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び

食事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるも

のを除く。）に要する費用」と、同条第５項中「前各項」

とあるのは「前３項」とする。 

 （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１項第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもに対し特定利用地域型保育を提供する

場合には、法第４６条第１項に規定する地域型保育事業

の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用

地域型保育を提供する場合には、当該特定利用地域型保

育に係る法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数及び

特定地域型保育事業所を現に利用している法第１９条

第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども（前条第１項の規定により特

別利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特別

利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第１号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもを含む。）の数の合計が、第３７条第２項の

規定により定められた利用定員の数を超えないものと

する。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利

用地域型保育を提供する場合には、特定地域型保育には

特定利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域

型保育給付費を、それぞれ含むものとして、この章の規

定を適用する。この場合において、第４３条第１項中「教

育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付

認定保護者（特定利用地域型保育の対象となる法第１９

条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定
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限る。）に係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」

と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」

とあるのは「法第３０条第２項第３号の内閣総理大臣が

定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項中

「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供

（特定利用地域型保育の対象となる特定満３歳以上保

育認定子どもに対するもの及び満３歳以上保育認定子

ども（令第４条第１項第２号に規定する満３歳以上保育

認定子どもをいう。）に係る第１３条第４項第３号ア又

はイに掲げるものを除く。）に要する費用」とする。 

子どもに限る。）に係る教育・保育給付認定保護者に限

る。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に

掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３号の内閣

総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同

条第４項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び

食事の提供（特定利用地域型保育の対象となる特定満３

歳以上保育認定子どもに対するもの及び満３歳以上保

育認定子ども（令第４条第１項第２号に規定する満３歳

以上保育認定子どもをいう。）に係る第１３条第４項第

３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と

する。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德  

理由 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運

営に関する基準が改正されたことに伴い、所要の改正をしようとするものである。これが、

この条例案を提出する理由である。 

 

 

･ 
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議案第３１号 

宮古市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例 

 宮古市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年宮古市

条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（保育の内容） 

第２５条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設の設備及び

運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第３

５条に規定する内閣総理大臣が定める指針に準じ、家庭

的保育事業の特性に留意して、保育する乳幼児の心身の

状況等に応じた保育を提供しなければならない。 

（保育の内容） 

第２５条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設の設備及び

運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第３

５条に規定する厚生労働大臣が定める指針に準じ、家庭

的保育事業の特性に留意して、保育する乳幼児の心身の

状況等に応じた保育を提供しなければならない。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德 

理由 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準が改正されたことに伴い、所要の改正を

しようとするものである。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第３２号 

   宮古市漁港管理条例及び宮古市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一

部を改正する条例 

 （宮古市漁港管理条例の一部改正） 

第１条 宮古市漁港管理条例（平成１７年宮古市条例第１４０号）の一部を次のように改

正する。 

改正後 改正前 

（趣旨） 

第１条 この条例は、漁港及び漁場の整備等に関する法律

（昭和２５年法律第１３７号。以下「法」という。）第

２６条の規定に基づき、市が管理する漁港（以下「漁港」

という。）の維持管理に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、漁港漁場整備法（昭和２５年法律第

１３７号。以下「法」という。）第２６条の規定に基づ

き、市が管理する漁港（以下「漁港」という。）の維持

管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （宮古市風致地区内における建築等の規制に関する条例の一部改正） 

第２条 宮古市風致地区内における建築等の規制に関する条例（平成２６年宮古市条例第

２３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （行為の制限） 

第３条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 

４ 次に掲げる行為及びこれらに類する行為については、

第１項の許可を受け、又は前項の規定による協議をす

ることを要しない。この場合において、これらの行為を

しようとする者は、あらかじめ、規則で定めるところに

より、市長にその旨を通知しなければならない。通知し

た事項を変更しようとするときも、同様とする。 

(1)～(19) 〔略〕 

(20) 漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和２５年

法律第１３７号）第３条第１号に掲げる基本施設若

しくは同条第２号イ及びロに掲げる機能施設に関す

る工事の施行又は漁港施設の管理に係る行為 

(21)～(34) 〔略〕 

 （行為の制限） 

第３条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 

４ 次に掲げる行為及びこれらに類する行為については、

第１項の許可を受け、又は前項の規定による協議をす

ることを要しない。この場合において、これらの行為を

しようとする者は、あらかじめ、規則で定めるところに

より、市長にその旨を通知しなければならない。通知し

た事項を変更しようとするときも、同様とする。 

(1)～(19) 〔略〕 

(20) 漁港漁場整備法（昭和２５年法律第１３７号）第

３条第１号に掲げる基本施設若しくは同条第２号イ

及びロに掲げる機能施設に関する工事の施行又は漁

港施設の管理に係る行為 

(21)～(34) 〔略〕 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德 

 理由 
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漁港漁場整備法の改正に伴い、所要の改正をしようとするものである。これが、この条

例案を提出する理由である。 
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議案第３３号 

   宮古市手数料条例の一部を改正する条例 

 宮古市手数料条例（平成１７年宮古市条例第７９号）の一部を次のように改正する。 

 改正後 改正前 

１ 別表（第２条関係） 

事務 名称 金額 

1～11の2 〔略〕 

12 建築基準法第

85条第6項の規定

に基づく仮設興

行場等の建築の

許可の申請又は

同法第87条の3第

6項の規定に基づ

く建築物の用途

を変更して興行

場等として使用

することの許可

の申請に対する

審査 

〔略〕 

13～67 〔略〕 

備考 〔略〕 

別表（第２条関係） 

事務 名称 金額 

1～11の2 〔略〕 

12 建築基準法第

85条第5項の規定

に基づく仮設興

行場等の建築の

許可の申請又は

同法第87条の3第

5項の規定に基づ

く建築物の用途

を変更して興行

場等として使用

することの許可

の申請に対する

審査 

〔略〕 

13～67 〔略〕 

備考 〔略〕 

２ 別表（第２条関係） 

事務 名称 金額 

1～56 〔略〕 

57 都市の低炭素

化の促進に関す

る法律（平成24年

法律第84号。以下

「都市低炭素化

促進法」という。）

第53条第1項の規

定に基づく低炭

素建築物新築等

計画の認定の申

請に対する審査 

低 炭

素 建

築 物

新 築

等 計

画 認

定 申

請 手

数料 

申請1件につき、次

に掲げる建築物等

の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める

額 

(1) 一戸建ての住

宅又は人の居住

の用に供する部

分を有する建築

物（一戸建ての

住宅及び共同住

宅等を除く。以

下この項及び第

58項にお いて

「住宅・非住宅

複合建築物」と

いう。）（一戸建

てであるものに

限る。）の住戸

別表（第２条関係） 

事務 名称 金額 

1～56 〔略〕 

57 都市の低炭素

化の促進に関す

る法律（平成24年

法律第84号。以下

「都市低炭素化

促進法」という。）

第53条第1項の規

定に基づく低炭

素建築物新築等

計画の認定の申

請に対する審査 

低 炭

素 建

築 物

新 築

等 計

画 認

定 申

請 手

数料 

申請1件につき、次

に掲げる建築物等

の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める

額 

(1) 一戸建ての住

宅又は人の居住

の用に供する部

分を有する建築

物（一戸建ての

住宅及び共同住

宅等を除く。以

下この項及び第

58 項 に お い て

「住宅・非住宅

複合建築物」と

いう。）（一戸建

てであるものに

限る。）の住戸
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（当該住宅又は

当該住戸のエネ

ルギー消費性能

（建築物のエネ

ルギー消費性能

の向上等に関す

る法律（平成27

年法律第53号。

以下「建築物省

エ ネ法」 とい

う。）第2条第1項

第2号に規定す

るエネルギー消

費性能をいう。

以下この項、第

58項及び第62項

から第67項まで

において同じ。）

が建築物エネル

ギー消費性能基

準等を定める省

令（平成28年経

済産業省・国土

交通省令第1号。

以下この項、第

58項及び第62項

から第67項まで

において「省令」

という。）第10条

第2号イ（1）及び

ロ（1）に定める

基準に適合する

ものとしてされ

た認定申請に係

るものに限る。） 

〔略〕 

58～61 〔略〕 

62 建築物省エネ

法第12条第1項又

は第13条第2項の

規定に基づく建

築物エネルギー

消費性能確保計

画（建築物省エネ

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

確 保

申請1件につき、建

築物1棟ごとに、次

に掲げる特定建築

物の非住宅部分の

床面積の区分に応

じ、それぞれ次に

定める額を合算し

（当該住宅又は

当該住戸のエネ

ルギー消費性能

（建築物のエネ

ルギー消費性能

の向上に関する

法律（平成27年

法律第53号。以

下「建築物省エ

ネ法」という。）

第2条第1項第2

号に規定するエ

ネルギー消費性

能をいう。以下

この項、第58項

及び第62項から

第67項までにお

いて同じ。）が建

築物エネルギー

消費性能基準等

を 定 め る 省 令

（平成28年経済

産業省・国土交

通省令第1号。以

下この項、第58

項及び第62項か

ら第67項までに

おいて「省令」と

いう。）第10条第

2号イ（1）及びロ

（1）に定める基

準に適合するも

のとしてされた

認定申請に係る

ものに限る。） 

〔略〕 

58～61 〔略〕 

62 建築物省エネ

法第12条第1項又

は第13条第2項の

規定に基づく建

築物エネルギー

消費性能確保計

画（建築物省エネ

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

確 保

申請1件につき、建

築物1棟ごとに、次

に掲げる特定建築

物の非住宅部分の

床面積の区分に応

じ、それぞれ次に

定める額を合算し
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法第12条第1項に

規定する建築物

エネルギー消費

性能確保計画を

いう。以下この項

から第 64項まで

において同じ。）

に係る建築物エ

ネルギー消費性

能適合性判定の

申請に対する審

査 

計 画

に 係

る 建

築 物

エ ネ

ル ギ

ー 消

費 性

能 適

合 性

判 定

申 請

手 数

料 

た額 

(1) 特定建築物

（建築物省エネ

法第11条第1項

に規定する特定

建築物をいう。

以下この項から

第64項までにお

いて同じ。）の非

住宅部分（同条

第1項に規定す

る非住宅部分を

いう。以下この

項から第67項ま

で におい て同

じ。）が省令第1

条第1項第1号イ

に定める基準に

適合するものと

して提出され、

又は通知された

建築物エネルギ

ー消費性能確保

計画の特定建築

物の非住宅部分

の床面積（建築

物のエネルギー

消費性能の向上

等に関する法律

施行令（平成28

年政令第8号）第

4条第1項に規定

する床面積をい

う。以下この項

から第64項まで

において同じ。）

の合計が300平

方メートル以上

の もの  31万

5,000円 

（2） 〔略〕 

63 〔略〕 

64 建築物のエネ

ルギー消費性能

 〔略〕 

 

法第12条第1項に

規定する建築物

エネルギー消費

性能確保計画を

いう。以下この項

から第 64項まで

において同じ。）

に係る建築物エ

ネルギー消費性

能適合性判定の

申請に対する審

査 

計 画

に 係

る 建

築 物

エ ネ

ル ギ

ー 消

費 性

能 適

合 性

判 定

申 請

手 数

料 

た額 

(1) 特定建築物

（建築物省エネ

法第11条第1項

に規定する特定

建築物をいう。

以下この項から

第64項までにお

いて同じ。）の非

住宅部分（同条

第1項に規定す

る非住宅部分を

いう。以下この

項から第67項ま

で に お い て 同

じ。）が省令第1

条第1項第1号イ

に定める基準に

適合するものと

して提出され、

又は通知された

建築物エネルギ

ー消費性能確保

計画の特定建築

物の非住宅部分

の床面積（建築

物のエネルギー

消費性能の向上

に関する法律施

行令（平成28年

政令第8号）第4

条第1項に規定

する床面積をい

う。以下この項

から第64項まで

において同じ。）

の合計が 300平

方メートル以上

の も の  31万

5,000円 

（2） 〔略〕 

63 〔略〕 

64 建築物のエネ

ルギー消費性能

 〔略〕 

 



３３－４ 

の向上等に関す

る法律施行規則

（平成 28年国土

交通省令第5号）

第 11条の規定に

基づく建築物エ

ネルギー消費性

能確保計画の軽

微な変更に関す

る証明書の交付 

 

 

 

 

 

 

 

 

65～67 〔略〕 

備考 〔略〕 

の向上に関する

法律施行規則（平

成 28年国土交通

省令第5号）第11

条の規定に基づ

く建築物エネル

ギー消費性能確

保計画の軽微な

変更に関する証

明書の交付 

 

 

 

 

 

 

 

 

65～67 〔略〕 

備考 〔略〕 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、表の１の項の改正部分は、公布

の日から施行する。 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德  

理由 

 建築基準法、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の改正に伴い、所要の

改正をしようとするものである。これが、この条例案を提出する理由である。 

． 



３４－１． 

議案第３４号 

宮古市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 
 宮古市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例（平成１７年宮古市条例第２

０３号）の一部を次のように改正する。 
改正後 改正前 

 （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第３４条において準用する地方自治法(昭和

２２年法律第６７号)第２４３条の２の８第８項の規

定により水道事業等の業務に従事する職員の賠償責任

の免除について議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が１０万円以上である

場合とする。 

 （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第３４条において準用する地方自治法(昭和

２２年法律第６７号)第２４３条の２の２第８項の規

定により水道事業等の業務に従事する職員の賠償責任

の免除について議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が１０万円以上である

場合とする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 
 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德 

 理由 
地方自治法の改正に伴い、所要の改正をしようとするものである。これが、この条例案

を提出する理由である。 
  



３５－１ 

議案第３５号 

   宮古市水道事業給水条例及び宮古市水道の布設工事監督者の配置基準及び資格基準

並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例 

 （宮古市水道事業給水条例の一部改正） 

第１条 宮古市水道事業給水条例（平成１７年宮古市条例第２０７号）の一部を次のよう

に改正する。 

改正後 改正前 

（給水装置工事の申込み） 

第５条 給水装置工事（法第１６条の２第３項の国土交

通省令で定める給水装置の軽微な変更に係るものを除

く。以下同じ。）をしようとする者は、市長の定めると

ころにより、あらかじめ市長に申し込み、承認を受けな

ければならない。 

（給水装置の基準違反に対する措置） 

第３３条 〔略〕 

２ 市長は、水の供給を受ける者の給水装置が指定給水

装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るもので

ないときは、その者の給水契約の申込みを拒み、又はそ

の者に対する給水を停止することができる。ただし、法

第１６条の２第３項の国土交通省令で定める給水装置

の軽微な変更であるとき、又は当該給水装置の構造及

び材質が基準に適合していることを確認したときは、

この限りでない。 

（給水装置工事の申込み） 

第５条 給水装置工事（法第１６条の２第３項に規定す

る厚生労働省令で定める給水装置の軽微な変更に係る

ものを除く。以下同じ。）をしようとする者は、市長の

定めるところにより、あらかじめ市長に申し込み、承認

を受けなければならない。 

（給水装置の基準違反に対する措置） 

第３３条 〔略〕 

２ 市長は、水の供給を受ける者の給水装置が指定給水

装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るもので

ないときは、その者の給水契約の申込みを拒み、又はそ

の者に対する給水を停止することができる。ただし、法

第１６条の２第３項の厚生労働省令で定める給水装置

の軽微な変更であるとき、又は当該給水装置の構造及

び材質が基準に適合していることを確認したときは、

この限りでない。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （宮古市水道の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基

準に関する条例の一部改正） 
第２条 宮古市水道の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資

格基準に関する条例（平成２５年宮古市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 
改正後 改正前 

（水道技術管理者の資格） 

第４条 法第１９条第３項に規定する条例で定める資格

は、次のとおりとする。 

 (1)～（5） 〔略〕 

 (6) 国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行

う水道の管理に関する講習の課程を修了した者 

（水道技術管理者の資格） 

第４条 法第１９条第３項に規定する条例で定める資格

は、次のとおりとする。 

 (1)～(5) 〔略〕 

 (6) 厚生労働大臣の登録を受けた者が行う水道の管理

に関する講習の課程を修了した者 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 附 則 
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の宮古市水道の布設工事監督者の配置



３５－２． 

基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例第４条第６号に規定す

る講習を修了した者については、この条例による改正後の同号に規定する者とみなす。 
  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德  
 理由 

水道行政に係る事務の所管が、厚生労働省から国土交通省及び環境省へ移管されること

に伴い、所要の改正をしようとするものである。これが、この条例案を提出する理由であ

る。 

 
 



３６－１ 

議案第３６号 

   財産の取得に関し議決を求めることについて 

 次のとおり財産を取得するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１ 

項第８号及び宮古市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平 

成１７年宮古市条例第５２号）第３条の規定により、議会の議決を求める。 

１ 取得する目的 

  除雪トラックを更新するため 

２ 取得する財産 

種 別 数 量 取得価格 

除雪トラック １台 ３８，５００，０００円 

３ 取得の方法 

  買入れ 

４ 契約の相手方 

  住所 宮古市津軽石第１４地割９０番地４ 

  名称 株式会社イブキ産業宮古支店 

     支店長 箱石 勝志 

  令和６年２月１３日提出 

                           宮古市長 山 本 正 德 

理由 

市道の除雪の用に供する除雪トラックを買入れしようとするものである。これが、この

議案を提出する理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ３６－２． 

参考資料 

 

除雪トラックの主な仕様 

 

１ 性能 

(1) 除雪幅・フロントプラウ      ：２．８ｍ以上 

 (2) プラウ除雪作業速度        ：３０ｋｍ／ｈ 

 (3) 運転室内騒音レベル        ：８５ｄＢ（Ａ）以下 

 

２ 主要緒元 

(1) 全長               ：１２，０００ｍｍ以下 

(2) 全幅               ：３，２００ｍｍ以下 

(3) 全高（黄色灯火上端まで）     ：３，７００ｍｍ以下 

(4) 最低地上高            ：２４０ｍｍ以下 

(5) 車両総重量            ：２０，０００ｋｇ以下 

(6) 最小旋回半径（最外輪中心）    ：１０ｍ以下 

(7) 乗車定員              ：２人以上 



３７－１． 

議案第３７号 

   公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

 次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

１ 施設の名称 

  宮古市横沢温泉静峰苑 

２ 指定管理者の名称 

  特定非営利活動法人かわい元気社 

３ 指定の期間 

  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德  

 理由 

宮古市横沢温泉静峰苑の指定管理者を指定しようとするものである。これが、この議案

を提出する理由である。 



３８－１． 

議案第３８号 

公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

 次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

１ 施設の名称 

  宮古市小国総合交流促進施設 

２ 指定管理者の名称 

  特定非営利活動法人小国振興舎 

３ 指定の期間 

  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德  

 理由 

 宮古市小国総合交流促進施設の指定管理者を指定しようとするものである。これが、こ

の議案を提出する理由である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３９－１． 

議案第３９号 

公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

 次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

１ 施設の名称 

  宮古市高浜児童館 

２ 指定管理者の名称 

  学校法人磯鶏学園 

３ 指定の期間 

  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德  

 理由 

 宮古市高浜児童館の指定管理者を指定しようとするものである。これが、この議案を提

出する理由である。 



４０－１． 

議案第４０号 

公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

 次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

施設の名称 指定管理者の名称 指定の期間 

宮古市宮古学童の家 
公益社団法人宮古市シルバー

人材センター 

令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

宮古市千徳学童の家 
公益社団法人宮古市シルバー

人材センター 

令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

宮古市山口学童の家 
公益社団法人宮古市シルバー

人材センター 

令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

宮古市鍬ヶ崎学童の家 
公益社団法人宮古市シルバー

人材センター 

令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

宮古市磯鶏学童の家 
公益社団法人宮古市シルバー

人材センター 

令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

宮古市崎山学童の家 
特定非営利活動法人宮古地区

いきいきワーキングセンター 

令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

宮古市花輪学童の家 社会福祉法人慈愛会 
令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

宮古市津軽石学童の家 社会福祉法人慈愛会 
令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

宮古市田老学童の家 
公益社団法人宮古市シルバー

人材センター 

令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

宮古市宮古養護学童の家 
特定非営利活動法人宮古地区

いきいきワーキングセンター 

令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德  

 理由 

 宮古市学童の家の指定管理者を指定しようとするものである。これが、この議案を提出

する理由である。 



４１－１． 

議案第４１号 

公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

 次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

１ 施設の名称 

 (1) 清寿荘 

(2) 宮古市清寿荘デイサービスセンター 

２ 指定管理者の名称 

  社会福祉法人宮古市社会福祉協議会 

３ 指定の期間 

  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德  

 理由 

 清寿荘及び宮古市清寿荘デイサービスセンターの指定管理者を指定しようとするもので

ある。これが、この議案を提出する理由である。 



４２－１． 

議案第４２号 

公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

 次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

１ 施設の名称 

  宮古市千徳デイサービスセンター 

２ 指定管理者の名称 

  株式会社ＪＡライフサポート 

３ 指定の期間 

  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德  

 理由 

 宮古市千徳デイサービスセンターの指定管理者を指定しようとするものである。これが、

この議案を提出する理由である。 



４３－１． 

議案第４３号 

公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

 次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

１ 施設の名称 

 (1) 宮古市老人福祉センター 

 (2) 宮古市身体障害者福祉センター 

２ 指定管理者の名称 

  社会福祉法人宮古市社会福祉協議会 

３ 指定の期間 

  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德  

 理由 

 宮古市老人福祉センター及び宮古市身体障害者福祉センターの指定管理者を指定しよう

とするものである。これが、この議案を提出する理由である。 



４４－１． 

議案第４４号 

   公の施設の指定管理者の指定に関する議決の変更に関し議決を求めることについて 

 令和３年２月２５日に議会の議決を経た公の施設の指定管理者の指定に関し、その一部

を次のとおり変更するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６

項の規定により、議会の議決を求める。 

 指定の期間中「令和６年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に改める。 

  令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德  

 理由 

 宮古市田代児童館の指定管理者の指定の期間を延長しようとするものである。これが、

この議案を提出する理由である。 

 



４５－１． 

議案第４５号 

公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

 次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

１ 施設の名称 

  宮古市姉ヶ崎サン・スポーツランド 

２ 指定管理者の名称 

  一般財団法人宮古市体育協会 

３ 指定の期間 

  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德 

理由 

宮古市姉ヶ崎サン・スポーツランドの指定管理者を指定しようとするものである。これ

が、この議案を提出する理由である。 

 



４６－１． 

議案第４６号 

公の施設の指定管理者の指定に関し議決を求めることについて 

 次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

１ 施設の名称 

  (1) 宮古市民総合体育館 

  (2) 宮古市小山田テニスコート 

２ 指定管理者の名称 

  一般財団法人宮古市体育協会 

３ 指定の期間 

  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德 

理由 

宮古市民総合体育館及び宮古市小山田テニスコートの指定管理者を指定しようとするも

のである。これが、この議案を提出する理由である。 

 



議案第４７号 

市道路線の認定について 

 次のとおり市道路線として認定したいので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８

条第２項の規定により、議会の議決を求める。 

宮 古 地 区 

路 線 番 号 
路線名 

起  点 重要な 

経過地 終  点 

９２７ 
岸ノ前ラントノ

沢 ３ 号 支 線 

宮古市八木沢第４地割９９番１地先 

宮古市八木沢一丁目１０３番２０地先 

９２８ 磯 鶏 二 丁 目 線 
宮古市磯鶏二丁目３番地先

宮古市磯鶏二丁目８番６地先

令和６年２月１３日提出 

宮古市長 山 本 正 德 

理由 

市道路線として認定しようとするものである。これが、この議案を提出する理由である。 

 
４７－1



 
４７－2



認 定 図 面

路線番号 ： ９２７
路 線 名 ： 岸ノ前ラントノ沢３号支線
延 長 ： ７１．０ｍ
幅 員 ： ２．３ｍ～９．０ｍ
起 点 ： 宮古市八木沢第４地割99番１地先
終 点 ： 宮古市八木沢一丁目103番20地先

災害復興計画基図（国土地理院）を加工して作成
S=1:1,000

 
４７－3



４７－4



４７－5．
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